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Foreword
　インテリジェンスとは、物事を文脈の中で理解する力
です。自社を取り巻く環境から得られた適切な知見を、
適切なタイミングで活用し、戦略的優位につなげる力で
もあります。
　今日の世界は、かつてないほど流動的で、変化のス
ピードも増しています。AIは企業のあり方を大きく変え、
新たな可能性を切り開く一方で、意思決定を複雑化し
ました。リーダーは今、状況の読み解きが困難を増す中
で、日々、判断を求められています。

　こうした時代において、不確実性の中で思考を行動
へと結びつける力は、競争優位の源泉となります。求
められるのは、意見の集積ではありません。経験に根ざ
し、専門性に裏打ちされ、現代のリーダーが直面する課
題に即したインテリジェンスです。
　このようなニーズに応えるため、Kyndryl Institute
では、世界各地の第一線で活躍する思想家やさまざま
な分野の専門家をお招きし、データ主権、人材・スキル
の不足、持続的な組織変革、AIの活用といった、企業の
リーダーにとって重要な課題を多角的に考察していま
す。殊にAIについては、その可能性――いかに業務プロ
セスを変革し、人の能力を拡張し、人との協働によって
どんな真新しい成果を生み出せるのか――に注目して
います。

　日本の皆様にKyndryl Instituteをご紹介できるこの
機会を、たいへんうれしく思っています。初めて印刷で
お届けする本冊子では、日本のリーダーにとって、今、
特に重要なテーマを選り抜き、グローバルと日本の双
方の視点で考察をお届けします。本冊子を、皆様の日々
の実践の中でご活用いただければ幸いです。

イスマイル・アムラ
（Ismail Amla）

Kyndryl Consult 
シニアバイスプレジデント

序にかえて
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　キンドリルは、ミッションクリティカルなITを支える企
業として、ビジネスとテクノロジーの交差点から本質的
な洞察を提供するグローバルなソートリーダーシップ
プラットフォーム「The Kyndryl Institute」を展開してき
ました。本年2月からはこれまでの記事を日本語化し、
日本からも世界に向けて価値ある知見を発信していま
す。そしてこのたび、ウェブサイトをまだご覧になってい
ない皆様にも、Kyndryl Instituteの存在を知っていた
だけたらと、まとめましたのがこの印刷版です。

　今、AIの急激な進化、多様化するリスク、地政学的リ
スクや規制環境の変化といったさまざまな動きを的確
に捉え、戦略的かつ迅速に意思決定を行うことが、経営
者に求められています。リーダーには、単に動向を知る
にとどまらず、変革へと踏み出すための実践的な洞察
が重要であり、将来の課題を乗り越える新たな視点が
意思決定の質を高める鍵となります。
　Kyndryl Instituteでは、日本を含む世界中のさまざ
まな地域で活躍する専門家の声をご紹介しています。
最新のテクノロジー動向に加えて、それが経営に及ぼ
す影響を見極めるための有識者の知見やインサイトを
お届けすることにより、皆様の意思決定をご支援できま
したら幸いです。
　知の発見そのものが喜びであり、知の融合を通じた
知見の積み重ねが、未来への確かな一歩につながりま
す。不確実性の高い時代において、唯一の正解を示すこ
とは容易ではありません。しかしながら、多様な視点や
前提を問い直す思考に触れることで、より優れた判断
や次の一手につなげることができるかもしれません。

　Kyndryl Instituteを今後ともどうぞよろしくお願いい
たします。

入澤 由典
キンドリルジャパン株式会社
代表取締役 社長執行役員
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レジリエンスとは
つながること

印刷版用 特別ロングバーション

Kyndryl Instituteの、日本発の記事第一弾は、イン
ターネットの礎を築いた村井純・慶應大名誉教授に
ご登場いただきました。本誌では、オンライン公開記
事に追記したロングバージョンをお届けします。

（写真は村井名誉教授が実行委員長を務める日本最大級のイン
ターネットテクノロジーイベントInterop Tokyo 2026にて撮影）
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インターネットは
「縦を横につなぐ」ために生まれた

　インターネットの歴史と自分の関わり
を振り返ると、最初から一貫して同じこ
とをやっていたのだと思います。私たち
は「デサイロ」とよく言いますが、縦割り
でサイロ化されてきたものを横につなぐ

「デサイロ」がインターネットのひとつの
使命でした。
　まだTCP/IPが普及する前の1981年、
大学院生だった私は慶應大学キャンパス
内を奔走し、各学科長を説得していまし
た。当時、コンピューター同士をつなぐ研
究をしていたのですが、ただ論文を書く
だけでは飽き足らなかった。自分たちで
開発したプロトコルとハードウェアで、縦

割りで孤立していた学科同士を横につな
ごうとしたのです。地下に回線を敷設し、
まだ犬にフロッピーを背負わせてデータ
を運ばせたほうが早い、というような通
信速度ではありましたが、「慶應S&Tネッ
ト」と名づけたキャンパスネットワークを
立ち上げました。
　学内をつないだら、今度は長距離をつ
なぎたくなった。さらに世の中を変えるよ
うな大きなことがしたくなったのです。北
海道から九州まで約100校の大学を接
続、日本列島を縦断するネットワークが
できました。日本全部がつながれば、次
に目指すは世界の大学との相互接続で
す。当時、カリフォルニア大学バークレー
校の研究グループが開発したUNIX系OS

「4.2BSD」にはTCP/IPが統合され、ソー

レジリエンスとは
つながること

村井 純

慶應義塾大学特別特区特任教授、慶應
義塾大学サイバー文明研究センター共
同センター長

世界のトップ大学が加盟するサイバー
セ キュリティ分 野 の 産 学 連 携 組 織
International Cyber Security Center of 
Excellenceの創設メンバー。日本および
アジア全域でネットワーク構築と拡大
を先導した功績から、「日本のインター
ネットの父」として広く知られている。

Summary

企業の成長や社会の発展を語るとき、強調されるのは「技術革新」や「競争力」ですが、インターネットの
歴史から見れば、重要なのは「標準化」と「協調」です。協調から生まれるつながりは、単なる技術的な接
続ではありません。クリティカルインフラがインターネットに接続された今、異なる業界、官と民、さらに
は国境を越えた連携が、社会全体のレジリエンスを高め、新しい市場を生み出す原動力となります。

Key Points

・	インターネットの本質は縦割りを横につなぐこと
・	標準化と協調はコストを下げ成長を加速する
・	安全な接続と補完がレジリエンスを生む
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スコードが公開されていました。この実
装が世界中で共有され、標準化と普及を
加速させたのです。標準化、オープンソー
ス、そしてグローバルな空間――これら
がインターネットの曙とともに生まれま
した。
　一方、東大に移った私は、大学と民間
企業を専用線でつなぐ取り組みを始め
ました。国立大学と民間企業を接続する
ことには、当時、学内からかなりの抵抗
がありましたが、岩波書店という学術出
版社を提携先とすることで了承を得まし
た。出版社の地下の空間にNOC（ネット
ワーク拠点）を置かせていただき、学術と
ビジネスの領域をつなぐネットワークを
構築したのです。
　社会の強靭さの基本は、ここで実現し
たような官民連携にあります。日本では
84年に通信が民営化し、鉄道も電力もク
リティカル・インフラストラクチャーはす
べて民営化しています。しかし今、それら
がインターネットですべてつながった。国
民の生活や命がデジタル基盤の上に乗
る時代になったことで、国も責任を持た
ざるを得なくなったのです。そこで2021
年にデジタル庁が設置され、遅ればせな
がらも「デジタル社会形成基本法」「能動
的サイバー防御法」「個人情報保護法改
正」など、サイバーセキュリティとデータ
ガバナンスに関する3つの重要な法律が
整備され、いかに民と官が連携できるか
を改めて定義したわけです。

成長の鍵は標準化にあり

　国民の命を守る責任は国や自治体が
担っていますが、実際のオペレーションを
担うのは民間企業です。経済成長を追究
する民間企業に責任を求めることは、一
見むずかしく思えるでしょう。競合する企
業同士を横につなぐことも、容易ではあ
りません。
　しかし市場には、競争によって価値が
生まれる「競争領域」と、協調することで
社会全体の効率が高まる「協調領域」が
あります。重要なのは「標準化」です。サー
ビスや技術が成熟し、競争の価値が薄
れた領域は、標準化によって共有し、全
体の発展につなげるべきなのです。サイ
バーセキュリティはその典型です。企業ご
とに独自の防御を構築すれば膨大なコ

ストがかかりますが、標準技術を採用す
れば全体の安全性が高まり、コストも削
減できます。
　そして今、民間企業が新しい社会をつ
くるために共有できる要素は広がってい
ます。水、電力、通信、交通といったクリ
ティカルインフラは、共通の道具としてコ
ンピューターとデジタル技術、さらには
AIを使うようになりました。つまりインフ
ラ分野ごとの違いを越えた、共有が考え
られるわけです。たとえば私が座長を務
めている「ワット・ビット連携官民懇談会」
は、生成AIやデータセンターの急増に伴
う膨大な電力需要に対応するため、電力
インフラと通信インフラの連携を強化し、
新世代ICTの安定運用とスマートグリッド
の構築や再生可能エネルギーの普及を
同時に推進する、25年発足の取り組みで
す。日本の電力は地域ごとに管轄が異な
り、供給体制が分断されていますが、最
適化に向けて電力会社が一堂に会し、横
断的な議論を進めています。

標準化はコストを大きく下げる

　標準化の最大の価値は、コスト構造を
根本から変える力にあるともいえます。
標準化された技術や仕組みを使えば、
CapEx（資本的支出）もOpEx（運用費）も
大きく下がり、結果としてTCO（導入から
運用・保守・更新までを含めた総保有コ
スト）が急速に低減するのです。この変化
は、新しい挑戦へのハードルを劇的に下
げます。個別最適なシステムをそれぞれ

構築する手間がなくなり、同じ基盤の上
で価値創出に集中できるからです。たと
えばクラウドコンピューティングは、計算
処理を共有する技術で、サービス内容の
標準化とオープンなインターフェースの
提供によって成立しています。米国NIST
はガイドライン「SP800-145」の中で、クラ
ウド標準化の枠組みを示しました。クラウ
ドの普及により、企業はITリソースの「所
有」から「利用」へとシフトし、結果として
OpExの最適化やスタートアップの急増
が進んでいます。
　100万人にサービスを届けることが、イ
ンターネット以前はどういうことだったか
を考えてみると、よりわかりやすいでしょ
う。たとえば自動車産業では、全国の町
ごとにディーラー網を整備し、工場を建
設し、100万台の車両を生産するための
巨大な設備投資が必要でした。さらにそ
れらを維持・運営し続けるための人員、
物流、在庫管理といった継続的な運用コ
ストも発生します。しかしインターネット
登場後の現在は、中学生がつくったサー
ビスが、ほぼゼロに近いCapExとOpExで
100万人規模どころかそれ以上に到達す
ることもめずらしくありません。
　今や「規模＝設備投資」ではなく、「規
模＝知恵と設計」が競争の本質です。古
いシステムを維持するほうが、コストがか
かることも多々ある。標準化は単なる技
術論ではなく、コスト構造を抜本的に変
えるための経営課題として位置づけられ
るものです。

古いシステムを維持するほうが、コストがかかること
も多々ある。標準化は単なる技術論ではなく、コスト
構造を抜本的に変えるための経営課題として位置
づけられるものです。
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標準化のための横断連携こそが
重要な経営課題

　標準化とは、共通なものを共有するこ
と。そしてそのためのルールをつくること
です。「ルール」とは規制ではなく、交換を
可能にするための仕組みづくりを指しま
す。たとえばデータをどの形式にすれば、
相互にやりとりがしやすいのか。その取り
決めがなければ、技術はつながらず、社
会全体の力になりません。
　データの品質にも、標準化が重要で
す。データの粒度は、結果の信頼性を左
右します。たとえば私が取り組んでいる
研究のひとつに、医療機器の標準化があ
ります。手術室で起こったことを秒単位
で正確に記録するタイムスタンプは、事
故の検証や安全な運営の検討に不可欠
です。このような標準化があってはじめ
て、AIも専門領域での力を発揮します。
世界から広くデータを集める生成AIは、
嘘をついたり間違えたりすることがあり
ますが、ドメインに特化した精度の高い
データを使えば、AIは極めて高品質な判
断を行うことが知られています。
　たとえば電力はコンピューターのない
時代から、発電、送電、消費と運用され、
長年の知見が蓄積されています。OT領域
にあったこれらがデジタル化、標準化さ
れ、データとして扱われることで、エネル
ギー分野の高度なインテリジェンスが生

まれます。そのためには、エネルギーに関
するすべての産業が同じ船に乗り、標準
化を議論しなければなりません。脱炭素
化や再生可能エネルギーの普及、AIによ
る需給最適化といった課題は、単独の企
業や業界では解決できないからです。標
準化によってデータや仕組みを共有すれ
ば、電力・輸送・サプライチェーンが横に
つながり、効率化だけでなく、新しいサー
ビスやビジネスモデルの創出につながり
ます。
　標準化には潜在的なデメリットもあ
ります。過度な標準化はイノベーション
を阻害したり、特定企業によるプラット
フォームの独占を招く可能性があります。
しかし、技術は常に進化するため、寡占
的な標準は長続きしない傾向がありま
す。歴史的にも、VHSやWindowsの事例
が示すように、閉じた標準はやがてオー
プンな技術や新しいプラットフォームに
取って代わられています。

つなぎ目の安全が命を守る

　社会のデジタル化が進み、アナログと
デジタル、すなわちOTとITが接続されま
したが、その接続がシームレスで安全な
ものでないと、つなぎ目の部分に脆弱性
が生じます。24年1月2日、羽田空港で着
陸したJALのエアバス機と海上保安庁
の輸送機が衝突する事故が起きました。

システムは海保機の滑走路侵入を検知
していたのに、管制塔がこれに気づかな
かったというヒューマンエラーによるもの
です。これもまさにOTとITのつなぎ目の
ほころびで、管制官のような熟練の名人
たちが担ってきたOTの世界とデジタルが
一体化する中、どう安全を守っていくかが
サイバーセキュリティの焦点となってきて
います。
　医療分野は、連携の重要性を象徴す
る領域です。国連は「2030年までに世界
中の病院をインターネットでつなぐ」 とい
う目標を掲げています。しかし、病院はセ
キュリティリスクを恐れ、ネットワーク接
続を避ける傾向にあるのが現実です。古
いOS（XPなど）が稼働し続ける現場もめ
ずらしくありません。この「隔離」は一見安
全に見えますが、実は危険です。医師が
利便性を求めて非公式に接続すれば、セ
キュリティホールが生まれます。正面か
らDXに取り組み、専門家が病院のセキュ
リティを設計するほうが、はるかに安全
で効率的です。医療データが適切に共有
されれば、AIによる診断や製薬研究が進
み、メディカル・インクルージョン――地
球規模で医療を共有する未来が現実に
なります。
　医療のほかにも、つながることに危機
感を抱く業界があります。たとえば発電
は、コアへのサイバー攻撃や事故を恐
れ、隔離したセグメントを持っています。
しかし、AI活用を視野に入れれば、いつま
でも閉じた環境ではいられません。必要
なのは、孤立した防御から「共有された
防御」への転換です。共通の標準や仕組
みをともにつくることではじめて、より強
靭な安全性が実現します。

日本の強みは
「品質への執念」にある

　日本の特長のひとつが「あくなきクオリ
ティの追求」です。この国では、電車が5分
遅れることも許されない。5分遅れたら、
電車内でもホームでも利用者への謝罪
がくり返されるその背景には、電車を絶
対に5分遅れさせまいと考え、働いている
鉄道会社の社員がいます。そしてさらに、
5分の遅れを許さない消費者がいる。日
本では、トイレが汚いホテルは誰も利用
しなくなります。消費者の厳しい目線が
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当たり前となっていることが、サービスの
質を高め、安全性にもつながってくると
思います。
　技術には必ず「悪用（abuse）」のリスク
があります。今あちこちで起きているラン
サムウェア攻撃などがそうです。サイバー
セキュリティはまず技術で止める、法律で
防御するのが一番ですが、「善用」――善
い使い方を広めることもひとつの手段で
す。日本の品質管理や安全性へのこだわ
りは、ここに活かすことができると考えて
います。
　一方で、セキュリティを担う人材の負
担が大幅に増えています。かつてのCISO
はサイバー攻撃や不正に対応すればよ
かったのが、上記のようなサービス品質
や倫理、さらには人命までその腕に委ね
られるようになった。事業責任がCISOに
かかるようになってきています。これから
の企業経営においては、CIOやCISOのよ
うなセキュリティやITの専門家が経営の
中枢に置かれて、CEOと同等の報酬と
権限を行使するようになるか、あるいは
CEOがサイバーセキュリティやリスク管
理の専門的な知識や経験を持つように
なることが必須となるかもしれません。

標準をもってつながったとき
レジリエンスが生まれる

　レジリエンスとは、何かが起こったとき
にリカバーすることです。地震、台風、豪

雨――災害大国である日本において、私
たちは知見を積み重ね、どこで何が必要
か――たとえば服薬が常時必要な被災
者がどこにいるか特定し、どう医薬品を
届けるかなど――がだんだんわかるよ
うになり、救われる命も多くなってきまし
た。そしてレジリエンスの基本は、つなが
ることにあります。インターネットは複雑
な接続性を持っていれば、どこかが切れ
てもそれを迂回してつながっていくという
ことができます。
　しかしクリティカルインフラが横につな
がった今、補完の仕組みがなければ、有
事の際に社会全体が麻痺します。たとえ
ばJALの飛行機が止まったら、ANAは補
完できるのか。インフラが相互依存的に

接続される時代では、ひとつが止まった
ときに他の事業者が補完できる標準化さ
れた仕組みが問われます。つながりが強
靭性を生む一方で、標準がなければ、依
存は“弱点”に変わり得るのです。
　24年1月の能登半島地震では、庁舎や
ネットワークが被害を受け、自治体が管
理していた住民基本台帳ネットワークを
使った事務処理が困難な状況に陥り、住
民票データの参照や広域交付に影響が
出ました。たとえばこれが東京で代わり
に発行できていたらどうでしょう。もっと
いえば、シドニーと東京でデータを交換
し保管しておけたらどうでしょうか。日本
国内の診療データを、日本の権限下で
オーストラリアを拠点に管理し、世界中
の病院から必要に応じて参照できるよ
うになっていれば、海外滞在中に病気に
なった場合でも適切な医療を受けやすく
なります。
　接続された社会では、こうした補完や
分散保全の仕組みが、社会の継続性を支
える基盤になります。レジリエンスは単な
るリスク対応ではなく、成長戦略の中核。
そして最も重要なことは、After Internet
の世界では、どんなに事業範囲が限定的
で局所的重要な使命と守備範囲がある
経営でも、地球規模での意味や意義、人
に対するインパクトと責任を積極的に考
えながら取り組むべきであるということ
です。 

インフラが相互依存的に接続される時代では、
ひとつが止まったときに他の事業者が補完で
きる、標準化された仕組みが問われます。
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AI時代の「裸の王様」に
ならないために

キャサリン・クランプ
（Catherine Crump）

WIRED Consulting 
マネージングディレクター

英テクノロジー誌『WIRED』を母体とす
る企業向けコンサルティング事業のマ
ネージングディレクター。PwC、Mars、
コンデナストなどを経て、戦略コンサル
ティングで25年以上の経験を持つ。

Summary

2025年は多くの企業がAI導入を意識した一方で、本格展開に至った企業はまだわずかでした。
しかし26年は、試験導入から次の段階へと進む転換点になると考えられます。そんな今、経営者
に求められるのは、AIについてのプロフェッショナルな理解ではありません。AIへの過度な期待
に流されず、「わからない」ことを認めながら、本質的な活用を見極めることが大切です。

Key Points

・	AIネイティブ発想が競争力を左右する
・	AIバブルに惑わされず、実装価値を見極めよ
・	率直な対話が経営者の学びを深める

2025年のAIの実際

　私は2025年中、AIに対するリーダーシップのあり方を
『裸の王様』の寓話になぞらえて考えていました。「AI」

という言葉の指す意味はあまりに広く、「AI〇〇」「〇〇
AI」といったAIを含む新語が次々と生まれ、その概念は
目まぐるしく変化しています。多くの経営者が、AIについ
て「知らない」と思われること、「わからない」と認めるこ
とを恐れています。経営陣は、“わかりやすく見映えのす
るAI活用事例”を求める声に圧され、見た目ばかりを重
視して本質を忘れた取り組みに陥り、投資が十分に活
かされないケースも散見されました。現実離れしたAI
戦略を採用し、実現不可能な目標を掲げてしまう企業
もありました。要するに多くのビジネスリーダーが、「AI
の流れに乗らなければならない」「すべての答えを持っ
ていなければならない」「成功事例を示さなければなら
ない」という強い圧を感じていたのです。
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変化が絶えず、期待と誇張も入り混じるAIの世
界で、すべての答えを持つことは不可能です。
すべてを理解しているかのように振る舞えば、25
年よりもひどい「裸の王様」的状況を招きます。

　なぜこれほどのプレッシャーがかかるのか、その背景
ははっきりしています。AIそのものは決して新しい技術
ではありません。しかし生成AIは、能力面で一世代ぶん
の飛躍をもたらしました。もはやAIは、技術者やIT部門
だけのものではありません。誰もが利用できるようにな
り、性能は継続的に向上し、すでに多くの組織で価値を
生み出しています。こうした流れは、今後さらに加速し
ていくと見られます。
　一方、25年はAIに関する過度の誇張が見られた年で
もありました。ビジネス向けのAI関連記事を少し読むだ
けで、「企業のほとんどがAIの全社的な本格導入をして
いる」「多くの企業がAIエージェントに業務を任せてい
る」「大半の企業がAIによって大きなROI（投資対効果）
を得始めている」と錯覚しそうです。実際にそれを実現
できていたのは氷山の一角、ごく一部の先進企業だけ
でしかなかったのですが。
　私は、『WIRED』のコンサルティング部門のマネージ
ングディレクターとして、企業が新しい技術を理解し、
利活用を探るための支援をしています。25年は、経営層
とのラウンドテーブルへの出席、ビジネスリーダーが集
うカンファレンスの議長役、AIへの関心が高い方々を対
象とした世界各地でのワークショップ開催、AI専門家を
ゲストに迎えたライブ配信イベントの進行などに奔走し
ていました。その中で出会った数千人の経営者を対象
に調査を行い、AI変革を先導する数百名のフロントラン
ナーにもインタビューを実施しました。ここで得られた
25年時点のリーダーの思考や職場環境に関する知見
は、非常に貴重なものです。彼らが何に自信を持ち、ど
こでつまずき、どんな支援を必要とし、26年に向けてAI
をどのように捉えていたのか――。本稿では、25年を振
り返って得た私なりの考えとともに、今年の重要なテー
マについて、お話ししていきたいと思います。

25年はほぼすべての企業が
AIの本格導入を「意識した」年

　25年は、ほぼすべての企業、そして経営層が幅広く、
「AIはビジネスに不可欠なもの」であると捉えた一年
でした。過熱するAIへの期待を、一歩引いて慎重に見極
めようという動きが広がった年でもあります。『WIRED』
も企業のこうした姿勢を支援しようと、キンドリルとパー
トナーシップを組んでいたところです。しかし、先進的な
テクノロジー企業とそれに追随する企業の事例が注目
を集める一方で、AIはまだ「世界中の企業の大半を変
革する段階」には至っていません。
　25年6月に実施したキンドリルのオンラインイベント
の、参加登録者1,000人以上を対象とした調査では、
95％の企業が何らかの形でAIと関わっていることが明
らかになりました。ただし、その関与の度合いには大き
な幅があり、3分の1は初期的な検討段階にとどまって
います。一方で、約半数（49％）の企業は、アイデア検討

の段階を超え、AIの試験導入や一部業務への組み込み
を進めていました。それでも、AIを全面的に受け入れて
いるといえる企業は、わずか13％にすぎません。
　このオンラインイベントの後、世界各地で対面型ワー
クショップを実施しました。意欲的なシニアエグゼク
ティブ層が集まる会場で、前述の調査結果を共有する
と、明らかに安堵の空気が広がりました。「自分たちは
遅れているわけではなかった」――そう気づいて皆、一
様にほっとしたのです。自社だけが遅れているわけで
はないことを示す具体的なデータを前に、エグゼクティ
ブたちはやっと率直に語り始めました。全社的な巻き込
みのむずかしさや、取締役会の期待が高すぎることなど
悩みを打ち明け、なにを信頼すべきか、現実に即した事
例はないのかと、活発な議論が交わされました。

AIバブル下でも26年の導入は不可避

　25年が、企業のほとんどがAIに関する考えを改め、
探索を始めた年だとすれば、26年は企業がAI活用の次
の段階へと進んでいく年になるでしょう。試験導入にと
どまらず、本格展開へと、意味のある形で進めていくこ
とが求められます。生成AIもその他のAIも、エンジニア
リングから顧客対応、マーケティング、サプライチェーン
まで、より多くの企業のより多くの業務領域に組み込ま
れ、人材、業務プロセス、組織全体の効率性と実効性を
高めていくことになります。
　利益率が極めて低い環境で事業を行う企業、高度に
最適化された大規模オペレーションに依存する企業、
限られた資源で大きな挑戦をする企業、いずれにとって
も、AIの戦略的活用は、競争力維持のための重要な手
段となります。
　昨今、いわゆる「AIバブル」を巡る議論も活発になり、
慎重な姿勢をとる経営者も増えています。確かに投資
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創出の中核をなす基盤的な能力です。AIネイティブな
企業自体は、特に新しい存在ではありません。しかし、
生成AIのツールやモデルを前提に構築された新たな波
は、市場を根本から揺さぶり、既存企業に大きな挑戦を
突きつける可能性を秘めています。
　注目すべきは、変革の波にさらされているのが、歴史
ある大企業だけではないという点です。コーディング作
業を生成AIで大幅に補助・加速する時代に合わせて、
人材、業務プロセス、組織設計を最適化したテックス
タートアップがすでに登場しています。従来型のソフト
ウェア開発手法に縛られる競合企業に対し、これは明
確な優位性です。
　グローバルな事業展開の大企業であれ、地域に根ざ
した中小企業であれ、AIネイティブの発想を持つと、成
果やパフォーマンスに劇的な差がつく可能性が開かれ
ます。仮に、今日の制約や既存システム、慣習に縛られ
ることなく、白紙の状態から事業を設計し直せるとした
らどうでしょう。手元に現在利用可能なすべてのAI技術
があり、古いものから新しいものへ一気に切り替えられ
る「魔法の杖」があるとしたら、あなたはどんな企業設
計を考えますか。おそらく多くの企業が、今とは異なる
選択をするでしょう。自社をAIネイティブな企業として
再構築することで、組織の達成する成果が飛躍的に伸
びるのは、想像にたやすいことです。
　もちろん、そのような魔法の杖は存在しません。多く
の経営者にとって、複雑に絡み合った従来の事業を再
設計することは、大きな挑戦です。では、どこから始めれ
ばよいのでしょう。AIネイティブな業務プロセス、製品、
意思決定へは、どのように移行していけばよいのでしょ
うか。その答えは、実はこれまでのAI導入と変わりませ
ん。スモールスタートから始め、事業上もっとも重要な
領域を見極めて、そこで最大の投資対効果が見込める
形で試行することです。26年にはより多くの企業が、AI
ネイティブの発想を取り入れつつ、既存システムの制約
を踏まえながら、AIに対する構想やビジョンを現実的な
形に落とし込もうとする姿が見られるでしょう。

エージェンティックAIは有望だが、
黎明期にある

　24年の初めには、「AIエージェント」という言葉を知る
人は、ほとんどいませんでした。それがわずか18ヶ月ほ
どで、テック関連記事の見出しを占める存在となりまし
た。エージェンティックAIを巡る期待も爆発的に高まり、
一過性のものではないと見る理由も十分にあります。
　AIエージェントが「ゲームチェンジャー」になり得るの
は、単にデータを取り込むからだけでなく、次に何をす
べきかを判断し、それを実行に移せる点にあります。消
費者向けの文脈で語られる魅力は、「生活をより簡単
にしてくれる」ことです。たとえば旅行を計画するときに
は、目的地のリサーチやスケジュールを作成してくれる

の額は過去に見ない水準に達し、一部の企業は現実離
れした評価を受けています。「人間を完全に置き換える自
律型システムが広く実現する」という見方も、大きく誇張
されてきました。このような点からすれば、AIは確かに「大
きなバブル」の渦中にあると見られる部分もあります。
　しかし、これは単純に白か黒かで判断できる問題で
はありません。25年時点で、AIに関する多くのことが、単
なる喧伝ではないとわかっています。仮に市場の過熱
感が落ち着いたとしても、AIそのものが消え去ることは
ないことは明らかです。インターネットやバイオテクノロ
ジーがそうであったように、大きな変革をもたらす技術
は、ほぼ例外なくバブルを伴います。調整局面を経て、
優れたアイデアが残り、産業がより強固になってやっ
と、その技術が「何を意味するのか」がはっきりとわか
る。だからこそ、バブル論に気を取られず、AIプロジェク
トでいかに長期的かつ持続可能な価値を生み出すかを
考えることが重要なのです。

企業規模を問わず「AIネイティブ」が鍵

　「AIネイティブ企業」という考え方には、まだ馴染
みがない方も多いかもしれません。しかし、この概念
は今後、急速に広がっていくでしょう。Perplexity や 
ElevenLabs のような企業にとって、AIは単なるツール
ではなく、戦略、オペレーション、そして最終的な価値
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26年にはより多くの企業が、AIネイティブの
発想を取り入れつつ、既存システムの現実と
AIに対する構想やビジョンをすり合わせなが
ら前進しようとする姿が見られるでしょう。

だけでなく、航空券や食事、アクティビティの手配を、各
ウェブサイトを通じて、予約から支払いまで代行してく
れるかもしれません。
　このAIエージェントの能力が、日々何百万もの意思
決定や取引を行う複雑な組織全体に適用されると、ど
うなるでしょうか。漫然と時間を喰っていた事務作業か
ら、サイバーセキュリティ、さらにはソフトウェアエンジ
ニアリングまで、一手で担える「人材」としてのAIエー
ジェントが、将来登場するかもしれません。エヌビディア
のCEOジェンスン・フアンは、24年にすでに、私たちはそ
うした世界を目指して競争するのだと予測していまし
た。フアン氏が描くのは、１億のAIアシスタントが5万人
の人間と協働し、組織のパフォーマンスを飛躍的に高め
る未来です。
　意思決定そのものを、何百万ものエージェントに一
斉に委ねる――その発想は、圧倒されるほど大胆で、
刺激的であると同時に、恐ろしくもあります。ただしその
未来は、あくまで予測にすぎません。そこに至るまでに
は、決して低くはないハードルをいくつも飛び越える必
要があります。
　それでも、もしこのような未来が現実味を帯びてきた
ら…と想像してしまいます。そのとき、AIエージェントの
意思決定を把握するのは誰でしょうか。AIエージェント
は、データをどのように使うのでしょうか。そして何より、
最終的な責任を負う立場にあるCEOたちにとって、それ
が意味するところは何なのでしょうか。

私たちは皆、変化のまっただ中にいる

　25年は、組織におけるAI活用が主流へと本格的に転
じた、ひとつの転換点だったように感じられます。これま
で出遅れていた企業も、本腰を入れて取り組み始めま
した。すでに取り組んでいた企業は、さらに大きな構想
を描くようになりました。技術への信頼は高まり、「従来
型」の機械学習AIも再評価されています。生成AIは着実

に業務に根づき、新しい働き方の可能性がどんどん出
てきました。懐疑的だった人々も、AIが単なる一過性の
流行にすぎないとはとても言い切れなくなっています。
　しかし、最近キンドリルが実施した調査では、自らの
役割の中でAIを使いこなすことに「非常に自信がある」
と答えたビジネスリーダーは、わずか24％にとどまりま
した。くわえて、多忙な日常業務を抱える経営層からは、

「変化のスピードについていくのが大変だ」という声を
たびたび耳にします。中立的で信頼できる知見や実践
的な事例、そして具体的な教訓にアクセスできることは
極めて重要ですが、実際にはそうした情報は簡単には
得られません。多くの情報がマーケティングと巧妙に紐
づけられており、事例紹介も純粋に知見を共有すると
いうよりは、販売促進を目的としたものが少なくありま
せん。さらに、慎重な広報戦略のもとでは、ほとんどの
リーダーが失敗や学びについて、公の場で率直に語る
ことができないのが実情です。
　変化が絶えず、期待と誇張も入り混じるAIの世界で、
すべての答えを持つことは不可能です。それにもかか
わらず、すべてを理解しているかのように振る舞えば、
25年よりもひどい「裸の王様」的状況を招きます。たく
さんのワークショップを重ねて私が実感してきたのは、
尊敬される立場にある経営者が「わからない」と率直に
口にした瞬間、空気が一変することです。ハードルが一
気に下がり、ほかの経営者たちも心を開くようになりま
す。そこから共通の課題や個人的経験、学んだ教訓に
ついて話し合いが生まれる――同じ悩みを抱えるリー
ダーにとって、これほど価値のあるものはありません。
26年にはそうした場がもっと増えることを、私は期待し
ています。
　読者の皆さんは多忙を極めていることと思いますが、
それでもぜひ意識して、同じ立場の仲間とともに、知識
の空白を探り、考えるための時間をつくってみてくださ
い。後になればきっと、その時間がいかに貴重だったか
わかるはずです。 
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土壌としてのデータ　
なぜデータ主権の先に
意思決定主権が求められるのか

オードリー・タン （Audrey Tang）

台湾初代デジタル省大臣、
オックスフォード大学AI倫理研究所シニア・アクセラレーター・フェロー

世界的に知られる技術者であり、公共領域のイノベーター（AI、倫理、ガバナンス分野）。
オックスフォード大のInstitute for Ethics in AIにてシニア・アクセラレーター・フェロー
を務め、人間中心かつ説明責任あるAI導入の設計に取り組んでいる。 ソフトウェアエ
ンジニアとしてのバックグラウンドを持ち、オープンソースコミュニティへの貢献を通じ
て、デジタルトラストや参加型システム、責任あるテクノロジーをめぐる国際的議論に関
わってきた。2023年には、TIME誌の「AIで最も影響力のある100人」に選出されている。

Summary

川の神は川を守り、森の神は森を司る。データは土壌、ガ
バナンスはその土地に根ざした守り。不確実性の時代に
重要なのは「境界づけられた守り」であり、役割ごとに設
計されたモデルが分散連携する「Plurality（多元性）」が
レジリエンスを生みます。その基盤となるのが、判断を誰
が担い、コントロールし、終わらせるかを指す「意思決定
主権」です。

Key Points

・	現場固有の文脈を理解するAIは有能かつレジリエント
・	AIには権限・責任の明確化と出口設計が不可欠
・	AI導入には実務者の意見の反映が欠かせない

※本記事はオードリー・タン氏より最初にご寄稿いただいたオリジナル版で、グローバルの読者層
に向けて編集したウェブ公開記事とは異なります。ウェブ版もぜひ、併せてお読みください。
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データは土壌である

　地政学的な緊張が高まり、サプライチェーンが不安
定化し、各国の規制が厳格化する――そのような深刻
な不確実性の時代において、多国籍企業が反射的に
選びがちなのは「集約」です。集約がもたらすのは、私が

「企業シングルトン」と呼ぶ状態、すなわち世界中の拠
点に散らばっていた自社データをひとつのAIクラウド基
盤に集約し、「全知全能の唯一神の視点」ですべてを見
渡して、混乱を予測・制御しようとする構造です。
　VUCA（変動性・不確実性・複雑性・曖昧さ）の時代に、
極端な中央集権化はレジリエンスではありません。むし
ろ、それ自体が単一の障害点となります。
　テクノロジー業界では長年、「データは新しい石油で
ある」という比喩が使われてきました。データは採掘さ
れ、中央の精製所に送られ、収益化される“不活性な資
源”だという考え方です。しかし、この比喩はもはや古
い。データは石油ではなく、土壌です。人や組織の意思
決定が根を張る環境をかたちづくる、生きた大地です。
異なる土壌が異なる成果を生むのは、気候や微生物、
歴史、そして手入れの仕方によって、土そのものの性質
が異なるからです。データも同様に、生まれた土地の文
化、制約、現実と不可分の関係にあります。生態系から
切り離されれば、その意味の多くも失われます。
　しかし、土壌だけですべてが決まるわけではありま
せん。組織はデータの保存場所に関する要件（レジデン
シー）をきっちりと満たしながらも、最も重要なもの――

「判断」――を手放してしまうことがあります。つまり、
データの解釈、優先順位づけ、行動への反映といった核
心的な判断を、自組織のために設計・統治されたAIで
はなく、よそで開発・管理され、他者のリスク許容度に最
適化されたAIに委ねてしまうのです。
　これまでのデータ主権は「データがどこにあるのか」
という問いを中心に据えてきました。次に問われるの
は「意思決定がどこにあるか」です。VUCAの世界では、
データの保管場所とその管理を指す「データ主権」の先
を見据えた、「意思決定主権」が求められます。そして
意思決定主権を実現するには、これまでとは異なるAI
アーキテクチャーが必要です。

メインフレーム思考への挑戦

　多くの企業が、今なおAIを「メインフレーム的」に捉え
ています。クラウド上にひとつの巨大なエンタープライ
ズ・コパイロット（組織全体を横断的に補助する単一の
AI）があって、すべてのドキュメントやワークフロー、アプ
リケーションがその同じAIに接続し、誰もが自分の端末
からそのAIに情報を入力する、といった発想です。
　これはかつてのメインフレームがそうであったよう
に、効率的に見えます。しかしこの構造は、モノカル
チャー（単一の設計や技術への過度な依存）によるリス

クを生み、攻撃や障害が集中しやすい「中央のハニー
ポット」をつくりだします。
　意思決定の主体、すなわち地域・現場・事業単位ごと
のニュアンスをAIにいかに伝えるかは、プロンプトエン
ジニアリングの領域になります。裁量は、スプレッドシー
トで管理されます。平時にはそれが効率的に見えるで
しょう。しかし、危機に直面したとたん、この状態こそが
ボトルネックになります。新たな関税や規制、紛争など
によって、一夜にしてローカルルールが書き換わり、前
四半期には優秀なはたらきを見せていたグローバルモ
デルが、リスクに転じることもあり得ます。
　能力とリスクの双方を一ヶ所に集中させる中央集
権化は、解ではありません。かといって、断片化が答
えでもない。答えは「境界づけられた委任（bounded 
delegation）」です。

偶然の神々

　日本の神道において、「神」とは特定の場所――森、
川、古木――に結びついた守護です。その役割は、その
神が司る生態系の営みに、深く織り込まれています。川
の神が、森を管理することはありません。
　オックスフォード大学AI倫理研究所で、私はキャロラ
イン・グリーン博士とともに、この思想に基づいた「6-
Pack of Care」というガバナンス・フレームワークを構築
してきました。日本の神のあり方は、境界の重要性を示
しています。タンパク質を折りたたむAIが、洗濯物をた
たむことはありません。 
　ミッションクリティカルなインフラを運営する組織に
は、すでに神が宿っています。誰もまだ、そのことに気が
ついていないだけです。
　大企業のIT運用で、日々何が行われているかを考
えてみてください。通常、そのサービスは、特定の層の
人々に対して提供されています。病院のネットワークで

能力とリスクの双方を一ヶ所に集中させる
中央集権化は、解ではありません。
答えは「境界づけられた委任」です。
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が表れています。それはつまり、問題はできるだけロー
カルで解決されるべきだ、という考え方です。ローカル
にとどまるデータは、その現場の担い手に活かされま
す。大陸規模の汎用モデルに取り込まれたデータには、
それができません。
　しかし、データがどこにあるかを問うだけでは、不十
分です。意思決定主権を考えるうえでは、以下の5つの
層で捉えるのが有効です。

所在（Residence）	―	データがどこに存在するか
アクセス（Access）	―	誰が閲覧・利用できるか
推論（Inference）	 ―	どのAIモデルや分析システムが

結論を導いてよいか
実行（Actuation）	 ―	その結論をもとに、どの業務シ

ステムが何をしてよいか（通知
送信、支払い承認、案件の振り分
け、機器の停止など）

退出（Exit）	 ―	業務の継続性や記録、説明責任
を失うことなく、システムを停止・
移行・廃止できるか

　驚くほど多くの組織で、AIの取り組みが最初の二層で
止まってしまっています。そして最大のリスクは、第3層
と第4層にあります。データはローカルに保管されてい
ても、患者のトリアージ、サプライチェーンの順序づけ、
従業員に関する調査、機械の停止といった判断を、ど
こか別の場所にある汎用モデルに委ねてしまっている
ケースは少なくありません。データの所在を管理するだ
けでは、判断は守れないのです。さらに第5層の「出口」
が欠けている場合、推論と実行をベンダーに委ねてき
た組織は、障害や規制変更、危機などの局面で継続運
用が許容されなくなったとき、それらを取り戻す現実的
な手段を持ちません。

あれば患者、地方銀行であれば預金者、交通システム
ならその利用者といった具合です。運用は明確に定め
られたサービス品質や応答時間（SLA）のもとで行わ
れ、利用履歴は確実に記録・保存され、トラブル発生時
の手順もあらかじめ整備されています。カナリアリリー
ス（影響範囲を限定した、小規模な先行導入）やシャ
ドーモード（実運用と並行して行う検証）、ロールバック

（問題発生時に速やかに復旧させる仕組み）といった
手法によって、段階的な改善や更新も実践されていま
す。サービスが終了すれば、そのシステムは適切に引き
渡されます。上記はいずれも、ミッションクリティカルな
システム運用を支える、基本的な規律です。私たちの提
唱する「6-Pack of Care」でも、こうした規律を、AIの担
い手に必要な設計の原則として位置づけています。
　こうした「偶然に宿った神々」は、したがって、すでに
高い運用規律のもとにあります。欠けているのは、AIの
権限を明確にし、AIを現場で確実に扱えるものとし、必
要に応じて見直しができるようにする、ガバナンスの仕
組みです。
　村井純慶應大学名誉教授は、Kyndryl Instituteの記
事『レジリエンスとはつながること』（本誌P.5）で、つな
がることの重要性を説きました。つながることは大切で
す。しかし、適切に扱われないつながりは、脆いもので
す。システムが他と接続されているかどうかだけではな
く、ガバナンスが効いているか、誰がそのガバナンスの
主体なのか、も同時に問う必要があります。

Sovereignty Stack ── 
主権を成立させる階層構造

　データレジデンシー（データの所在）は、一般的には
規制上の制約として語られがちです。しかし、アーキテ
クチャーの観点から見ると、そこにはより本質的な原理
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　日本、ブラジル、ドイツで保険金請求処理を行う多国
籍保険会社を想像してみましょう。従来型のアプローチ
では、これら三地域すべてが、米国のデータセンターに
ある単一の大規模基盤モデルにデータを送ります。この
モデルは強力ですが、汎用的です。汎用モデルは、日本
の契約者が期待するやりとりのトーンやテンポが、ブラ
ジルの契約者と異なることを理解していません。ドイツ
の厳格なデータ処理要件に対応するには、モデルがデー
タを扱えるようになる前段階で、組織側が多層的な変換
と検証を施さなければなりません。AIが請求内容を誤っ
て判断・分類したり、現地規制で求められる補償を拒否
した場合の再審査が、影響を受けたコミュニティと直接
関係のないグローバルチームに回されてしまいます。
　“守り神”のアプローチは、より小規模で地域特化型
です。このアプローチでは、国・地域ごとにそれぞれ異な
るデータや規制の内容、お客様対応のパターンに合わ
せて、調整したモデルを運用します。各モデルは共通の
評価フレームワークを共有するので、グローバルのリス
ク対応チームは比較をしやすい。しかし、実際の運用や
状況の解釈、見直しの判断などは、それぞれローカルの
現場に委ねられます。監査や再学習、あるいはモデルの
廃止も、ローカルに権限があります。
　こうした設計は、データ主権を求める組織に今すで
に突きつけられている課題です。もちろん、データの所
在も重視されねばなりません。十分なコストをかけ、適
切に整えていく必要があります。レジデンシーは、十分
に検討されるべき戦略資産です――それは、ローカル
の文脈を理解し、ローカルな責任のもとで機能し、ロー
カルの信頼を築こうとする運用主体にとって、大切な土
壌なのです。　

VUCAの時代に境界性が望ましいのはなぜか

　VUCAはしばしば、中央集権的な意思決定を正当化
する根拠として取り上げられますが、私は真逆の方向
を示すものだと考えています。

　Volatility（変動性）は、単一化された構造に打撃を与
えます。ひとつのモデル、ひとつの地域、あるいはひとつ
のベンダーが単一障害点となったとき、その規模は、被
害の拡がりの大きさをそのまま意味します。中央のコン
トロールが機能しなくなった場合にも、各拠点では安
全な運用が継続できなければなりません。 
　Uncertainty（不確実性）が高まるほどに、ローカル
な文脈の価値は高まります。汎用モデルは多くを浅く理
解しますが、ローカルでは限られた領域が深く理解さ
れています。刻々と状況が変化していく中では、汎用モ
デルと現場に根ざした意思決定ができるモデルとの差
が、大きく開いていくことでしょう。
　Complexity（複雑性）は、企業の最適化が単純ではな
いことを意味します。多国籍企業では特に、法規制、雇用
制度、安全性の認識、言語、レガシーシステムなど、さま
ざまな違いが複雑に入り組んでいます。こうした状況に
おいては、境界づけられたシステムのほうが、障害の影
響範囲を限定できるため、より高い耐性を発揮します。
　Ambiguity（曖昧さ）に対しては、見直しを許容する
環境が必要です。ひとつの意見にふたつ以上の解釈は、
生まれ得ます。組織はそうやって解釈が分かれたとき
に、影響を受ける立場に最も近い人が意見を言える環
境でなくてはなりません。そうでなければAIは、経営陣
の解釈にすぎないものを「技術的にそう判断するしかな
い」と正当化してしまいます。
　VUCAに求められるのは、「より大きなひとつの頭脳」
ではありません。必要なのは、それぞれが明確な責任を
持つ、小さな単位の担い手が数多く存在することです。
担い手とは、AIシステムや人間を含む、組織の意思決定
主体です。それぞれが担う事業の、顧客やパートナーと
の関係性の中で築かれた信頼や連携、そしてローカル
な責任関係に支えられて機能します。
　この考えに合わせて最適化されたサプライチェーン
の担い手の働きは、単に仕入先に対して最小限の利益
率を求めることだけではありません。サプライヤーの
ネットワーク全体にかかる運用上の負荷を、常に監視
します。たとえば突然の港湾閉鎖や原材料不足といっ
た問題が発生したときには、現地の工場責任者が方針
転換を図れるよう支援します。違約金などのペナルティ
を、グローバルの方針に基づいて機械的に適用するの
ではなく、関係を維持できるような解決策を提示します。
　仕組みのよしあしは、シンプルに測ることができま
す。混乱が生じ、復旧のための対応が試みられたあと、
現場チームやパートナー企業のシステムへの信頼が深
まったか。もしAIが透明性をもって危機対応を支援で
きていたなら、信頼は深まるはずです。一方で、AIが現
場の判断を押しのけたり、その判断の根拠が不明確で
あった場合には、システムの信頼は損なわれ、二度と頼
られなくなります。変動の激しい世界において、危機の
後に信頼が増すのか損なわれるのかは、事業継続性を
測るための最も重要な指標です。

VUCAの時代に求められるのは、それぞれが
明確な責任を持つ、小さな単位の担い手が数
多く存在することです。
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実務者の話し合いが実効性を生む

　では、こうした仕組みはどのように実装されるので
しょうか。
　政府による立法には時間がかかります。一方、企業の
調達やベンダーとの契約はもっとスピーディーで、四半
期ごとに見直されるのが一般的です。大口の顧客がベ
ンダー契約にAIガバナンスの要件を入れ込めば、それ
は規制ができるのを待つまでもなく、サプライチェーン
全体に広がります。
　台湾では2024年に、このような「実務からの立法の
仕組み」の実証実験を行いました。当時、AIによって生
成されたなりすまし広告が、SNSに溢れるという問題が
起きていました。この問題にいかに対処するかを決める
ため、私たちは無作為に選出した400人以上の市民を
集め、「市民議会（Alignment Assembly）」を開催し、参
加者を10人ずつのグループに分けて討議を重ねてもら
いました。そこで導き出された対策――電子署名の義
務化、プラットフォームの共同運営、段階的な配信制限
――は、党派を超えて85%以上の支持を獲得し、数ヶ月
のうちに法制化が実現しました。これにより、なりすまし
広告は90％以上減少しています。
　このように、問題の影響に最も強くさらされる人たち
に、構造化された議論の手段が与えられれば、正当性
とスピードを兼ね備えたガバナンスが生まれます。企業
であれば、AIの導入によって影響を受ける人々、たとえ
ば看護師や保険査定の担当者、倉庫作業員などが、自
身でAIの役割や権限を実質的に定める、つまりAIに何
をさせるのか、どの時点で停止するのか、間違いが起き
たときにどう対処するのかを、その作業の実務者が自ら
決めるということです。
　こうしてまとめられた、許容範囲と責任の所在を明
確にし、障害が起きた場合の対策や終了条件まで定め
た「憲章」は、提案や監査の基準となり、実情に即した
調達を可能にします。実務者の判断をルールとすること
で、はじめて実効性が生まれるのです。こうしたガバナン
スのあり方は、個々の企業の内部に限られるものではな
く、複数の組織が関わる領域にも拡張されていきます。

安全性は分散連携で実現する

  それぞれの境界内を守る担い手どうしが、協調する必
要はあります。しかしこのとき、我々が脱しようとしてい
る中央集権的な脆弱性を、再び生み出してはなりませ
ん。その解決策が分散連携です。単一のグローバルな
安全統治機関を置くのではなく、共通のプロトコルのも
と、セキュリティ情報や評価手法は共有しつつ、運用そ
のものは各地域で担うという考え方です。
　これはすでに現実のものとなっています。2025年2月
のパリAIアクションサミットで立ち上げられた「ROOST

（Robust Open Online Safety Tools）」は、そのモデル

を示しています。この取り組みでは、Bluesky、Roblox、
Discordといった参加企業が、それぞれのAIモデルにそ
れぞれの文脈に即した有害行為を、オープンソースの
安全リソースから学習させています。脅威に関するシグ
ナルは、分散連携学習を通じて共有されます。安全対
策は各社の価値観や慣行に合わせて調整され、単一の
企業ポリシーに支配されることはありません。
　FIRST（Forum of Incident Response and Security 
Teams、セキュリティ対応チームの国際ネットワーク）や、
業界ごとのISAC（情報共有分析センター）などサイバー
セキュリティの情報共有ネットワークに参加する企業の
IT運用者は、この分散連携モデルをAI特有のインシデン
ト――サイバー攻撃やディープフェイク、モデルのドリフ
ト（時間とともにAIの予測や判断の精度が落ちていく現
象）など――にも、協力して拡張していく立場にあります。
村井名誉教授の指摘は、ここにも当てはまります。相互
接続されたシステムがレジリエンスを生むのは、標準化
のもと、ある運用主体が別の主体を補完できるときに限
られます。共通のプロトコルと、ローカルでの実行。その
先例がインターネットのアーキテクチャーです。ウェブを
統治する単一のサーバーは存在しません。多数のサー
バーが、共通のルールのもとで協調しているのです。

終わらせる勇気

　企業のITインフラは、私が「帝国的肥大」と呼ぶ現象
に悩まされています。それは、システムが「永遠に使わ
れるもの」として設計されているがゆえに、本来の役割
を超えて拡張していくことです。ここでの「守り」は本来、
明確に区切られた目的の範囲内でシステムを運用する
ことであるべきです。しかし、その目的が明示されず、振
り返られることもなく、終わりも見えないままでは、守り
はやがて帝国的なものへと変質していきます。メンテナ
ンス作業のスケジュール調整をするためのAIが、いつの
間にか調達を担うようになる。不正検知モデルが、密や
かに従業員監視の仕組みへと変わる。お客様サポート
のAIが、ひっそりと行動スコアをつけるようになってい
く。誰も、こんな拡張を認めてはいなかった。ただそのAI
には、境界や終わりが定義されていなかった――それ
だけなのです。
　企業の「守り神」は、サンセット条項を備えて設計され
ます。サンセット条項とはすなわち、リソースの厳格な
上限、明確な使命、そしてサービスの終了日などです。
一時的なジョイントベンチャーが終了したとき、買収後
の統合作業が完了したとき、あるいは特定の危機が収
束したとき、その担い手は静かに役割を終えます。組織
の記憶は整理・保存され、後継システムにそれまでの判
断の履歴や評価を引き継ぎ、電源が落とされる。必要以
上の機微な情報を半永久的に抱え込まず、説明責任を
保って消える――それが、この設計の狙いです。
　停止すれば企業が壊れてしまうようなAIは、もはや
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ツールとはいえません。それは負債です。終えるべきも
のをきちんと終え、次に引き継いでいける組織こそ、顧
客の信頼を保ちながら次の導入に進んでいけるのです。

今、企業が取り組むべき5つのこと

1.すべてのAIシステムに「憲章」を与える 
　責任者が明示され、AIに委ねる範囲が公開され、停
止条件と引き継ぎ計画が定められるまでは、本番稼働
させてはなりません。これらがルール化されていないイ
ンフラは、どんな高度なモデルであっても、ガバナンス
不十分であるとしかいえません。

2.データレジデンシーを、設計上の資産として捉え直す
　ローカルの条件に丁寧に合わせることに、投資してく
ださい。日本の保険金請求、ブラジルの給与体系、ドイ
ツのエネルギー監視のあり方など、それぞれ固有のパ
ターンを学習したモデルは、汎用モデルを上回る性能
を発揮しつつ、データの所在に関する要件も設計段階
から満たすことができます。生データは、可能なかぎり
その場所にとどめておくべきです。必要な処理や判断、
運用ルールも、中央ではなく現場に近いところが持ちま
す。そうした設計が基本であるべきで、中央集権は例外
として慎重に選ぶものです。

3.提案依頼をする前にまず「憲章」をつくる
　導入によって影響を受ける人たちを集め、当事者に
よる構造化された議論を通じて、AIに委ねる範囲、越え
てはならない一線、停止条件、問題が起きたときの対処
を定めます。その内容を、提案依頼や調達の仕様に反
映させます。適用範囲を拡げる場合には、その都度、新
たな権限付与が必要です。

4.分散連携型のネットワークに参加する
　AI特有のインシデントに関しても、サイバーセキュリ

ティの情報共有事項に加えるようにします。ただしここ
で共有するのは、生データそのものではなく、証跡やモ
デルカード（モデルの用途や制約を示す文書）、評価結
果です。学びとしてグローバルに共有されるべきなの
は、無判別なデータではなく、署名つきで信頼性を確認
できる知見です。皆が同じ仕組みに依存するのではな
く、各々の防御のあり方を共有することが重要です。

5.スケールする前に出口を設計する
　あらゆる導入に、サンセット条項と引き継ぎ計画が必
要です。モデルやクラウド、ベンダーを切り替える際に、
継続性が失われてしまうようであれば、それは主権が
ある状態とはいえません。「管理された依存」です。

企業のプルラリティ（多元性）

　単一のグローバルな知的レイヤーこそが解である、
という考えは、見直されるべきです。脆弱性の高い環境
や、厳しい規制のもとに置かれた環境ではなおさらで
す。どこよりも分厚い壁や、どこよりも大きなデータベー
スを中央に築いた企業が繁栄するわけではありませ
ん。生き残るのは、データを生きた土壌として扱い、それ
を手入れする担い手を任命した企業です。その成功は、
プレッシャーの下でも、信頼・協調・説明責任が強まって
いるかどうかによって測られます。重要なのは、ひとつ
のモデルが世界中のあらゆる問いに答えられることで
はありません。
　レジリエントな企業とは、ひとつの「脳」に例えられる
ようなものではなく、信頼された担い手たちが連携する
姿です。担い手たちは、それぞれの土壌を手入れし、得
られた学びを分かち合い、次の季節に役割を譲るべき
ときを知っています。 

停止すれば企業が壊れてしまうようなAIは、もはや
ツールとはいえません。終えるべきものをきちんと終
え、次に引き継いでいける組織こそ、顧客の信頼を保
ちながら次の導入に進んでいけるのです。
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レディネス以前に重要なもの

　キンドリルの『People Readiness 
Report 2026』によれば、自社がAIを十分
に活用できる状態にあると感じている経
営層は、わずか26％しかいないそうです。
そして AIの導入が急速に進む一方で、
人材やガバナンス、事業運営の仕組みの
準備が追いついていないと見る経営層
は79％にのぼります。しかし、準備度（レ
ディネス）を測る意味とは何か。組織の
AI導入を牽引する立場にとって、従業員
のレディネスの高い低いは問題ではあり
ません。レディネスが低いからやらなくて
いい、という話にはならない。リーダーに
とって重要なのは、組織のどこから手を
つけ改革を進めていくかという順序と、レ

AI時代に求められる
「抽象化」の力

榊原 彰

パナソニック ホールディングス株式会社 執行役員グループChief AI Offi  cer 兼
パナソニック コネクトグループ  シニア・ヴァイス・プレジデントChief Technology Offi  cer

2021年、パナソニック コネクトの前身であるパナソニック株式会社 コネクティッドソ
リューションズ社CTO就任。26年4月、パナソニック初のCAIOに任命。グループAI戦略の
リーダーとして、顧客の課題解決および内部業務効率の最適化におけるAIの全面的な
実装を担当する。キャリアはSEとして都市銀行向けの勘定系システム開発プロジェクト
からスタートし、自動車や鉄鋼など製造業を中心に、各種開発プロジェクトに従事。16年
1月からは日本マイクロソフトCTO、その後兼務にてマイクロソフト ディベロップメント社
長として、マイクロソフト技術の日本での展開やWindowsやBing、Azureに関する日本市
場向けの開発に携わった。

Summary

AI導入で問われるのは、社員がどれだけ“AIレディか”だけではありません。AIエージェ
ント時代に必要なのは、既存業務の置き換えではなく、業務の構造を見直すこと。その
鍵となるのが「抽象化」によって業務を捉え直す視点です。ガバナンス、現場知、人間と
AIの役割分担をどう設計するか―― AI時代の競争力の源泉となる考え方を探ります。

Key Points

・ AIエージェント活用は、業務プロセスの可視化と再設計から
・ AIガバナンスは後づけのルールではなく設計要件
・ 現場の知見とAIをつなぐ仕組みが、企業固有の競争力を育む
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ディネスを涵養する環境づくりにつなが
る業務の「抽象化」です。

抽象化とは何か：業務をそのまま
置き換えず、構造を見直す

　パナソニック コネクトでは 、G PT 、
Gemini、ClaudeなどのLLMを切り替え、
プロンプトテンプレートを用意し、品質マ
ニュアルや研究開発APIなどを接続でき
る「ConnectAI」が整備されています。法
務、広報、マーケティングなど、多様な部
署が活用しており、やりたいことを試せる
土壌はすでにできています。社員のAIリテ
ラシーは、以前に比べて高まったといえ
るでしょう。コネクトAIの導入によって、年
間44.8万時間の業務時間が削減されて
います。
　私は、AI導入を単なる自動化で終わ
らせてはいけないと考えています。多く
の場合、現場は自分の仕事をそのまま
エージェントで置き換えようとします。
しかし、それでは定型業務をソフトウェ
アで自動化するRPA（Robotic Process 
Automation）の延長線上にとどまりま
す。本当に必要なのは、「AIエージェント
と生成AIを前提としたときに、この画面
や承認プロセス、データはそもそも必要
なのか」を問い直してみることです。
　ここで鍵となるのが「抽象化」です。AI
エージェントを前提としたプロセスに
切り替えるためには、汎用的なメソドロ
ジーが必要だと考えます。その方法論に
よって、最初は人がプロセスを見直し、

将来的にはAIが自律的に見直しをしてい
く。過去のビジネスプロセスモデリングの
経験を踏まえても、重要なのはモデル化
であり、抽象化です。
　かつて、構造化分析や構造化設計が隆
盛を極めていた頃に、日本IBMのシステ
ム開発者が取り入れ、用いていた業務要
件の分析手法は再評価できます。図を用
いて業務の物理モデルを以下のように展
開していく考え方です。

1. 現物理モデル：今、実際にどう業務が
動いているか、手順や仕組みを可視化
するモデル（例：どの画面で入力してい
るか、どの帳票を見ているか、誰が承認
しているか）

2. 現論理モデル：業務から役割や手段を
外し、抽象化した処理のフローに整理
したモデル（例：「Aさんがメールで送っ
た申請を、BさんがExcelで確認し、C部
長がハンコを押して、システムXに再入
力する」というプロセスなら「申請を受
理→妥当性の確認→承認→記録」と捉
える）

3. 新論理モデル：新技術など新しい要素
によって、業務がどうなるべきかを可
視化するモデル（つまり、AIエージェン
トを使用した場合の業務を再検討する
フェーズ）

　人手によるモデル化は非常に労力が
かかるため、このように多段階でモデル

を展開していくような作業は廃れていき
ましたが、今、AIの時代においては、この

「正しいけれど面倒だったこと」も生成
AIに適切な入力を行えば、自動化して実
行することができます。
　抽象化すると、目の前の業務やプロセ
スの背後にある本質が見えてきます。結
果として、既存のやり方を前提とした改
善ではなく、構造そのものを再設計する
視点が得られる。そしてその再設計した
環境の中で、従業員にAIをどんどん活用
してもらいたいと思います。いろんなもの
を使ってみて、効果の出たエージェントが
あれば、グループ内でそれを共有しても
らう。組織のレディネスは、そういった中
で高まっていくものです。研修や学習機
会だけでは、実践的な力はなかなか身に
つきません。知識として理解していても、
自分の業務の中で使いこなせない人が
少なくない。重要なのは、従業員が日々
の仕事の中でAIを試し、活用し、その中で
リテラシーを高めていける環境を用意す
ることなのです。

NFR（非機能要件）で考える
ガバナンス

　パナソニック コネクトのCTOに就任し
た際、顔認証や画像認識、音声認識、発
話解析、音響解析、空間認識、人の行動
分析など各種センシング技術などの開発
を担う「イノベーションセンター」の改革
から手をつけました。名称も「技術研究
開発本部」に変更し研究開発に打ち込む

AIの出力を前提としながらも、
それを補完する仕組み―― システムや人間の役割―― を
全体の中でどう配置するかという設計が不可欠です。
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組織であることを明確化して、当時350
ほどあった研究開発プロジェクトを100
件にまで統廃合しました。プロジェクトを
課題の明確さと時間軸の長短という軸で
整理し、四象限のポートフォリオとして見
直したうえで、短期間で課題が明確なも
のを優先し、長期で課題が曖昧なものは
焦点を絞る。こうした整理は、個々の案件
をそのまま個別に見るのではなく、課題
の明確さや時間軸といった評価軸に引き
上げて捉え直す、ひとつの抽象化です。
　この4月、447の会社数（親会社・連結
子会社含む）を擁するパナソニックグルー
プ全体のCAIOに就任しました。グループ
全体を見据えたAI導入においても同様
に、目的別・性質別の区分けが必要にな
るだろうと考えています。具体的に動き
出すのはこれからですが、まずはAI導入
における「適用領域の切り分け」。すべて
を一律に統合するのでも、逆に各事業に
委ねるのでもなく、どこを個別最適に任
せ、どこを全体最適として設計すべきか
を、グループ内各事業会社のCEO、CTO
らと対話しながら見極めていくことにな
ると思います。
　たとえば製品へのAI組み込みのよう
に、製品機能や市場ニーズに密接に関

わる領域は、現場と顧客を最もよく知る
事業会社が担うのが合理的です。一方
で、調達やサプライチェーン、ものづくり
のノウハウのようにグループ横断で共
有・最適化すべき領域は、ホールディン
グスが全体を俯瞰して設計・統治すべき

「本丸」です。ここに対しては、全体を俯
瞰したAIガバナンスの構築が不可欠と
なるでしょう。
　ガバナンスにおいては、自動化が進む
ほどに、倫理や説明責任がNFR（非機能
要件＝システムがどう統制されている
か）としてシステム設計に組み込まれな
ければなりません。これまでは、機能（何
ができるか）を先に作り、セキュリティや
ガバナンスは後から追加することが一般
的でした。倫理についても、システムとは
切り離してガイドラインとして整備するの
が一般的でした。しかし、エージェントに
よって業務が自動化されていく世界では、

「後からチェックする」だけでは間に合い
ません。
　特に注目すべきは、「透明性」と「説明
責任性」です。透明性とは、AIの判断を人
間が説明・検証できるようにするための
技術的要件です。その担保には、「なぜそ
の判断に至ったのか」をたどれるように

するExplainable AI（説明可能なAI）のよ
うなアプローチが必要になります。ただ
し、この責任の所在は固定的ではありま
せん。最初は人間が広く責任を持つ必要
がありますが、AIの精度が上がるにつれ
て、任せられる範囲は徐々に広がってい
きます。つまり、責任の置き方そのものが
時間とともに変わるということも前提と
し、設計しなければなりません。人間とAI
の役割分担は、固定的ではないのです。

レディネスを育てる環境づくり

　だからこそ、私はレディネスを自己申
告のスコアだけで測っても十分ではない
と考えています。AIは期待が先行しやす
く、バズワード化しました。今の“使えてい
る気がする”段階から、実際に中身のある
活用へ移るには、仕事の構造を見立てる
視点、つまり抽象化が欠かせません。 
　これまで社員が、どんどん外に出て勉
強することを奨励してきました。NeurIPS

（Neural Information Processing 
Systems）、ICML（The International 
Conference on Machine Learning）、
CVPR（Computer Vision and Pattern 
Recognition）など世界トップレベルのAI

Bold ideas to power progress22



学術会議に、論文が採用され発表の機会
を得たら報奨金を出すという制度を設け
たり、世界中から数千人の開発者が集ま
るアマゾンやマイクロソフトなどのイベン
トへの参加費用を支給したりしています。
　皆がそこまで積極的であればよいです
が、学習コンテンツを増やすことだけで
は不十分だとも考えています。座学で学
んでわかっていても、使えない人は多い。
重要なのは、自分の作業の中でAIを使っ
てみる機会と環境です。レディネスとは、
教育プログラムの数ではなく、日々の仕
事の中にAIが入り込めるかどうかで決ま
ります。 

製造業ならではのAI活用設計 

　製造業を中核とするグループ、つまり
現場主導で動く業界ならではのむずかし
さもあります。パナソニックでは、米国の
ソフトウェア企業でAIを駆使したサプラ
イチェーン管理システムで世界をリード
するBlue Yonderを買収し、ソリューショ
ン提供をしています。しかし、グループ内
のすべての事業会社がBlue Yonderを採
用しているかというと、そうではありませ
ん。業態によって向き不向きがあるから
です。
　こうした「適用領域の切り分け」が必要
なのは、進化の著しいフィジカルAIでも
変わりません。フィジカルAIは、世界モデ
ルのような仕組みで、デジタル空間の中
で学習することを前提に、現場で撮影し
たデータや動画から、ロボットやAIが動
作を学ぶという方向性で開発が進んでい
ます。パナソニックでもVLA（画像や動画
といった視覚情報と言語情報を統合しロ
ボットの動作につなげるモデル）のような
手法で動画データを大量に与え、ロボッ
トが箱詰めを学ぶ、という取り組みを進
めています。しかし、人のタスクには無数
のバリエーションがあります。ひとつ学ん

だことを発展させて類推し、くり返し学べ
るモデルでなければ、対応しきれません。
既存の手法では、想定外の状況への対応
に限界があることが見えています。
　私は今の立場において、製造業を根本
から変えたいと思っています。ハイパース
ケーラーやビッグテックの中央集権モデ
ルを追うことは、日本の製造業には現実
的ではない。最大のヒントは現場にあり
ます。現場のデータやノウハウを、特化さ
れたAIをオーケストレーションして、投資
やリスクの局所集中を避けつつ全体を向
上させていく。そして現場の熟練工の匠
の技をどう形式化し、学習させるか――
それが最大の命題です。
　AIだけですべての問題を解決するこ
とはできません。現在の生成AIや深層
学習は本質的に確率論的な仕組みであ
り、常に100％の正確性を担保できるも
のではありません。したがって、AIの出力
を前提としながらも、それを補完する仕
組み――システムや人間の役割――を

全体の中でどう配置するかという設計が
不可欠です。
　これまで製造業が積み重ねてきたエ
ンジニアリングの知見は、ここでのヒント
となるでしょう。現場にはすでに、品質や
リスクを管理するためのさまざまな手法
が存在しています。たとえばFMEA（故障
モード影響解析）のような障害分析の手
法は、どの工程でどのような問題が起こ
り得るかを体系的に把握するための優れ
た方法論です。このような「予測や判断の
ためのプラクティス」と、AIの確率論的な
学習能力を組み合わせることで、より現
実的で信頼性の高いシステムを構築する
ことができます。
　必要なのは、全体をどう設計するかと
いう視点。そしてそのための鍵が「抽象
化」です。業務の本質的な構造を捉え直
すことで、AIと人間、既存のプラクティス
の最適な関係が見えてくる。その設計こ
そがAI時代の競争力の源泉となるので
しょう。

必要なのは、全体をどう設計するかという視点。
そのための鍵が「抽象化」です。
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河合　橋本も私も、榊原さんと同じIT
アーキテクト出身ですが、榊原さんは
アーキテクトとしての視点を今も経営の
レベルで貫いていらっしゃるのだと感銘
を受けました。倫理指針や行動規範をAI
に組み込むべきNFR（非機能要件）として
捉える発想はもう、それだけでレポート
一本分の示唆があると思います。その設
計の仕方を再現可能なかたちにし、一定
のレベルを担保できるようにしていくこと
が、AI時代の人のレディネスにつながって
いくのだという点も、非常に大きな学び
でした。

榊原　CAIOに就任したばかりで、実際
はこれから。パナソニックは23万人規模
を擁する、巨大なサイロの塊のようなグ
ループです。まず問われるのは、サイロの
壁をどう破るかですね。現在AIの基本戦
略を練っていて、それを携えて各事業会
社を回っていく予定ですが、やはりまずは
対話です。日本の製造業全体に共通する
傾向ですが、欧米企業のようにトップダウ
ンで一気に全員が同じ方向へ走る、とい
う進み方にはなりにくい。各社でどこから
AIを適用するか、何に合意し、どこまで許

2026年6月の記事でご登場くださった、パナソニックホールディングスCAIO
榊原彰さん。取材後に、これからの時代に必要なソートリーダーシップについて、
キンドリルのリーダー2名とともに語っていただきました。（以下敬称略）

榊原 彰
パナソニックホールディングスCAIO

今なぜソートリーダーシップが
求められるのか

Round Table Talk
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可を得るのか、話し合いながら進めていく
しかありません。

橋本　コミュニケーションの重要性にく
り返し触れられていましたが、組織内で
もさまざまな部門のさまざまな立場の人
と話して、血の通った意見を交わしていく
中で、考えは磨かれていくのだろうと思
います。Kyndryl Instituteは、そうした磨
かれた思想を国内外の著名な専門家に
語っていただく、ソートリーダーシップの
メディアです。キンドリルはITインフラ運
用を担う企業ですが、単なる運用のパー
トナーというだけではなく、経営に役立
つような示唆をお届けできる存在でもあ
りたい。そんな思いを込めて運営してい
ます。

榊原　オードリー・タンさんの記事（本誌
P.14）を拝読しました。記事中にもある

「Plurality」の考え方には共感します。い
ろいろなものを組み合わせることで、リス
クヘッジにもなるしカバレッジも広がる。
オードリーさんは民意を拾う手法として
Pluralityを語っていますが、それは技術
を適用するときの原則でもあります。
　経済理論ではシュンペーターが、イノ
ベーションはさまざまな要素を組み合わ
せて新しい知識を生み出すことであると
定義しました。ゼロからなにかを作り出
すのはインベンション。イノベーションは
既存のものを異なる領域で組み合わせ
ることだ、という考えです。私はものづく
りの現場でパナソニックが培ってきたプ

ラクティスとAIを組み合わせて、他の国
では真似できないような「ものづくりの
AI」をつくりたいと思っていますが、そんな
自分の考えを支えてくれるという意味で
も、こうした思想に触れることには大き
な意味があると感じています。

橋本　他者の考えを踏まえて自分ならど
う考えるとか、思考を積み重ねていくこと
で、自身のソートリーダーシップも培われ
ますよね。

榊原　いくら優れたビジョンを持ってい
ても、それを人に伝えられなければ、ソー
トリーダーシップとしては成り立ちませ
ん。伝え方のノウハウが必要です。言葉

の選び方、モデルへの抽象化、方法論や
アーキテクチャーと語りの手段はケース
バイケースですが、引き出しをたくさん持
ち、製造業、金融、AIなどさまざまな領域
を掛け合わせながらビジョンを語れる人
が、ソートリーダーなのだと思います。

河合　私はITアーキテクトとして教える
立場になることもありますが、アーキテ
クトの仕事は抽象化だとよく伝えていま
す。実務を広範囲に適用できるレベルに
昇華させるのですが、ソートリーダーシッ
プとはまさにそういうことかと。リードす
る立場になったとき、実務で得た知見を
多くの人に伝えるためには、やはり抽象
化が必要です。そしてこれはリーダー同
士のコミュニケーションで、強化されてい
くのではないでしょうか。

榊原　そうですね。抽象化にも場面ご
とにいろいろなやり方があって、DFDや
BPMN、UMLなどのように図の表記によっ
てモデルを表現することもありますし、AI
の研究者にとっての抽象化は数式です
し、言語学の研究者であれば観念を言葉
に落とし込みます。いずれにせよ、物事の
本質とは、抽象化と具象を行ったり来たり
することで見えてくるものでしょう。レディ
ネスを高めるためにも、抽象化の訓練は
有効だと思います。そういった世の中にお
いて、考え方を伝えることは、企業として
の社会貢献のひとつだと思います。

橋本 寛人
キンドリルジャパン執行役員 
コンサルト・プラクティス副事業統括本部長

河合 琢磨
キンドリルジャパンCTO
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データドリブン経営とは

　「AIを導入するだけでは十分に活用で
きない」「AIの成果は、与えるデータの質
に左右される」という認識が、最近ようや
く社会全体に広がり始めました。多くの
人が日常的にAIを使うようになり、現場
の実感として腑に落ちてきたのでしょう。
　AI導入はゴールではありません。保険
でいえば支払い、見積もり、営業といっ
た価値提供の中核が、データによってど
う再設計されるのかが本題です。「人・
物・金」に加えてデータも経営資源であ
る——これは日本IBM代表取締役社長
の山口明夫氏の言葉ですが、AI導入が加
速し変革が進む中でこれから企業に問
われるのは、自社の状態をファクトとして

捉え、次の一手を考えられるようにする
ための、データの扱い方です。
　データが実際に示していること、デー
タというファクトに基づいて意思決定し
経営していくことを「データドリブン経営」
と私は呼んでいます。それは、データ基盤
の刷新や高度なダッシュボード設計、先
進的なAIツールの導入だけで実現するも
のではありません。経営層も現場社員も
皆がデータを信頼たり得るものと捉え、
それを前提とした意思決定ができるよう
になってはじめて、データに基づいた経
営が実現します。
　そのために揃えるべき、3つの要件が
あります。第一は、データが安心してAIに
活用させられる状態に整えられているこ
と。第二に、使いやすいツールと業務フ

データによる企業変革：
民主化からマネジメントへ

村上 明子

SOMPOホールディングス執行役員
常務グループCDaO

1990年代からAI研究に従事、人と技術のよいあり方
を問い続けるAIエキスパート。IBM東京基礎研究所で
IBM Watsonの製品化に携わった。東日本大震災のボ
ランティア経験を経て、被災者が元の生活に１日でも
早く戻るための中核となる保険金を手元に早く届け
たいと2021年損保ジャパンに転職、DX推進部でデー
タ、デジタル戦略を担当。22年Chief Digital Officer就
任、24年4月からChief Data Officerとして保険事業
におけるデータ利活用とガバナンス強化を統括する。

Summary

AI導入はスタートにすぎません。大切なのは、AIに渡すデータをどう整え、どう価値につなげるかです。
信頼できるデータをもとに、ファクトで判断できる状態を整える。そのために企業内で民主化された
データを、目的を見据えて正しく整備する。そこにデータドリブン経営の土台はあります。

Key Points

・	情報漏洩を防ぐためにもデータ管理が重要
・	データ主権は企業が自社の判断基準を守る軸
・	AIの攻めと安全性を両立する実装が鍵
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ローが設計・実装され、データやAIが日
常業務の流れに自然に取り込まれた環
境。第三に、データという客観的事実を生
かした行動変容が推奨され、実施されて
いる企業カルチャーです。

データの民主化からスタートした
デジタル変革

　データの質の重要性については、私が
2021年に損保ジャパンへ入社し、新設
されたDX推進部に加わった頃から言及
し続けてきました。デジタル変革に着手
するにあたりまず取り組んだのが、デジ
タルに関する悩みがあれば誰でも気軽
に相談できる場として、毎週1時間設けた

「明子の部屋」です。実際にそこで現場
の声を聞いてみると、デジタル化で何を
実現したいかという話は出てくるものの、
データについて語られることはほとんど
ありませんでした。
　そこで、入社から半年後の10月、デー
タ分析を専門に担うデータCoE（Center 
of Excellence）を立ち上げました。商品
組成などで日常的にデータを扱ってきた
人材に加わってもらい、「データの民主
化」を進め始めたのです。
　まずは2,000万人以上のお客様データ
を、社員ひとりひとりが日々の業務で使
える形に整えました。社長を含む全社員
が同じデータベースを共有し、「SJ-Rダッ

シュボード」を通じて、自部門と全社の比
較やギャップ分析ができるようにしてい
ます。それまでは部門ごとに、手元の表計
算でデータを管理しており、全国の拠点
の中での立ち位置はおろか、隣の部署と
の差もわかりませんでした。そこで、デー
タを「見える化」し、定量的な比較から実
践評価して、方向性の正しさをファクトで
議論できるツールを導入したわけです。
データから見える事実に基づいて経営
を進めていこうという「データドリブン経
営」の始まりでした。
　比較可能性を高めることは、ときに痛
みを伴います。成績や状態が相対化さ
れ、他者から指摘され得るようになるこ
とに、取り組み初期には反発もありまし
た。しかし実際に導入してみると、「わか
りやすくなった」という声が多数上がりま
した。各部署でサイロ化していたデータ
が、共通のダッシュボードで全社的に把
握できるようになり、判断や議論を共通
言語で行えるようになったのです。

民主化の先にあるデータ活用

　重要なのは、データが民主化されたそ
の先です。次に必要となるのは、データを
見て「では、どう動くか」を社員ひとりひと
りが考える力です。問いが立てられるよ
うになると、「この判断をするには、この
データが足りない」という不足が言語化

できます。するとデータ整備が進み、次の
改善につながっていく。データの透明性を
高めることは、このように、組織の“問い
の立て方”を鍛えるきっかけとなります。
　ですから、ダッシュボードをつくって終
わりではありません。次のステップは、数
字を「眺めるだけ」にせず、業務の中でど
う使えるかを探ることです。その一例が、
当社で現在進めている品質管理のプロ
ジェクトです。コールセンターでの問い合
わせや支払い時の応対などで伺うお客
様の声を、単なる件数ではなく「直すべき
論点」として抽出し、改善アクションにつ
なげる運用を組み込もうとしています。
　もうひとつの活用例が、「営業変革」で
す。ダッシュボードで把握できる自社デー
タに、社外データも組み合わせながら、
営業活動の見直しにつなげていきます。
たとえば、外部ベンダーデータの活用は、
いわば“できる営業”の個人技になりがち
でした。それを個人の資質に任せている
限り、会社としての底上げは起きません。
ある一定以上のレベルの営業活動につ
いては、本社が支援し、成果につながる
やり方を広げていく必要があります。
　外部データは、こうした取り組みの中で

「補正」の役割も担います。保険会社が
直接見られるのは、自社のお客様がどん
な年代で、どんな特約を選んでいるかと
いったデータに限られ、市場全体の“正
解”をそのまま観測することはできませ

データの透明性を高めることは、
組織の“問いの立て方”を鍛える
きっかけとなります。
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ん。だからこそ、まず自社のファクトを押
さえたうえで、公開情報や外部データと
照らし合わせ、どこにバイアスがありそう
か、どの領域で取りこぼしが起きていそう
かを見立てていきます。入札・調達の公開
データのような外部の一覧情報と、自社
の実績とを突合することで、「どのくらい
取りにいけているか」を客観的に把握で
きるケースもあります。

データ活用のKPI設定

　ここで重要なのが、「外部データを使
うこと」自体をKPIにするのではなく、営
業の成果にきちんとつながっているかを
業務KPIとして見ることです。数値だけか
ら評価するのではなく、担当役員やマネ
ジメントがデータと現場の活動を行き来
し、営業活動に変容は起きたのか、実績
につながったのかを観察していく必要が
あります。データがあることで議論は具
体化しますが、意思決定と実行を動かす
のはあくまで人です。
　AI導入に関しても、ここを見落として
いる人が非常に多い。私は日本AIセー
フティ・インスティテュート（AISI）の所長
を務めていますが、政府の議論の中でた
びたび、AIに関するKPIに「国民のAI使用
率」を据えようという考え方に接しまし
た。しかし、利用率を指標にしても、AIに
よってGDPを押し上げたいのか、労働生

産性を高めたいのかといった目的が定ま
らなければ、導入の意味は見えてきませ
ん。大切なのは「ユースケースを磨き上
げること」です。確固たる目的と具体的な
ユースケースが定まっていれば、想定さ
れるリターンが見え、投資額やROI、さら
には安全性にどこまでコストをかけるか
も判断できるようになります。ところがそ
の初段階の、AIによって何を実現したい
のかが考えられていないケースが多々あ
ります。
　たとえば弊社の「たてものスマート見
積もり」は、事故や災害で損壊した建物
の損壊部位をスマートフォンアプリで撮
影すると、AIが解析し自動で修理見積り
を算定するサービスです。平均2週間か
かっていた保険金算出が約1時間に短縮
され、被害に苦しむお客様が元の生活に
戻るための資金となる保険金を、より早
くお支払いできるようになりました。導入
の際、お客様の利便性を考慮したことは
もちろんですが、サービスの利用率向上
に加え、現場負担を3割程度軽減すると
いう業務KPIを設定し、人手不足の中、い
かに他の仕事への労働力充填や少人数
での運営といった効率化につなげるかに
も着目しました。すべてが達成できたわ
けではありませんが、こうした目的まで
最初に設計しておくことで、改善点も投
資判断も見えやすくなると思います。

データマネジメントが
AIの精度を高める

　近年、新技術への投資は活発になって
きました。しかし、AIの安全性を担保する
ための投資については、十分に理解され
ているとはいえないのが実情です。デー
タドリブン経営に不可欠な「安心して使
えるデータ」は、品質、アクセス性、ガバナ
ンスを、攻めと守りのバランスの中で整
備していく必要があります。
　SOMPOホールディングスでは26年
1月から、国内グループ会社の社員約
30,000人を対象に、AIエージェントツー
ルを導入しました。AIによって業務効率
化と生産性向上を最大化するだけでな
く、全社員がAIを日常の「強力な相棒」と
して使いこなすことで、ビジネスモデル変
革までを強力に推し進めていこうという
動きです。
　チーフ・データ・オフィサーとしてここで
気になるのが、もちろん「データ」です。当
面は、人が精査して「渡してよい」と判断
したデータだけをAIに見せる運用として
います。AI推進側からは「それでは効果が
出ない」と不満が出がちですが、AI経由の
データ漏洩は絶対に避けなければなり
ません。そもそも「どのデータが外に出て
はいけないのか」が明確に判断できない
ような状況下では、不用意な事故が起こ
るべくして起こります。

データドリブン経営に不可欠な「安
心して使えるデータ」は、品質、アク
セス性、ガバナンスを、攻めと守り
のバランスの中で整備していく必要
があります。
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　そこで私たちが進めているのが「デー
タマネジメント」です。法令遵守のニュア
ンスが強い“ガバナンス”ではなく、実務と
しての管理に引き寄せた呼び方を採用し
ています。
　具体的には、秘匿すべき個人情報を
含む契約や支払いデータを、誰もがアク
セスできる統計情報へと加工していく際
に、誰がどのソースから、どんな目的で、
誰に使わせるために、どうやってつくった
のかといった情報をラベル（データリネー
ジュ）として付与していきます。これらは
検索・参照できる「データカタログ」の形
で一元的に管理されます。
　弊社では「データマネジメント・ガイド
ライン」と呼ぶルールに沿って整備を進
めていますが、データはこうして整えられ
ることで、AIに対して質のよいものとなり
ます。たとえば保険の支払い可否の判断
では約款を参照しますが、AIが契約番号
に紐づく「正しい約款」へ即時に到達でき
なければ、10年前の約款をもとに誤った
回答をしてしまうかもしれません。精度の
いい結果は、整備されたデータがあって
はじめて得られるのです。

AIによる意思決定のかじ取りは、
人間がデータを用いて行う

　安全性を考慮しないで最先端の技術を
使うだけでは、いざ問題が起きたときに

システムを止めざるを得ません。そのよう
な状況を避けるためには、走りながら守
る設計、すなわち Safety by Design が欠
かせません。AISIが発行する「CAIOガイド
ブック」では、CAIO（チーフAIオフィサー）
やチーフデジタルオフィサーの役割とし
て、AIによるイノベーション、つまり攻め
の姿勢と、当初から安全性を組み込む設
計を両立させることの重要性を提起して
います。企業には、「常に安全を考える体
制」と、それに投資できる仕組みをあらか
じめ備えておくことが求められるのです。
　AIの性能が何で決まっていくかという
と、やはりデータです。つまり、意思決定
にAIが関与するようになれば、その判断
は、どのデータを使いどの基準を与えた
かによって、形づくられるということです。
だからこそ、前述のデータカタログ管理
をはじめ、方向性を人間が主体的にドラ
イブする設計が欠かせません。データ主
権は国家レベルの話だけではなく、企業
にとっても「判断基準を他者がつくったAI
に委ねてよいのか」という問題として立
ち上がります。保険会社でいえば、保険金
の支払いにAIを用いる場合、自社の過去
データと長年培ってきた自社の支払い基
準を、きちんとAIに反映させていくことが
不可欠です。そのためにはAIの安全性が
何かという定義を、組織内でしっかり考え
ておく必要があります。何を物差しとする
かをきちんと決めたうえで、その安全性

に基づいてどのデータをAIに学習・参照
させるかという設計が重要なのです。
　そして定めた方向へと組織を動かし
ていくには、「納得できる未来像」を社員
と共有することです。AIやデータの話は、
どうしても専門的になります。その結果、

「正しく説 明しているのに理 解されな
い」状態が起きやすい。理解されない正し
さは、実装されないリスクです。そこで、
最初はあえて細部を語らず、これによっ
て現場の仕事がどう変わるのか、どんな
景色になるのか、お客様にどのような価
値をもたらせるようになるのかを、イメー
ジで掴んでもらう。つまり、「こう変わる」
という印象を共有することが重要で、正
確な説明をするのはそのあと、ということ
なのだと思います。私自身もまだ道半ば
ですが、変革は“正しさ”より先に、“納得
できる未来像”から動き始めるのだと思
います。 

意思決定にAIが関与するようになれば、その判断は、どのデータを使いどの
基準を与えたかによって、形づくられるということです。だからこそ、方向性を
人間が主体的にドライブする設計が欠かせません。
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外部に頼るだけでは
イノベーションは起こせない

　ビジネス機会の源泉は、情報の非対称
性にあります。情報の非対称性とは、端
的にいえば、他に知られていない新規性
のある情報へのアクセスを保有している
こと。情報の非対称性をいち早くキャッチ
し、事業化できれば競争優位につながり
ます。しかし、AIの普及によって知識への
アクセスが民主化した現在、あっという
間に非対称性は霧消してしまいます。そ
こで重要なのが、自らの組織内で非対称
性を生み出すR＆D（研究開発）です（ここ
でいう研究開発とは、いわゆる自然科学
系の実験などによるものだけではなく、
社会科学的な、人々の行動に対する研究

なども含みます）。
　この20年くらいで、オープンイノベー
ションが流行しました。新しい知識を生み
出す競争は世界中で起こっているのです
から、社外で生み出された知識を社内の
知識と組み合わせて新しいイノベーショ
ンをつくることは理にかなっています。
　ここで勝てるのが、自社でR＆Dをして
いる企業です。社内に知見があり、最先
端を理解しているからこそ、どの外部知
識が自社にフィットするか目利きできる。
内外の知識を組み合わせて、他社にはな
い非対称性を生み出せます。

イノベーションを生むのは
「内なる源泉」

清水 洋

早稲田大学商学学術院商学部教授、
独立行政法人経済産業研究所ファカル
ティーフェロー

専門は経営学、イノベーション。ジェネ
ラル・パーパス・テクノロジーのイノベー
ションの研究で国際的に高く評価され、
2021年にシュンペーター賞受賞。ロンド
ン・スクール・オブ・エコノミクス博士。

Summary

知識へのアクセスが民主化した時代、外部の技術や知見に頼る戦略は一見合理的に見えます。
しかしそれだけでは、競争優位となるイノベーションは生まれません。本稿では、R＆Dを社会シ
ステムから捉えなおし、企業内部にビジネス機会の源泉を置くことの重要性を考えます。

Key Points

・	社外知の目利きの土台となるのは社内知の蓄積
・	技術×経営の橋渡し役であるCTOにサポートを
・	内的動機づけの高い人材がイノベーションを生む
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CTOは
技術と経営をつなぐ翻訳者

　ですから、CTOの役割は重要です。
　まず、技術トレンドをしっかり把握して
いること。これには博士人材の確保が
欠かせません。新しい知識は、論文や特
許になった段階ではすでに遅い。価値
は、「知が生まれようとしているコミュニ
ティ」にアクセスできるかで決まります。
世界のトップ学会とつながる博士人材
は、企業にとって重要な「対外センサー」
となるでしょう。
　第二に、自社の技術的強みを把握し、
経営戦略に変換して投資判断につなげ
ること。CTOはいわば、技術と経営をつ
なぐ「翻訳者」です。これは単なる技術的
リテラシー以上のものを必要とします。
CTOには、ある技術がなぜ自社のアイデ
ンティティにとって重要なのか、それがバ
リューチェーンのどこに位置づけられる
のか、あるいはそれをどのように変え得る
のか、そしてなぜ継続的な投資に値する
のかを言語化できる力が求められます。
こうした翻訳がなければ、たとえ優れた
技術であっても、既存事業とは無関係な
ものとして見過ごされてしまうリスクが
あります。CTOがその技術を「自社がこれ
まで培ってきた強みの延長線上にある戦
略的な取り組み」として明確に位置づけ
ることができてはじめて、経営陣は資源
配分を決断し、新たな能力の構築に踏み
出すことが可能になるのです。
　たとえば味の素。世界で初めてうま味
調味料を開発した食品メーカーですが、
近年は自己定義を「アミノサイエンス企
業」へとシフトさせました。技術オリエン
テッドな会社へと変化した好例です。「食
品会社」や「サイエンス企業」といった広
いカテゴリでは、生産性のフロンティア
――すなわち既存のベストプラクティス
の最前線――にいる企業はごく少数で
す。多くの企業はその下層に位置してお
り、そのフロンティアに効率化や最適化
で追いつくことが投資効率として優先さ
れ、イノベーションへのアンテナが立ちに
くい。一方で、「アミノサイエンス」という
より狭く専門性の高い領域に自己定義を
切り替えることで、味の素は「狭い領域の
フロンティア」に立ちやすくなりました。最
先端にいれば、新しい潮流や自社ビジネ

スの陳腐化の兆しをいち早く察知でき、イ
ノベーションの感度が高まります。
　味の素が高性能半導体パッケージ
の基盤となる絶縁膜（ABF：Ajinomoto 
Build-up Film）で世界シェアをほぼ独占
しているのは、その象徴的な例です。アミ
ノ酸化学の知見が半導体膜技術に応用
できると気づいた技術者がいて、企業は
それを正しく価値づけ、バリューチェーン
を説得して事業化を後押しした。まさにR
＆Dで経営戦略が主導された例であり、
食品会社としてのアイデンティティのま
まではなし得なかったことです。同じ構
図はフィルム産業にも見られます。コダッ
クが市場変化に対応できず倒産した一
方、富士フィルムは自社のコア技術を化
粧品へ応用し、生き残りに成功しました。

イノベーションのあり方は
社会システムによって異なる

　ただし、イノベーションの観点だけでい
えば、富士フィルムのように企業内部で多
角化して生き残ることが最善とはいえま
せん。日本企業の多くは、一社で複数事
業を抱えリスクをシェアしますが、米国企
業は専業化しており、事業が陳腐化すれ
ば会社ごと消滅する。ハイリスクですが、
成功している期間は非常に高いリターン
を得られる構造です。
　この違いは、企業単体の選択というよ
りも、企業を取り巻く社会システムの違

いに起因します。イノベーションは財務
諸表上では「超過利益率」に現れます。過
去40年の超過利益率トップ20を日米で
比較すると、アメリカでは製薬、ソフトウェ
ア、バイオといった研究開発集約型企業
が並ぶ一方で、日本では半導体メーカー
のヒロセ電機やトヨタ自動車にくわえ、
セブンイレブンや伝統酒造メーカー、小
売企業など、必ずしもR&D集約産業では
ない企業が上位に入っています。つまり、
アメリカではイノベーション投資をしな
ければ超過利益が得られないのに対し、
日本ではサプライチェーン改善やブラン
ディングといった「既存の効率化」でも利
益率を押し上げることができてしまうの
です。経産省はアメリカ型のイノベーショ
ン重視の構造にシフトしていこうとして
いますし、そうでなければ日本企業は下
請け化していってしまうかもしれません。
ただ、我々はイノベーションや経済成長
だけを追求して生きているわけではない
ので、社会として何を選択するかは慎重
に考えるべきだと考えます。
　アメリカの製薬企業の超過利益率が
高く見える理由には、赤字企業の多さも
あります。アメリカは上場企業の赤字比
率が非常に高く、その多くはスタートアッ
プです。赤字とは投資の結果であり、成
功すれば急伸し、失敗すれば買収され
る。モデルナがその典型で、COVID‑19の
mRNAワクチンで脚光を浴びるまで、20
年近く赤字で研究開発を続けられたの

社内に知見があり、最先端を理解しているからこそ、
どの外部知識が自社にフィットするかの目利きができます。
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は、投資家がエコシステム全体に分散投
資していたからです。こうした新陳代謝が
エコシステムをつくります。
　フィルム産業の話に戻ると、コダックや
ポラロイドの研究者は、フィルムが終わる
と気づいた瞬間にスタートアップや大学
へと転じ、医療画像、デジタルイメージン
グ、AI画像処理など新産業へ広く知識を
拡散させました。イノベーションは企業内
で飼いならされず、野に放たれていった
のです。一方、日本の富士フィルムは、同
じ危機を企業内部のリソース転換だけで
乗り越えました。富士フィルムはそれで成
功しましたが、産業全体の転換速度とい
う点では、アメリカのような流動的なシス
テムのほうがずっと速いのです。この結果
は、社会構造の違いに根ざしています。
日本では、技術が陳腐化しても企業が存
続することが可能になりますが、その代
償として、経済全体における資源の再配
置は緩やかなものにならざるを得ないの
です。

基礎研究をどこに置くにも
自社R＆Dは重要

　アメリカでは、政府が「公共財」として
研究開発に巨額投資を行ってきた歴史
があります。国防総省などが基礎研究を
支え、大学とスタートアップの間で人材
や技術が循環するエコシステムが形成さ
れているのです。一方、日本は基礎研究
の多くを企業が担ってきたため、同じ仕
組みを再現することは難しく、これがイノ
ベーションの速度に差を生む一因となっ
ています。では日本もアメリカ型を全面
的に目指すべきなのかというと、それも
また違います。
　アメリカでは研究人材の流動性が高
いぶん、企業は大学や国の研究機関と密
接に連携しますが、大学のリソースは特
定企業が独占できるものではありませ
ん。優れた研究者は取り合いになりやす
く、そもそもどの大学にどの研究領域を
頼るべきか判断するためにも、自社内の
R&Dが基盤として必要になります。つま
り、「外部に頼るほど、内部の強みとして、

自社で情報の非対称性を持っておくこと
がより重要になる」という逆説が生まれ
るのです。
　日本の長期雇用は、研究者にとって
腰を据えて基礎研究に取り組める環境
を提供してきました。「Growth Account
（成長会計）」という国の経済成長の分
析方法がありますが、日米の制度の違い
は、ショック時の対応に顕著に現れます。
リーマンショックやコロナ禍の際、アメリ
カが雇用を切って生産性を維持し、TFP
（イノベーションによる成長）を維持した
のに対し、日本は雇用を維持しTFPを下
げました。日立の研究員が生涯日立で働
き続けることは、近年人材の流動性が増
してきてはいるものの、日本ではごく一
般的です。
　このような環境の違いには一長一短
あるので、どちらかを理想とするのではな
く、補完的なアプローチがよいのではな
いかと考えます。たとえば欧米企業は、基
礎研究が強い日本に研究拠点を持つ。日
本企業はアメリカに拠点を置いて、そこ
でスタートアップのエコシステムを利用
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していく。国ごとの強み弱みを戦略的に
使っていくということも、イノベーション
創出の鍵となるかもしれません。

イノベーションに
内からのサポートを

　企業のイノベーション研修でお話しす
るとき、私はまず「あなたの会社のボト
ルネックはどこにありますか？」と伺いま
す。これは多くの方が答えやすい。ところ
が、次の質問では空気が変わります。「あ
なたは、この会社で何をしたいですか？」
――なぜかほとんどの方が、答えに詰
まってしまうのです。
　動機の言語化はむずかしいかもしれ
ませんが、研究分野ではすでに「内的動
機づけが高い人のほうが創造的である」
ことが実証されています。イノベーション
とは、探索の幅と量から生まれるもの。
外的動機づけ（褒められる、昇進する）で
は、人は必要なぶんだけしか探索しませ
んが、内的動機づけの高い人は、誰に言
われなくとも自発的に試し、考え、学び続
けます。イノベーションを生み出すのは、
こうした人材です。企業がすべきは「全員
をイノベーティブにすること」ではなく、内
的動機づけの高い人を見つけ、その人を
中心に据え、周囲がサポートする体制を
取ることです。
　そのためにも、経営層は自社のビジネ
スのいいところがどこにあるのかを、抽
象的ではない言葉で発信することが重要
です。合う・合わないが明確な文化を打
ち出すことも、ときには戦略となります。
合う人にとっては、強いカルチャーこそ
が企業価値そのものになるからです。社
員が自分の動機を見出す手がかりにも
なり得ますし、離職率が少し上がるとし
ても、「合わない人が無理に残る」状態を
避け、健全なカルチャー形成につながり
ます。

　R&Dに関しては、どの領域で研究開発
を行っていて、成功すれば何が起こるの
か――その道筋を社内外へ丁寧に共有
することが求められます。研究畑の方は、
技術の深い理解を持つ一方で、それをビ
ジネスとしてどのように位置づけるのか
を言語化するのが苦手な場合もありま
す。CTOはその橋渡し役を担うわけです
が、それをひとりに背負わせてしまうの
は酷です。CTOへも、周囲からのサポート
が大切です。橋渡し役をCTOひとりに任
せず、組織としてR&Dポートフォリオを定
期的に見直し、成功すれば何が可能にな
るのかを示すロードマップを、IRなども活
用しながら内外へ明確に伝えていくこと
が重要でしょう。
　イノベーションは、個人のひらめきだけ
で生まれるようなものではありません。

組織の構造や文化、人々の動機づけが組
み合わさることで成立します。社外知の
活用、社内専門性の蓄積、意欲ある人材
の活躍、そしてCTOを軸とした技術と戦
略の橋渡しをどう支えるか。全体として
の設計が、これからのイノベーションを形
づくっていくのです。 
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欧州のデジタル主権論に
インフラの現実を見据えた思考を

コンスタンティノス・コマイティス
（Konstantinos Komaitis）

米アトランティック・カウンシル 
レジデントシニアフェロー

国際関係・安全保障・経済・エネルギー・テクノロジーなど
を扱う非営利のシンクタンクAtlantic CouncilのDFR Lab
内に設立されたDemocracy + Tech Initiativeに所属、デ
ジタルガバナンスおよびデモクラシーに関する取り組み
を主導する。以前はインターネットソサエティにおいて約
10年にわたり、政策開発・戦略担当ディレクターとしてグ
ローバル規制環境への対応に従事。ニューヨーク・タイム
ズ在籍時は、データガバナンスに注力した。

Summary

EUで議論が高まる「デジタル主権」。しかし「場所」や「所有」でコントロールを得ようとすることは、リスク
となり得ます。真に問うべきは、基幹システムを止めずに守り抜けるか、複合環境や複数事業者をまたい
で統治できるか。日本の企業や組織にとっても他人事ではなく、インフラ戦略や事業継続を考えるうえで
示唆的な論考です。

Key Points

・	ローカル偏重はレジリエンスを損なう
・	相互運用性こそ主権の前提条件
・	再設計すべきは基幹インフラの統治

欧州が向き合うべき主権の現実

　EUにおいて「デジタル主権」という言葉は、長年にわ
たり、政策界隈で使われてきた政治的スローガンにすぎ
ませんでした。政治的には便利である一方、戦略的には
曖昧で、必要に応じて持ち出しやすい言葉だったのです。
　しかし今や、この概念は欧州全域の企業の取締役会
で、議論を左右する存在となっています。この変化は当
然ともいえます。過去10年にわたるサプライチェーンの
混乱、サイバー攻撃、地政学的な不安、そして国・地域
間で進む規制の不一致は、欧州がいかに、自ら直接コン
トロールできないインフラやプラットフォーム、サプライ
ヤーに深く依存しているかを、浮き彫りにしてきました。
たとえば2025年時点で、EU企業の52％超が有償クラウ
ドサービスを導入しており、その利用企業の77％超が、
複雑なクラウド技術基盤（スタック）に「強く依存してい
る」と分類されています。そして、その基盤の大半は、EU
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域外のハイパースケーラーによって提供されているので
す。企業にとって、こうした依存はもはや抽象的な問題
ではありません。レジリエンス、法的リスク、事業継続、
信頼をめぐる現実的な問いが突きつけられています。
　欧州が、自らのデジタルの未来を自らの手でコント
ロールしたいと考えるのは当然です。しかし、この議論
は新たなリスクを孕む展開になりつつあります。という
のも、今なお多くの議論の中で、主権が主に「場所」の問
題として捉えられているからです。つまり焦点が、データ
がどこに保存されているのか、クラウドプロバイダーの
本社がどこにあるのか、あるいはサプライヤーが欧州企
業なのか非欧州企業なのかといったことに置かれてい
る。これらが重要であることは間違いありませんが、そ
れだけでは不足なのです。基幹システムのコントロール
は、地理だけで決まるものではない。セキュリティは、資
本関係によって保証されるものではない。デジタルの壁
を築けばレジリエンスが生まれるわけでもありません。
　欧州が本気でデジタル主権を求めるのであれば、象
徴論を超え、現代のインフラ運用が直面する現実と向き
合う必要があります。問うべきは、欧州が純粋な意味で
デジタル的に独立できるかどうかではありません。それ
は不可能です。真に問うべきは、深く相互接続されたデ
ジタル経済の中で、欧州がレジリエンスを高め、統治可
能性を強め、戦略的に脆弱性を低減させられるかどう
か――それが試金石です。

囲い込みでは解決できない

　こうした抽象論を実務に引き戻すには、クリティカル
な基幹サービスを稼働させ続ける責任を負う立場で、
デジタル主権の意味を問うてみることです。
　欧州の大手銀行を例にしてみましょう。その銀行は、
デジタル主権を堅固にするという考えには強く賛同す
るかもしれません。しかしそれにより、決済システムの
信頼性が損なわれ、不正検知が遅くなり、サイバー対
応が鈍くなり、障害発生時のサービス復旧が難しくなる
としたらどうでしょうか。そうした形の主権には、賛同で
きないでしょう。銀行利用者の関心は、主権がどれほど
美しく謳われるかにはありません。利用者にとって重要
なのは、決済がきちんと処理されるか、オンライン取引
がいつでも可能か、負荷がかかる状況でも自分たちの
データが守られるかどうかです。
　同様のことが、金融サービス以外の幅広い分野にも
当てはまります。病院は、臨床システムを常に使える状
態に保たなければなりません。製造業は、生産ラインを
常に稼働させる必要があります。エネルギー事業者は、
電力網の安定を常に図らなければなりません。物流事
業者は、サプライチェーンの流れを維持する必要があり
ます。政府は、危機的な状況でも公共サービスを機能さ
せなければなりません。どのケースにおいても、主権は
哲学ではなく、運用上の概念です。

　この違いは重要です。現在の議論の多くは依然とし
て、「排除によってコントロールを確保する」、すなわち、
ワークロードを域内に戻す、地域のサプライヤーを優
先する、あるいは受け入れ可能とみなすプロバイダー
をより少数に絞り込む、などといったことを前提として
います。そうした選択が妥当な場合もあるでしょう。しか
し、それ自体が目的になってしまうと、レジリエンスの低
下、集中リスクの増大、そして脆弱性の拡大などといっ
た正反対の結果を招きかねません。2021年にストラス
ブールで発生したOVHcloudのデータセンター火災は、
そのことを如実に示すできごとでした。域内主権を掲げ
る単一のプロバイダーにデータをローカライズしてい
た何千もの欧州組織が、バックアップも代替策もない
状態に陥ったのです。ここで明らかになったのは、デー
タの保管場所が地理的に近いからといって、非常時の
備えを組み込んだ設計が不要にはならないということ
でした。
　受け入れがたい事実かもしれませんが、事実として、
欧州の主要な企業や政府はいずれも、国家あるいは欧
州全体で閉じられた技術基盤の内側で運営できていま
せん。現代のインフラは、レガシーシステム、プライベー
トクラウド、パブリッククラウド、データセンター、通信
ネットワーク、ソフトウェアプラットフォーム、ID認証基
盤、セキュリティ対策ツール、半導体サプライチェーン、
そしてグローバルに分散したサポートモデルの上に重
層的に成り立っています。ソフトウェアのアップデート、
アクセス権のコントロール、脅威情報の収集・分析、監
視、インシデント対応は日常的に、異なる法域をまたい
で行われています。ローカルに見えるサービスも、その
スタックのどこかしらが必ず、グローバルに調達された
構成要素に依存しています。
　システムに欠陥があるのではありません。システムそ
のものが、こういった構造なのです。

組織は相互運用性があるからこそ、複合環境
（オンプレミスとクラウドなど）全体でセキュ
リティ対策を連携させ、基盤の一部に障害が
起きても継続性を保つことができます。
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でセキュリティ対策を連携させ、基盤の一部に障害が起
きても継続性を保つことができます。相互運用性は主
権の敵ではなく、むしろ前提条件のひとつです。
　欧州は、コントロールの名のもとに分断を生み出すよ
うな主権モデルに対して、強い警戒心を持つべきです。
オープンスタンダード、APIを軸にした連携、モジュール
型の基盤、そして可搬性を前提に設計されたアーキテ
クチャーは、単なる技術上の選好ではなく、戦略的な資
産として位置づけるべきです。同様に気をつけなけれ
ばならないのは、政府、産業界、規制当局がそれぞれ、
主権について異なる定義をすることです。主権のあり方
があまりに違いすぎると、ひとつの市場が相互に整合し
ないデジタル制度で分断されてしまいます。相互運用性
を損なう形で主権を追求することは、欧州を強くするの
ではなく、その行動範囲をかえって狭めてしまいます。
　三つ目のポイントは開放性で、この議論においては、
直感的に真逆と感じられるものかもしれません。しかし
歴史的に見ても、欧州の強みは、堅固なルール、信頼で
きる制度、そして開かれた市場を組み合わせてきたこと
にあります。デジタルの領域でも、同様であるべきです。

コントロール志向が生む新たな脆弱性

　開放性とは、依存に無自覚でいることでも、リスクを
見て見ぬふりをすることでもありません。法に基づく（当
局による）アクセスをめぐる懸念や、サイバー攻撃に見
舞われるリスク、戦略的な脆弱性といった課題を踏ま

主権を支える3つの条件

　問題は、欧州が複雑なエコシステムに依存している
ことではありません。それを都合よく無視したまま、主
権を達成しようと考えてしまっていることです。デジタル
主権戦略を真剣に考えるのであれば、レジリエンス、相
互運用性、開放性の3点への着目が必要です。
　まず目を向けるべきは、レジリエンスです。継続性を
欠いた主権には意味がありません。停止、サイバー攻
撃、サプライヤーの障害、地政学的ショックに耐えられ
ないシステムは、実務的な観点から見れば主権的とは
いえません。欧州において、この点はとりわけ重要です。
多くの重大な環境が、老朽化したネットワーク、分断さ
れたアプリケーション群、十分な投資がなされていない
運用インフラストラクチャーの上で、今なお稼働してい
るからです。すでに脆弱な基盤の上にさらに主権要件
を重ねれば、リスクが減るどころか、かえって増してしま
う恐れがあります。
　次に重要なのが、相互運用性です。これは、おそらく
主権の条件として最も見落とされている要素です。欧
州がデジタル主権を求めた末に、閉じた設計や独自仕
様の技術基盤、あるいは技術的に互換性のない環境へ
と向かっていくのなら、柔軟性が最も必要とされる局面
で、その柔軟性を失うことになります。組織は相互運用
性があるからこそ、特定ベンダーへの囲い込みを避け、
供給元を分散し、リスクの変化に応じて処理を他の環
境へ移し、複合環境（オンプレミスとクラウドなど）全体
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現実的で説得力のある道は、基幹インフラを
「選択的に」「リスクに基づいて」見直し、段階

的に再設計していくことです。

えたうえで、イノベーションや規模、エコシステムの多様
性、競争圧力そのものが、レジリエンスの源泉になり得
ると認識することです。だからこそ、この議論であまり語
られていない重要なリスク――「コントロール」の名の
もとに進む集中――にも目を向ける必要があります。
　欧州が、ひと握りのグローバルプロバイダーへの依
存を減らそうと、あまりにも拙速に限られた地域プロ
バイダーへ移行すれば、それは単に「ひとつの集中リ
スクを別の集中リスクに置き換える」だけとなりかね
ません。その新たな集中のほうが、より危険である可能
性すらあります。移行先のプロバイダーは、地理的な
冗長性が乏しく、サイバー防御・監視の規模も小さく、
サプライチェーンの厚みも弱く、インシデント対応能力
も十分に成熟していないかもしれません。「よりローカ
ル」であることが、必ずしも「より安全」であるわけでは
ないのです。
　欧州の能力強化に反対しようというのではありませ
ん。戦略的なデジタル能力への投資は必須です。ただし
リーダーは、選択肢を広げることと、囲い込みを義務づ
けることを区別しなければなりません。前者はレジリエ
ンスを高めますが、後者はそれを損なうおそれがあり
ます。
　パブリックな議論の中では、依然としてデータレジデ
ンシーが過度に強調されている一方で、実際のコント
ロールを左右する運用上のリスクについては、十分に
論じられていません。リスクのひとつが「断片化」です。
規制当局、国、業界がそれぞれ異なる形で主権を定義

すれば、組織のアーキテクチャーは保護も監査も復旧
もむずかしい、過剰に個別最適化されたものへと追い
込まれてしまいます。
　もうひとつのリスクは、見せかけの安心です。ローカ
ルホスティングは一見、管理が行き届いているように感
じられます。しかし実際には、より厄介な問題を未解決
のまま抱き続けるかもしれません。管理者権限の統制、
ソフトウェア供給網への攻撃耐性、認証基盤の弱さ、監
視・可視化の不足、法に基づくアクセスをめぐる法域間
の衝突、そして復旧設計の甘さといった問題です。そし
て、おそらく最も差し迫ったリスクは、「段取りを欠いた
変更」です。主権を追い求めて、拙速な移行や政治判断
によるプラットフォーム選定に走ることで、セキュリティ
を高めるつもりがかえって弱める結果になってしまうか
もしれません。

必要なのは運用の現実に立つインフラ再設計

　では、具体的にどうすればよいのでしょう？
　必要なのは、大規模にシステムを域内へ戻すことで
はありません。欧州の事業者だけで完結させる「欧州限
定の技術基盤」でもありません。基幹システムが現場で
どう動いているかを無視した、見栄えだけの再設計で
もありません。現実的で説得力のある道は、基幹インフ
ラを「選択的に」「リスクに基づいて」見直し、段階的に
再設計していくことです。
　機密性の高い処理は、イデオロギーではなく、リスク
評価と運用ポリシーに基づいて切り分けます。暗号鍵
やトラストサービスも、必要に応じて、顧客自身または
域内で管理・統制できるよう構成できます。また、管理
者権限は最小限に絞り、継続的な監視下に置くべきで
す。さらに、オンプレミスとクラウドなどの複合環境や複
数事業者にまたがる監視・可視化を強化し、復旧／切
替（フェイルオーバー）の設計も、単一の事業者・プロバ
イダー・法域への依存を減らす方向で見直します。契約
面では、監査可能性、可搬性、実効性のある退出手段
を担保するように刷新し、プラットフォームは「法的に可
能」なだけでなく「技術的にも切り替え可能」な前提で
設計する必要があります。
　目的はインフラを世界から切り離すことではなく、世
界の不安定性が高まる中でも、基幹システムを信頼で
きる状態で安全に動かし続けられるよう、複雑さを統治
することです。デジタル主権は、見かけの「ローカルさ」
ではなく、負荷のかかる状況でもレジリエンスを保持で
きるか、異なる環境の間で相互運用性を確保できるか、
イノベーションと選択肢を維持できるだけの開放性が
あるか、そして障害発生時にも統治可能であるかによっ
て測られるべきなのです。
　これは妥協案ではありません。運用の現実に向き
合ってなお成立する、デジタル主権の唯一のあり方で
す。 
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ＧＭとトヨタの命運を分けたもの

　1980年代初頭、デトロイトの自動車
メーカーは、自らが次の産業変革を切り
開く立場にあると考えていました。しか
し、競争優位に重要なのは、技術そのも
のではなかったのです。大切なのは、技術
をどのように捉え、組み込むかでした。
　ゼネラル・モーターズ（GM）は、当時と
しては途方もない額の400億ドル超を、
製造ロボットに投じました。米国の製造
業を長年の低迷から救うと、期待されて
いたロボットです。自動化によって、より
速く、より安く、よりよいものが作れる。組
合に守られた高コストな労働力を、疲れ
を知らない機械に置き換えれば、従来の
仕事の流れを保ったまま生産性を向上で

きる――そう考えたのです。
　しかし実際には、既存の仕組みにその
まま技術を当てはめても、根本的な問題
は解決しませんでした。GMは、人が立っ
ていた場所にそのままロボットを配置し
ました。役割分担は人が担っていたとき
のままで、組立ラインの速度や工程順も
見直されることはありませんでした。つま
りGMはロボットを、労働の仕組みを根本
から変える存在ではなく、ひとりひとりの
作業員に替わってただ従順に働く存在と
して扱ったのです。
　マサチューセッツ工科大学（MIT）の「メ
イド・イン・アメリカ」報告書は、“GMはロ
ボットを労働力の一単位として捉えたこ
とで、生産のあり方そのものを変え得る
可能性を見落とした”と指摘しています。

AIエージェントは「同僚」ではない
――配分すべき「能力」である

サンジート・ポール・チョウダリー
（Sangeet Paul Choudary）

カリフォルニア大学バークレー校
シニア・フェロー

AI戦略、プラットフォーム経済、産業変
革 の分 野 における世 界 的 権 威 。著 書
に『プラットフォーム・レボリューショ
ン』（ダイヤモンド社、2 0 1 8 年）、最 新
の『Reshuffle: Who Wins When AI 
Restacks the Knowledge Economy』

（日本未刊行）は2025年Thinkers50 
Strategy Award受賞。

Summary

AIエージェントを人間の労働力の代替と捉えていては、AIがもたらし得る変革を享受しきれま
せん。AIが進化し、できることが増えるほどに、人とAIの役割の境界は動き、人の能力の価値も、
どんな能力がそもそも必要とされるかも、刻々と変化していきます。AIエージェントを「能力」と
捉え、その変化に応じて仕事の構造や人の役割を絶えず再設計していくことが重要です。

Key Points

・	AIエージェントは仕事の構造を変える
・	AIで変わるのは労務管理ではなく「能力」という資本の配分
・	AI時代には組織を絶えず適応し続ける有機体として捉える
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本来、ロボットの導入は、製造工程を組み
換え、生産の流れや品質管理をどう採算
に乗せるかを変えるためのものです。そ
してそこから、工場の配置や工程設計、管
理方法を見直す余地が生まれるはずでし
た。しかし、このGMの事例では、既存の工
程設計を基準に導入を進めたため、こう
した変化が引き出されませんでした。従
来の生産構造がただ温存され、生産性を
阻む要因もそのまま残ったのです。
　同じツールを異なる視点から捉えたの
が、トヨタです。トヨタは、どの作業をロ
ボットに任せるかではなく、ロボットで生
産の論理そのものをどう変えるかを検討
しました。工場の配置を組み替え、作業
単位を見直し、どの工程の改善が品質に
影響するかを可視化して、生産ラインひ
とつひとつの動作と結びつけました。人
の役割は、作業をこなすことから、生産ラ
イン全体を管理し品質のばらつきを素早
く見つけて修正することへと移りました。
つまりトヨタは工場を、人の仕事に機械
をつけ足したものではなく、人と機械が
連携して働く生産の場に変えたのです。
　GM、トヨタの両社が利用したロボット
技術は、ほぼ同じでした。しかし、その技術
を取り巻く構造を見直したかどうかで、明
暗が分かれたのです。その後に生じた生
産性や競争力の差は、ロボット導入当初
の役割の捉え方の違いに根ざしています。

なぜAIエージェントは
「同僚」ではないのか

　目標の達成に向けて複雑な業務の流
れを自律的にこなす「エージェント型実
行」、すなわち個別の作業だけでなく、一
連の業務を遂行するAIエージェントの台
頭は、私たちをかつてとよく似た転換点
に立たせました。
　企業経営層はよく、AIエージェントを

「デジタルの同僚」「AIインターン」「バー
チャル社員」などと表現しています。これ
は、「最も自然なAI導入は、既存の職務構
造にAIを当てはめること」と捉える思考
からきています。この捉え方自体に害は
ありませんし、むしろわかりやすいもので
もあります。複雑な技術を、なじみのある
発想の枠組みに収めてくれるからです。
しかしこの考えには、40年前のGMで起き
たような発想の狭まりを、結果的に生み
出してしまう危険性があります。
　AIエージェントを「同僚」とみなしてし
まうと、導入の単位は業務の流れや仕組
み全体ではなく、職務そのものになりま
す。企業はぱっと見の印象で、業務を近
代化できたと思い込んでしまいますが、
実際には基盤となる構造をまったく変え
られていません。
　「AIエージェント＝同僚」という捉え方
は、経営に求められる発想も変えてしま
います。言葉通りに受け取ったCEOは、

人とAIエージェントが労働力として混在
する状態を思い描くようになります。する
と、こんな疑問が生まれてきます。誰がAI
エージェントの監督をするのか、評価はど
う行うのか。AIエージェントは人員数にど
う換算するのか。AIエージェントにも入社
手続きが必要なのか。AIエージェントの
管理は人事部がするべきなのか。AIエー
ジェントの業務量はどう測るのか。こうし
た問いは、本来そこには当てはまらない
はずの――むしろ危険ですらある――
労務管理の論理を持ち込んでしまいま
す。
　「AIエージェント＝同僚」論で欠けてい
るのは、AIエージェントによって仕事の
構造そのものが変わるという視点です。
エージェント型の仕組みは、人の労働と
同じ制約のもとで働くわけではありませ
ん。ですから業務の流れを、人に対する制
約を前提にしたまま考えるべきではない
のです。AIエージェントは業務の流れを
再設計し、組織内での意思決定の分担を
見直せるようにする存在です。しかし、AI
エージェントを「役割の担い手」として扱
う限り、こうした意味合いは見過ごされて
しまいます。
　「同僚」というたとえは、人員配置の問
題に注意を向けさせる一方で、構造の問
題から目を逸らさせます。結果、個人や
チームの生産性を局所的に高めること
はできても、新しい能力を前提に仕事の

AIエージェントが一定の作業群を安定して実行できるよう
になった瞬間、従来の職務の境界は崩れ、新たに加わった
能力を軸に業務の流れが再編されます。
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仕組み全体を捉え直すことで得られる、
本来の生産性向上にはつながらないの
です。

AIエージェントを労働力と捉えた
導入はやがて行き詰まる

　80年代のトヨタの考え方は、ロボット
が導入されるにつれ工場の姿がどのよう
に変わっていったのかをくわしく見ていく
ことで、より鮮明に理解できます。トヨタ
の技術者たちは、GMのように、機械が人
になり替わる姿を思い描いてはいません
でした。彼らの出発点は「新しい能力がシ
ステムに加わることで、何ができるように
なるか」という、構造そのものを問う発想
でした。
　たとえばロボットによる溶接作業は、
人の手によるものより安定しています。
しかし、トヨタが注目したのはそれだけ
ではありません。ロボットを導入すること
で、製造ラインの速度、工程間の間隔、検
査のタイミング、そして不良をどう把握・
監視するかといった点に、どのような影
響が及ぶのかまで考慮したのです。作業
の安定性を前提としたことで、品質管理
のサイクルが短縮されました。ひとつひ

とつの作業を人が監視する必要がなくな
り、意思決定の権限は、現場からシステ
ム全体の挙動を把握する立場へと移って
いきました。こうした変化に応じて、工場
の物理的なレイアウトもまた、組み替え
られていきました。
　既存の制約に縛られない、新たな能力
がシステムに入ると、そのシステムはふた
つにひとつの反応を示します。能力を生
かすように適応するか、あるいは抵抗し
てその力を弱めようとするか――。トヨタ
は前者、GMは後者でした。トヨタが新しい

「システム」を見ていたのに対し、GMは
あくまで新しい「労働力」としてロボット
を捉えていました。この教訓は明確です。
分析の単位となるべきは人員数ではな
く、その主体が何ができ、どこまで担える
かを示すケイパビリティ（能力）です。ケイ
パビリティが変われば、構造もまた変わ
らなければなりません。
　AIの能力を単に作業量とみなす捉え
方は、今日のAI導入においても、案の定、
迷走を生んでいます。AIエージェントを既
存の仕組みの中の「デジタル労働力」と
位置づけてしまうと、導入を担う経営層
は、立ち止まってシステム全体を再構想
することができなくなります。仕事の設計

を見直さないまま、業務だけを再配分す
るかたちで導入が進んでしまうのです。
　しかし、やがてAIエージェントがまと
まった業務を安定してこなせるように
なったとき、従来の役割分担を維持した
ままの導入は立ち行かなくなります。誰
が何を担うのか、仕事をどうつなぐのか
の境界が、いずれ曖昧になってくる。それ
にもかかわらず「役割を補強する」とい
う発想にとどまると、変えるべき仕事の
構造を見失ってしまいます。既存の役割
を前提とした捉え方は、AIエージェント
が本格的に機能する段階で、通用しなく
なってしまうのです。

人とAIの役割の境界

　初めて本当の経営課題が見えてくるの
は、AIエージェントを「デジタルの同僚」で
はなく、システムの可能性や将来の組織
の姿を広げる、戦略的で進化し続ける力
と捉えられたときです。エージェント型の
能力が向上し、信頼性を増すたびに、以
下に述べる３つの重要な変化が起こるか
らです。
　第一に、AIエージェントの能力が高ま
るたびに、人の能力の経済的価値が「再
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評価」されます。ある作業をAIエージェン
トが安定してこなせるようになると、それ
までその作業を担っていた人の能力の経
済的価値は低下します。一方で、それを
補完する人の能力の価値は高まります。
　これは一見、「人を補強する」という考
えに近いように見えますが、実際には正
反対です。「補強」という発想は、人が業
務の中心にいて、AIはその能力を拡張す
る道具である、ということを前提としてい
ます。しかし、AIエージェントの能力が向
上し、仕事の構造そのものが組み替わっ
たあとでは、意図的な設計がない限り、
人は業務の流れを定義する立場ではな
くなります。人が担う業務は、エージェン
トが失敗したり、詰まったり、限界に突き
当たったりする部分へと移っていきます。
遠目には「補強」に見えるかもしれません
が、根底にある論理は異なります。AIエー
ジェントの実行能力を軸に、システムは
外側へと拡張していきます。人はその最
外縁に再配置され、信頼を守るため、判
断、解釈、統治といった人ならではの能力
を発揮して、独自の価値を生み出し続け
る存在となっていくのです。
　カスタマーサポートの現場を例に考え
てみましょう。AIエージェントが問い合わ
せの80〜90％を処理できるようになる
と、人の役割はエージェントを「補助」す
るものではなくなります。サポート担当者
が向き合うのは、定型的な対応では処理
できない、人とシステムの境界に位置す
るケースです。具体的には、お客様が強
い不満を抱きながらもうまく言葉で説明
できない場面や、特定の事情を抱えるお
客様に寄り添って例外対応を検討するよ

うな場面です。人に求められる価値は、
AIエージェントを使って処理量を増やす
ことではありません。曖昧で、文脈依存的
で、定型化できない状況を引き受けるこ
とです。
　もうひとつの例として、都市計画を考
えてみましょう。AIエージェントは交通の
流れをシミュレーションしたり、人口密度
をモデル化したりして、都市の区分（住宅
地・商業地・工業地など用途地域）をどう
定めるか選択肢を提示できます。一方で
人の価値が高まるのは、たとえば「都市
をどのような姿にしたいのか」で意見が
対立したときに、その間を調整する役割
です。そこでは、AIエージェントでは十分
に織り込めない、道徳的、文化的、歴史的
な文脈を統合することが求められます。
　AIエージェントの能力を軸に人の役割
が変化していくにつれ、組織の中では、AI
エージェントに任せられることと、人がな
お担うべきこととの境界が絶えず動いて
いきます。組織を率いるには、その境界が
どのように変化しているかに目を向ける
必要があります。なぜなら、その境界こそ
が、新たな機会が生まれる場所であり、
同時に見えにくいリスクが蓄積していく
場所でもあるからです。

経営に問われる人の能力の再配置

　第二に、エージェント型でできることが
進化するにつれて、人のケイパビリティも
絶えず再評価されます。従来のスキルモ
デルや職務設計は、能力の価値はゆっく
りとしか変わらないという前提のもとで
作られてきました。長年の積み重ねでケ

イパビリティが蓄積され、役割は安定し
ている――そうした世界が想定されてき
ました。しかし、エージェント型の能力を
軸に仕事が再編されるシステムでは、こ
の前提は成り立ちません。業務の流れが
定義し直されれば、スキルの分類はすぐ
に時代遅れになり、職務を定めるジョブ
ディスクリプションも急速に意味を失い
ます。その結果、組織は人材配置を誤り
やすくなります。その能力を評価する枠組
みが、もはや過去のものとなっているか
らです。
　たとえば、航空会社の運航管理者を想
像してみてください。計画の正確性が評
価の対象ですが、実際にはAIエージェン
トが経路選択を担っています。運航管理
者の実質的な仕事は、混乱とその連鎖的
な影響を管理することですが、その価値
は正当に評価されていません。科学者も
同様です。実験の実施件数で評価されが
ちですが、実際に成果を生むのは、正しい
仮説の選定や予期せぬ結果の解釈です。
航空機のパイロットはどうでしょう。自動
操縦技術が飛行距離の大半を担うよう
になった今、飛行時間や飛行距離で評価
しても意味がありません。評価されるべ
きは、安全な離着陸を管理する能力や、
飛行中に起こる予期せぬ事態に対処す
る力です。
　今、組織が直面している問題は、「デジ
タル労働力」をどう管理するかではあり
ません。エージェント型の進化に伴い、絶
えず価値が書き換えられていく人のケイ
パビリティを、どう見極め、どう再配置す
るかという問題です。AIによってかつては
実行がむずかしかったことが容易にでき

業務の流れが定義し直されたとき、組織は人材配置を誤りやすくなります。
能力を評価する枠組みが、もはや過去のものとなっているからです。
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るようになり、競争の条件そのものも変
わり続けています。どんなケイパビリティ
が価値を保ち、競争力につながるかは、
社内要因だけでなく外部環境によっても
左右されます。
　そうしたことから、経営層にとってケ
イパビリティの変化の見極めは、ますま
す難しくなっています。どんなケイパビリ
ティの価値が高まり、どれが下がってい
るのか。人材をどう再配置すべきか。どこ
に新たな不足が生じているのか。役割の
偏りやボトルネックは見えても、それを構
造的に読み解く仕組みを持つ企業は多く
ありません。必要なのは管理を強めるこ
とではなく、変化を捉える感度と、それを
前提に配置を組み替える力です。

AIエージェントは
「能力」という資本

 
　最も重要なのは三つ目です。競争環境
が変わり、エージェント型の能力そのも
のも進化・高度化していく中、今日まで重
視されてこなかったケイパビリティが、明
日には組織の競争力を左右する中核に
なることがあります。経営層はそうした
変化を先回りして捉え、変化に合わせて
組織を組み替えていかなければなりま
せん。
　これは労務管理というよりも、資本配
分に近い発想です。重要なのは、どのケイ
パビリティがレバレッジを生み、今後の重

要性が高まるのか、そして外部依存が長
期的な自律性を損なう場合には、何を自
社に保持すべきかを見極めることです。
エージェント型の能力を、単に労働力を
補う手段として捉えている限り、こうした
戦略的な論点は見えません。長期的な競
争力を左右する「資本投資」として捉えた
ときにはじめて、浮かび上がってきます。
　ここで求められるのは、小さな改善を
積み重ねるチェンジマネジメントではあ
りません。必要なのは、組織そのものを
組み替える再設計です。そのためには、
従来の変革手法を超える新たな方法論
と、リーダーシップが必要です。焦点は、
人とエージェントの相互作用をどう設計

するか、どの意思決定を人間主導にとど
めるのか、その判断基準をどう定めるか、
そして長期的な差別化を生み出す能力
基盤にいかに投資するかへと移ります。
　ですから、「デジタル労働力」という言
葉を文字通りに受け取るのではなく、今、
本当に重要な問いに目を向けなければ
なりません。どんなAIエージェントの能力
を、自社固有のものとして保持すべきか。
業務の流れはそれを軸にどう再構成さ
れるべきか。ケイパビリティの価値が変化
していることを、どのような仕組みをもっ
て捉えていくのか。境界が揺らぐ中で、人
をどこに再配置していくのか。これらは労
務管理では答えの出ない問いです。問わ
れているのは、仕事の仕組み全体の構造
と、その経済性に関わる問題であり、戦
略の中心に置くべき課題です。
　こうした新しい環境において、CEOの
役割は、従来型の労働力の管理から、絶
えず適応し続ける有機体を形づくってい
くこととなりつつあります。構造は変わ
り、能力は移ろい、境界は動き続けます。
その中で優位性を手にするのは、自らを
再構成できる企業です。エージェントを

「同僚」として静的に捉えるリーダーは、
古い構造の制約をただ引き継いでいく
ことになるでしょう。一方、エージェントを

「能力」として捉えるリーダーは、進化し
続ける構造を設計できます。トヨタが数
十年前に示したように、本当の差は、違い
に十分早く気づき、行動に移せるかどう
かにあるのです。 

エージェント型の能力を単に労働力を補う手段と捉え
ている限り、戦略的な論点は見えません。長期的な競
争力を左右する「資本投資」として捉えたときにはじめ
て、浮かび上がってきます。
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日本のIT環境の傾向をグローバル、米国、EUと比較し把握する

日本版キンドリル・レディネス・レポート2025
目まぐるしく進化するIT環境への準備度を、21ヶ国・24業界のビジネスおよびテクノロジーリーダー3,700名を対象に調査する「キンドリル・レディネス・レポート」。
キンドリルジャパンでは、日本市場の動向に焦点を当てた日本版を毎年発表しています。2025年のレポートから、一部を紹介します。

AIが人材配置や役割を変えると回答した日本企業は、世界に比べて少ない

世界の半分以上の企業は、AI活用の成果を求めるプレッシャーに苦しんでいる

セキュリティ＆レジリエンスと、そのためのモダナイゼーションが大きな課題

8割以上の日本企業が、研修や人材育成を重視していると答えています。しかし、人材を育てる動きがある一方で、組織
が人材配置など人の扱いを変える動きは世界に比べて少なくなっています。企業の体質がイノベーションを阻んでいる
と回答する日本企業は44%で、米国の28%と比べると非常に高く、「自社のカルチャーが柔軟で適応力が高い」といえる
企業は、日本には29%しかいません。

33%の企業が、AIへの投資を、2025年の間に増加させました。9割の企業が、新しいことを試すためのツールや環境も
揃っていると答えています。しかし、全世界で57%の企業が、PoCの停滞を目の当たりにし、61%がなんらかのROIを示さ
なければという重圧に苦しんでいます。うまくいかない原因として挙げられるのは、1位がテクノロジー環境の複雑さ、
2位が規制やコンプライアンスへの懸念でしたが、3位は事業部門とIT部門が連携できていないこと。ここにもコミュニ
ケーションや社内カルチャーの課題があるようです。

2025年に重大なIT障害を経験した日本企業は86%にのぼり、グローバル平均82%より高く、十分な対策ができている
と答えた日本企業はわずか24%でした。日本企業の69%が、将来へのリスクの備えがまだ整っていないと答えており、
危機感を抱いています。しかし対策はというと、リスク回避のために実施した措置の1位は世界ではモダナイゼーション

（42%）、2位がサイバーセキュリティ（39%）であるのに対し、日本はサイバーセキュリティが1位（36%）、モダナイゼー
ションが（35%）で、特にITインフラのアップグレードが遅れ気味です。

Kyndryl Readiness Report

79%

57%

86%

日本は、計画不十分なクラウド移行をしてしまった企業が、世界に比べて多い

58%の企業が、「現在のクラウド環境は、場当たり的な作業の積み重ねでできた」と回答しています。また、日本企業の
68%が、クラウド移行に想定以上のコストがかかり、同じ割合の68%が、多額の投資をかけたにも関わらず、その後一部
をオンプレミスに戻すことになったと回答。さらには調査対象の日本企業の96%が、自社のクラウド戦略をいずれ見直し
たいと答えており、どの企業も反省を抱えていることがわかります。

58%
グローバル

56%
EU

57%
米国

40%

グローバル

87%
EU

87%
米国

88%

「日本版キンドリル・レディネス・レポート2025」は、ウェブで全文をご確認いただけます。
https://www.kyndryl.com/jp/ja/campaign/readiness-report　
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決断のとき　CEOは
新たな現実に向き合うことができるか

ディヤ・ウィン （Diya Wynn）

Amazon Web Services（AWS）
AIプリンシパル

AWSのパブリックポリシー部門にて、責任
あるAI（Responsible AI）分野を担当。eコ
マース、クラウド、AI領域で25年以上の実
務経験を持ち、AI活用のガバナンス設計や
規制対応において政府機関や企業を支援
する。Business Insider「エンタープライズ
AI分野の注目人物15人」に選出。複数の非
営利団体・学術機関でアドバイザリーボー
ドメンバーを務め、国内外で講演実績多数

Summary

技術変革における最大の失敗は、なりゆき任せにすることです。新しい技術の導入は、
その技術で何を可能にしたいのかを見据えた、「意図ある事業の再構想」でなければ
なりません。それができない企業は、AIでも部分最適とPoCの反復から抜け出せない。
クラウド移行を率いた著者が、リーダーに求められる視座を示します。

Key Points

・	既存業務に当てはめるのではなくAIで再構想を 
・	社員をいかに巻き込むかが導入の成否を分ける
・	AIの価値は基盤・運用・ガバナンスを一体で設計してこそ

今、リーダーは
歴史的転換点に立っている

　インターネットの誕生からクラウドコン
ピューティングの爆発的普及まで、主要
なデジタル変革の最前線に立ってきた立
場から、今、ビジネスリーダーが取るべき
選択についてお話しします。私は、これら
の変化の波をただ眺めてきただけでは
ありません。実際にその渦中に身を置き、
製品を生み、チームを率いながら、各局
面を乗り越えてきました。その中で学ん
だことがあります。それは「技術革新に際
しては、不変であると信じていたものを
根本から見直す必要がある」ということ
です。
　ビジネスリーダーは今、かつてない状

況でのかじ取りを迫られています。地政
学的分断と混乱、AIの爆発的な進展、そ
して労働者と企業の間で結ばれていた
社会契約の再構築という、3つの巨大な
力が同時に押し寄せています。グローバ
ル企業を率いるリーダーは、業界と社会
の未来を左右する喫緊の課題に直面し、
重大な選択を迫られています。
　21ヶ国、24業界の経営幹部3,700人を
対象にした調査「キンドリル・レディネス・
レポート2025」によれば、こうした数多く
の外部リスクや相次ぐ環境変化に対し、
自社が十分に備えられていると見るリー
ダーは、わずか31％にすぎません。回答
者の3分の2は地政学的混乱への準備不
足を訴え、56％が経済的混乱への不安を
吐露しています。
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ITインフラに関する意思決定は戦略的意思決定であり、
決定は意図を持って下されなければならないのです。

　こうした懸念はもっともです。だからこ
そ今、小手先の対応で済ませようとして
はいけません。求められるのは、抜本的
な見直しです。私は過去の変革で、成功
するリーダーも失敗するリーダーも見て
きました。そこから言えるのは、いま現れ
つつある兆候が、警鐘であると同時に大
きな機会でもあるということです。

ITインフラ構築には
意図を持った設計が必要

　デジタル経済の誕生とともに世界を結
びつけてきたグローバル化は、この80年
続いてきました。ところが今、私たちが目
にしているのは、その崩壊です。影響が及
ぶのは、貿易政策やサプライチェーンに
とどまりません。ITインフラのあり方を根
本から見直す必要が生じ、あらゆる分野
でビジネス戦略や意思決定の見直しが
迫られています。地政学的緊張が高まり、
各国が主権を強く主張する中で、データ
は国家安全保障、経済的競争力、政治的
影響力と密接に結びついた戦略資産と
なっています。
　規制はイノベーションの後を追う形で
つくられることが多く、産業界のデータ主
権――データをどこに置き、どう移動さ
せ、誰が管理するのか――を巡るルール
も、場当たり的に書き換えられているの
が実情です。「キンドリル・レディネス・レ
ポート2025」では、調査対象のリーダー
の70％が政策変化への準備不足を認
め、83％が新たな規制が自社のITにおけ
る意思決定に圧力をかけていると訴え、
75％がグローバルインフラに関連する地
政学的リスクを懸念していると回答して

います。
　ここで思い出すのが、クラウド黎明期
です。そこには、陥りがちな典型的な失敗
がありました。CEOの70%が、自社のクラ
ウド環境は意図的に設計されたもので
なく、結果的にできあがったものだと認
めています。AWS米国地域事業オペレー
ション統合担当として、顧客企業のクラウ
ド導入に伴う業務変革を支援する中で、
私はまさにこの状況を目の当たりにして
いました。多くの企業がクラウド移行を急
ぐあまり、人材確保やガバナンス、長期的
な影響といった根本課題を置き去りにし
ていたのです。スピードとコスト削減を最
適化しようとするだけで、組織のあり方そ
のものを再構想する発想は十分ではあり
ませんでした。
　苦戦したのは、クラウド移行やインフラ
の転換を単なる技術的課題と捉え、クラ
ウドプロバイダー任せにした企業。成功
したのは、競争優位を生み出すには、自
社の事業運営を根本から変革する必要
があると理解していた企業です。彼らが
問うたのは「今あるものをどう置き換え
るか」ではなく、「自社の事業運営全体を
どう再構想するか」でした。
　地政学的な複雑性が増大し、GDPR

（E U 一 般 データ保 護 規 則）や 各 国 の
データ法、新たな地域要件といったデー
タ規制環境が世界的に進化する中でも、
原則は変わりません。インフラに関する
意思決定は戦略的意思決定であり、決定
は意図を持って下されなければならな
いのです。成功するのは「以前は不可能
だった何が、今なら可能になるのか」を問
う企業です。
　第一の分岐点は明確です。データレジ

デンシー、クラウドアーキテクチャー、AI
導入のいずれにおいても、なりゆきでで
はなく設計によって構築すること。そし
て、その基盤に柔軟性とレジリエンスを
織り込むことです。

最適化では不十分
価値創出を再構想せよ

　第二の分岐点は、AI導入への向き合い
方です。ここでも、これまでの技術革新で
くり返されてきた構図が見られます。率
直に言って、ほとんどの組織がここで行
き詰まります。eコマースが台頭した際、
数多くの企業が「デジタルカタログ」を展
開しました。しかしそのほとんどが、既存
の店舗商品を機械的にオンラインで並べ
てみただけ。既存モデルの最適化にすぎ
ません。真にeコマースで求められていた
のは、取引全体の再構想です。Amazonが
実現したのは、書籍のスピーディーな配
送だけではありません。事業を再構想し、
画期的な商品検索、パーソナライゼーショ
ン、評価方法などを編み出したのです。
　モバイル革命でも、同じ構図がくり返
されました。成功した組織は、単にウェ
ブサイトをスマートフォン対応させただ
けではありません。顧客エンゲージメン
トを根本から再構想したのです。たとえ
ばTrust Digital社（2010年にMcAfeeが
買収）は、スマートフォン普及の早い段階
で、政府機関やグローバル2000企業に対
し、モバイルを業務インフラとして活用す
るための基盤を提供していました。変革
志向の企業は「テクノロジーが顧客の手
中にあることで、何が可能になるのか」を
追究するのです。
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　AI変革で求められているのも、抜本的
な見直しです。そしてそれがもたらす影
響は、これまでの比ではありません。AI市
場は2031年までに1兆ドル規模を突破す
ると予測されています。 キンドリルの調
査によれば、過去1年だけでも3分の1の
リーダーがAI投資を11～25％、4分の1超
が26～50％増やしています。悪しき慣習
は、こういうところによく顔を出します。AI
投資のROIがプラスであったと回答した
企業経営者が54%に達する一方で、72%
が拡張可能な範囲を超えたPoC（概念実
証）を行ったと回答、6割近いAIプロジェ
クトがPoC後に頓挫しています。多くの組
織がPoC止まりに陥っている、つまり拡張
できない実験を数多く実施し、実質的に
は成果に結びつかない「イノベーション
の演出」に終わってしまっているのです。
　成功する組織は、テクノロジーを現状
最適化のためだけに使うのではありませ
ん。Netflixがエンターテインメントへのア
クセスを再構想し、Uberが都市交通を再
構想したように、可能性そのものを再構
想するのです。
　この変革マインドセットを機能させる
には、意図を持った取り組みが不可欠で
す。「責任あるAI」という考えは、その実践
を支える枠組みです。文化、人材、プロセ
ス、テクノロジーを統合し、価値を最大化
しながらリスクを最小化します。クラウド
移行の現場で得た経験から断言できるの

は、こうした基盤を整えないままにAIを
導入すれば、企業は過去と同じ過ちをく
り返し、無秩序で拡張性を欠いた、なりゆ
きまかせの結果を招いてしまうというこ
とです。
　「PoC止まり」を回避した実践例を挙げ
ましょう。米国地域責任者だった私は、顧
客に単一のクラウドアプリケーションを
試させるような支援はしませんでした。
最初から本番展開を見据えた、クラウド
を継続的に運用・拡張するための土台づ
くりに取り組んだのです。その土台には、
ガバナンスの枠組み構築、統合パターン
の見直し、クラウドネイティブな手法に関
するチーム教育、監視機能の整備が含ま
れます。本格的に業務システムをクラウド
へ移行する頃には、拡張可能なインフラ
も、それを担う人材も揃っていました。私
は変革管理とスキル向上への投資を後
押しし、社員が実地で経験を積みながら、
CoE（センターオブエクセレンス）がクラウ
ドのベストプラクティスの定着を牽引す
る、という体制を整えたのです。
　企業経営者のみなさんに、私が言える
ことは明確です。AIを技術課題として扱
うのをやめ、価値の創出を根本から変え
る機会として捉えることです。次のPoCを
立ち上げる前に自問してください。以前
は不可能だった何が、今なら可能になる
のか？どんな新しい価値を創出できるの
か？そして、AIの構想から開発、導入、運

用に至るまでのすべての段階で、安全性
やセキュリティ、公平性、透明性、包摂性
を確保できるよう、点検項目をあらかじ
め定めておくのです。導入の後ではいけ
ません。規制に迫られてからでもありま
せん。今です。

人を巻き込む変革こそ成功の条件

　第三の分岐点は、最も人間に関わる領
域であり、おそらく私の経験が最も活きる
部分です。ウォルマートのダグ・マクミロ
ンCEOは最近、「AIは文字どおりあらゆる
仕事を変えるだろう」と予測し、話題を呼
びました。これは彼だけの見解ではあり
ません。「キンドリル・レディネス・レポート
2025」によれば、リーダーの87％が、AIに
よって今後12ヶ月以内に役割や職責に
大きな変化が生じると見ています。スター
トアップは資金調達額を増やしながら
も、採用人数は減らしています。
　私は、数々の主要な技術転換の局面
でチームを率いてきた経験から、成否を
左右するのはテクノロジーそのものでは
ないと知っています。では何が成果を分
けるのでしょう。答えは文化、そしてリー
ダーシップです。端的にいえば、リーダー
が従業員をいかに巻き込むかが、変革の
成否を分けます。データは私の肌感覚と
一致していて、CEOの半数が従業員の動
きが遅すぎると回答し、48%が自社のカ
ルチャーがイノベーションを阻害している
と指摘しています。非技術系社員のうち
毎週AIを使用しているのは、わずか43%
にすぎません。一方、適応性の高い企業
文化を持つ組織では、IT導入の準備が十
分に整っていると答えた割合が22ポイン
ト高く、AI投資でプラスのROIを実現して
いる割合も15ポイント高くなっています。
　変革の成否を分けた要因を、私自身の
経験から見ていきましょう。

　徹底的な透明性：混乱を最小限に抑
えようと、変化を隠そうとする組織も目に
してきました。しかし、それではうまくいき
ません。人は、自分が関与できないまま
進められる変化を最も恐れるからです。
成功を収めた変革は、常に率直な対話か
ら始まりました。「何が変わりつつあるの
か、何がまだわからないのか、そしてそれ
をどう一緒に解決していくのか」を、まず
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示すことが肝要です。

　意図的なインクルージョン（包摂）：多
様な視点は「あれば望ましいもの」では
ありません。問題に最も近い人ほど、機
会をいち早く見出します。そうした視点こ
そが、変化の兆しを先回りして捉える力
になります。現在、私が仕事でお付き合い
しているリーダー世代の方々には（少数
派としての背景を持つ人が少なくありま
せん）、「イノベーションには人的犠牲が
伴う」という定説を拒否する人が、一定数
います。彼らは「テクノロジーは人類の最
も高い理想を実現するためにある」と考
えています。これこそが私たちに必要な
マインドセットです。

　人間の能力の拡張：学び、適応し、テク
ノロジーの役割について批判的に考える
術を従業員が身につけていれば、どのよ
うな変化の波も乗り越えられます。過去
の産業革命の多くは、人間の身体能力を
代替するものでした（たとえば、人の手作
業による馬車の整備から、自動車の組立
ライン生産への移行）。AIは人間の認知
能力を対象とする点で異なりますが、歴
史が示すのは、技術革新が常に仕事の性
質を変えてきたという事実です。適切に
かつ責任をもって導入されれば、AIは社
会的に不利な立場に置かれた人々や地
域の機会均等を促し、かつて解決不可能
と思われていた課題に挑み、ブレイクス
ルーを加速する力となります。

目先の利益にとらわれない視点

　現代のCEOは、企業の運営や日々の業
務管理をするだけではありません。株価の
動向に神経をとがらせ、関係者の対応に
追われるだけでもありません。CEOは、歴
史的な変革期を、組織とともに乗り越える
かじ取り役です。その意思決定によって、
今後数十年にわたる信頼、テクノロジー、
そして働き方の輪郭が決まるのです。
　では、CEOは変革にどう備えるべきで
しょうか。これまでのあらゆる主要な変革
の波を乗り越えてきた経験から、私が断
言できることがあります。準備とは、未来
を予測することではありません。継続的
に再構想できる筋力を組織につけさせる
ことです。
　具体的にはどうすればいいのでしょうか。

①自社の変革パターンを見極める
　過去の技術変革の波に、自社がどう向
き合ってきたのか振り返ってみましょう。
牽引したのか、追随したのか。最適化にと
どまったのか、それとも再構想に踏み込
んだのか。何が成功の要因となり、何が
抵抗を生んだでしょうか。
②誰もが使えるように設計し拡げる
　最大の価値を生み出す波は、機会を
集中させるだけではなく、拡大します。通
信、小売流通、コンピューター利用、イン
フラなど、これまでの技術革新の波は、利
用がごく一部の人に限定されていたもの
を、広く行き渡らせてきました。AIは、能力

を民主化する力を持っています――私た
ちが民主化を望むかぎりは。
③なりゆきではなく、設計によって構築する
　データアーキテクチャーであれ、AI導
入であれ、労働力の変革であれ、AI活用
はなりゆきではなく、意図を持って設計さ
れなければなりません。
④過去の失敗から学ぶ
　SNSが教えてくれたのは、人間の行動
を変えるテクノロジーには予測不可能な
結果が伴う、ということでした。そういった
テクノロジーは、つながりを生む一方で
分断も生み、声を民主化すると同時に、
新たな権力集中を招きました。AIと向き
合う今、問わなければなりません――責
任あるイノベーションとは何か、私たちは
これまで何を学び、今何を学んでいるの
かを。

　技術変革の最前線で約30年を過ごし
てきた私は、最高の技術変革とは、私た
ち自身が意図的に、包摂的に、責任を
持って築くものである、と強く信じていま
す。その未来は保証されているわけでは
ありませんが、実現は十分可能です。AIは
壁を作るのではなく、橋を架ける手段に
なり得ます。どちらを選択するかは、私た
ち次第です。
　決断のときはすでに訪れています。今、
リーダーに問われているのは、単なる最
適化ではなく、再構想をする覚悟がある
かどうかです。 

準備する、レディであるということは、
未来を予測することではありません。
継続的に再構想できる筋力を組織に
つけさせることです。
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AI導入の成否を分けるのは
パートナーシップのあり方

　テクノロジー分野における企業間パー
トナー戦略は、この数十年、明確な役
割分担のもとで機能してきました。ベン
ダーが製品を開発し、システムインテグ
レーターが実装、顧客企業が利用すると
いう、いわば「パートナーシップ・プレイ
ブック（パートナー連携の基本設計）」に
沿った分業構造が一般的でした。
　しかし今、AIがこのプレイブックを書き
換えています。
　まず、はっきりさせておきたいのは、AI
を構築し、規模を拡大していくために必
要な要素を、一社ですべてまかなえる組
織は存在しないということです。データと

業界特有の知識は、別々の場所で保管さ
れていることが多く、インフラは複数のハ
イパースケーラーにまたがり、モデルもま
た、まったく異なる複数のプロバイダーか
ら提供されています。重要なのは、これら
をどのように結びつけるかです。適切に
組み合わせることができれば、AI主導の
イノベーションを成功に導くエコシステ
ムを構築できるでしょう。しかし、従来の
直線的なパートナーシップモデルに依存
し続ければ、進展のスピードは鈍り、PoC
（概念実証）の段階から抜け出せないリ
スクが高まります。
　世界のビジネスリーダーの約3分の2
が、AI投資のリターンに満足していると
回答しています。しかし、真に戦略的か
つ全社横断でAIに投資できていると答え

AI時代の新たな
パートナーシップ・プレイブック

Summary

AI時代には、ベンダー、システムインテグレーター、顧客企業がより協働的にプロジェクトを進める新たな
「プレイブック」が必要です。PoC止まりを脱し、AIを事業の成果につなげるには、役割分担だけでなく、
データ、ガバナンス、責任を複数企業でどう共有するかを設計しなければなりません。クラウド移行の教
訓も踏まえながら、現実的にAIをスケールさせるためのパートナーシップの要件を示します。

Key Points

・	AI実装は協働設計で差がつく 
・	構想段階からの連携・協働が成果を分ける
・	パートナーシップのあり方も絶えず進化する

マデリン・マクレア
（Madeline McCrea）

SAP戦略的パートナーシップ統括 
グローバルSVP

SAPの戦略的パートナーシップ担当。
システム統合事業者やサービス分野を
軸とした戦略的パートナー戦略を統括
する。加速度的な成長ならびに測定可
能なビジネス成果を実現する戦略の、
策定および実行を主導するリーダーと
して知られる。
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たのは、わずか9％にすぎません。多くの
取り組みが他と連携できておらず、小規
模で孤立した、最終的にスケールしない
PoCにとどまってしまっています。
　もちろん、この背景にはさまざまな要
因があります。しかし、これまでの経験
からいいますと、AIのスケールを阻むの
は、大抵の場合、テクノロジーそのもので
はありません。それは組織の問題であっ
て、こうした取り組みを支えるパートナー
シップが、どのように構造化され、いかに
運用されているかにかかっています。
　AI時代にふさわしい、新たなパート
ナーシップ・プレイブックが必要です。す
でに事業や投資が動き出しているのです
から、立ち止まって最初からやり直すこと
はできません。多額の投資がかかる状況
では、その転換を重荷に感じるのも無理
はないでしょう。しかし同時に、不確実性
は新たな機会を生み出します。イノベー
ションがどのように生まれ、誰がそれに
貢献するのかを、今見つめ直すときです。

これからのイノベーションを
推進するエコシステムモデル

　全社レベルでAIを導入し、スケールさ
せていくことは、きわめて複雑です。デー
タへの継続的なアクセス、ガバナンスの
共有、迅速な実験が欠かせません。その
結果として、従来とは異なる新たな協働
モデルが生まれつつあります。

　そのひとつが、複数の主体でつくるイ
ノベーション環境です。ベンダー、インテ
グレーター、顧客企業がバックログを共
有し、運用データを確認しながら、改善の
優先順位をともに決定します。もうひと
つは、成果連動型の報酬体系です。従来
のマイルストーンごとの支払いではなく、
測定可能なAIのパフォーマンス指標を定
め、それに対してインセンティブを支払う
方式です。
　このような協働モデルの進化につれて、
各主体の役割と責任も変化しています。

・システムインテグレーターは、導入支援
をするだけではなく、モデルの挙動変化
や判断の偏り、さらには運用の健全性ま
でを視野に入れ、長期的に見守る責任
主体へと役割を広げています。
・	ベンダーは共同開発の役割を強め、顧
客やパートナーと、開発チームが直接関
わる機会が増えています。
・	顧客企業は自身で、エコシステム全体
で守るべきデータの意味定義に関する
標準や許容するリスク水準、ガバナンス
ルールを主体的に定義するようになり、
データ製品のオーナーとしての役割を
担うようになります。

　パートナーシップのあり方は、これまで
は工程から次の工程へと作業が受け渡
される形でしたが、ビジョン、成果、責任
を連帯することへと変わりつつあります。

このようなエコシステムが機能すれば、
その能力は、ひとつの組織が単独で達成
できるものをはるかに上回ります。
　ただし、そこに至る道のりは決して平
坦ではありません。特に、AIの成熟度やリ
スク認識が大きく異なるパートナーが、
世界各地から参画している場合はなおさ
らです。

クラウド移行時のプレイブックが
よい参考となる

　AIのパートナーシップ・プレイブックは
まだ形成途上にありますが、クラウド移
行がよい参考事例になります。
　クラウドモダナイゼーションでは、クラ
ウド対応の準備状況や規制上の制約が
顧客企業ごとに大きく異なっていました。
結果として、多くの重要施策は、モダナイ
ゼーションに伴うリスクを抑制する方向
で設計され、規制の厳しい業界では、特
にその傾向が強く表れました。
　実務では、中核業務を止めずにモダナ
イゼーションを進める必要がありました。
たとえば、コンプライアンス要件の厳しい
データはオンプレミスに残しつつ、クラウ
ドアプリケーションから安全にアクセス
できるようにすることで、データ移行に伴
うコストや複雑さを抑えたケースもあり
ます。
　このようなソリューションは大きくは注
目されませんでしたが、現実の変革を下

業務を継続しながらモダナイゼーション
を進められれば、安定性を損なうことなく
イノベーションを実現できます。
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支えしてきました。業務を継続しながらモ
ダナイゼーションを進められれば、安定
性を損なうことなくイノベーションを実現
できます。この原則はAIにも当てはまり
ます。進化したパートナーシップ・プレイ
ブックがなければ、多くのAI施策はPoC
の段階にとどまり、有望な取り組みも、持
続的な企業価値の創出には至らないお
それがあります。

AIプレイブックこと始め：
データを起点とした再設計

　新しいプレイブックの基盤は、データです。
　AIへの投資に関する調査レポートに
よると、約4分の3の組織が、不完全また
は不整合なデータに課題を抱えており、
さらに3分の2以上が主要な障壁として、
データ品質の低さやシステムのサイロ化
を挙げています。
　大抵の企業のデータ環境は、エコシス
テム型イノベーションを前提として設計
されたものではありません。内部プロセ
スを支える目的で構築され、長年にわた
るカスタマイズや段階的な変更の積み重
ねによって形成されてきました。こうした
環境に、複数のパートナー企業やプラッ
トフォーム、AIモデルが関与するようにな

ると、ガバナンスの課題は質的に変化し
ます。
　問題はもはや、自社データの安全性や
品質ではありません。重点は「このデータ
に関わるエコシステム全体を信頼できる
か」に移っています。
　議論の焦点は、内部ガバナンスから、
パートナーで構成されるエコシステム全
体のガバナンスへと移行します。すなわ
ち、新たなパートナーシップの中核は、複
数企業にまたがるエコシステム全体にわ
たって、いかに信頼を構築し維持するか
にあります。
　この変化は、組織の運用にも表れてい
ます。多くの組織は今なお、断片化された
システム、分断されたデータソース、限定
的な可視性のもとで運用されています。
こうしたサイロ化は、進展を阻みます。ガ
バナンスの共有や共通の運用モデルが
なければ、イノベーションはスケールしに
くくなります。

　ですから、エコシステムをうまく機能さ
せるには、以下のポイントを明確にするこ
とが必須となります。

•	誰が、どのような責任を担うのか
•	共有データはどのように制御・監視・追

跡されるのか
•	責任あるAIの基準を、開発から運用まで
のあらゆる段階でいかに一貫して守ら
せるか

　私はこれを、「適応型パートナーシッ
プのループ」と呼んでいます。それはつま
り、パートナー各社が継続的に共同で統
治し、運用し、イノベーションを推進して
いくモデルです。
　たとえばSAPのエコシステムでは、ガ
バナンスモデルを共有し、全体の整合性
を確保しています。共通のガードレール、
データ標準、共同責任の枠組みによって、
エコシステム内の各社が安全かつ効果
的にイノベーションを進められるようにし
ているのです。誰がどのような役割と位
置づけを担うのかは、そのフレームワー
クの中で明確になっていなければなりま
せん。そうした明確化を支えるのが、統制
されたデータレイヤー、明確な相互運用
性標準、統一されたデータ基盤です。

パートナーシップの
新たな競争優位性は「適応力」

　AIエコシステムは継続的に進化してお
り、企業もそれに応じて変化する必要が

新たなパートナーシップの中核は、
複数企業にまたがるエコシステム
全体にわたって、いかに信頼を構築
し維持するかにあります。
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あります。その結果、好奇心と柔軟性が、
成功するエコシステム型パートナーシッ
プに不可欠な要素となりつつあります。
　この変化は私のチームにおいても、
パートナーとの向き合い方に影響を与え
ています。私たちは今、パートナー企業に
対して、顧客に実質的なイノベーション
をもたらすため、互いの能力を深く統合
し、迅速に連携することを重視するように
なっています。真の価値を生み出すには、
既存の前提に挑み、新たな能力を試し、
顧客体験の再定義に努めることが欠か
せません。
　実際に成果を上げているパートナーに
は、共通点があります。高い適応力を備
え、変化に素早く対応し、明確に差別化さ
れた価値を提供できる、ということです。
　戦略的パートナーシップは引き続き重
要ですが、今後はそれを補完する形で、
実験的な協働や初期段階での連携が増
えていきます。こうした関係性を通じて、
エコシステムの中から次世代のイノベー
ターが発見・育成され、その活動がやが
て拡大していくことになるのでしょう。

人間の創造性は、
これまで以上に重要になる

　予測可能な作業を機械が担うようにな
る中で、人が価値を発揮できるのは、その
創造性です。すなわち、新たな可能性を
構想し、異なる分野のアイデアを結びつ
け、単独では成し得ないものを共に創り
上げる力です。

　この意味で、AIは人にさらなる進化を
促していると捉えることができます。「人
間の仕事を代替するもの」として語られ
がちなテクノロジーが、実際にはこれま
で以上に密接な、人と人の協働を求めて
いるのです。
　AIイノベーションを取り巻くエコシステ
ムも、人と人の協働を土台にしています。
ガバナンスの共有も同じことです。そし
て、ほぼ確実にいえるのは、今後10年の
企業ITを形作るブレイクスルーは、組織

や業界を越え多様な視点を組み合わせ
た、人間のチームワークから生まれると
いうことです。それが、AIの力を最大限に
引き出します。
　ここで、改めてプレイブックに立ち返り
ましょう。
　これから構築されるプレイブックは、不
変のものではありません。テクノロジー
の成熟、データ環境の改善、そしてエコシ
ステムがより効果的に協働する方法を学
ぶにつれて、進化し続けていきます。
　この進化は、ビジネスリーダーに「AI
時代の現実に即して、自社のパートナー
シップをどう進化させるべきか」という、
戦略的な問いを突きつけます。深化を追
求すべきパートナーシップもあれば、よ
り明確なガバナンスを必要とするパート
ナーシップもあるでしょう。場合によって
は、まったく新しい協働相手が、次の成長
段階への鍵となることもあります。
　このような問いに真正面から向き合
い、パートナーシップを再設計できる組
織は、単に新時代のプレイブックに適応
できるだけではありません。プレイブック
を書きあげる存在となります。そして、そ
の組織を率いるリーダーは、AIの可能性
を企業全体のインパクトへ転換する、最
適なチームを編成できるのです。

ほぼ確実にいえるのは、今後10年の企業ITを形作る
ブレイクスルーは、組織や業界を越え多様な視点を
組み合わせた、人間のチームワークから生まれるとい
うことです。それが、AIの力を最大限に引き出します。
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　金融分野において、AIはこれまで「人
間の意思決定を補助する優れたアルゴリ
ズム」として活用されてきました。しかし、
新たに生まれたエージェンティックAIは、
人を「補助」するだけではありません。そ
れは自ら「行動」するのです。エージェン
ティックAIが誕生した今、信用とは、リス
クとは、管理とは何か――企業の行動規
範が、改めて問われています。
　世界の金融サービスは、変革の分か
れ道に立っています。これまで金融にお
ける人工知能といえば、信用スコアの精
査、詐欺の検出、指示に基づくレポート
作成など、人間の意思決定者を支援する
強力なアルゴリズムを意味することがほ
とんどでした。しかし、新しいタイプのAI
が登場し、人間への支援や補助だけでな

く、実際にAIが行動できるようになってい
ます。それがエージェンティックAIです。
　この新しいタイプのAIは、人間からの
継続的な指示を必要とせず、独立した意
思決定、システムとの連携、継続的な学
習が可能です。具体的にいえば、エージェ
ンティックAIは、状況を認識し、推論し、自
律的に行動することで、リアルタイムでタ
スクを実行し、戦略を適応させることが
できます。現在の、人間からの指示を待
つ生成AIツールとは異なり、これらのAI
エージェントはある程度の主体性をもっ
て行動し、金融サービスに革命をもたら
すと期待されています。
　その影響は計り知れません。想像して
みてください。市場の変動を24時間監視
してポートフォリオを調整するAI投資マ

エージェンティックAIと金融サービスの未来：
AIは自動から自律へ

英国金融行動監視機構（FCA）
イノベーション責任者

英国の金融イノベーションを推進するキー
パーソン。グローバル金融イノベーションネッ
トワーク（GFIN）議長として90以上の国と地
域の金融規制当局を束ねる。FCA以前はPwC
のシニアディレクターとして、国家決済戦略や
デジタル資産関連のプロジェクトを推進、EY
やキャップジェミニでもパートナーや役員を
歴任。キャリア初期にはAppleにて、スティー
ブ・ジョブズと共に働いた経験を持つ。

Summary

エージェンティックAIは、世界規模で金融を大きく再編しつつあります。本記事は、その変化が
ビジネスモデル、市場構造、リスク管理、規制にまで何をもたらすのかを俯瞰します。また、英国
で進む、大手からスタートアップまで幅広い金融プレイヤーの協働と実証を促しイノベーショ
ンを生み出す、官民連携の取り組みについて紹介します。

Key Points

・	業務・システム・ガバナンスをつなぐ実装力が鍵
・	信頼は説明可能性と監督から生まれる
・	実証を回す企業が次の競争優位を握る

コリン・ペイン （Colin Payne）
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ネージャーや、複数の銀行・サービスにわ
たって個人の資産を最適化するAIファイ
ナンシャルプランナーを。この転換は、か
つてない効率とパーソナライゼーション
をもたらし、金融を自律走行のパラダイ
ムに近づける可能性があります。
　しかし同時に浮かび上がるのが、信用・
リスク・管理といった根本的な課題です。
エージェンティックAIの時代への扉が開
かれようという今、金融機関や行政には、
市場と顧客を守りながらAIによる変革の
手綱を引くという、むずかしいかじ取りが
求められています。

エージェンティックAIの定義：
自律というフロンティア

　エージェンティックAIのシステム内で
は、複数のAIが働いています。これらのAI
は、自ら目標を設定し、環境を適格に把
握し、経験から学び、人間や他のAIと協働
する、真の意味で自立した「AIエージェン
ト」です。エージェントとしてのAIは、単な
る計算や予測の枠を超え、主体性を持っ
て金融イノベーションに取り組む存在へ
と進化しつつあります。
　もはやSFの話ではありません。文脈理
解、記憶、 マルチタスク処理といった技術
の進化を背景に、金融分野では、こうし
たAIはすでに実証段階を超え、実運用へ
と移行し始めています。将来的なユース
ケースとしては、戦略を自律的に調整す
る自動取引アルゴリズム、指示なく取引
を監視し異常を検知するAIコンプライア
ンスボット、 個人の資金管理を日々能動
的に最適化するロボアドバイザーなどが
挙げられます。日々の定型的な意思決定
プロセスを、人間の介入は最小限に、補
完あるいは代替してくれるわけです。肝
心なのは、これらのAIが適応型であると
いうことです。ひとつひとつのやりとりか
ら学習し、時間の経過とともに性能を向
上させていきます。 
　エージェンティックAIの課題について
お話しする前に、こうした自律型AIエー
ジェントが、金融のビジネスモデルや市
場構造をどう揺るがすのかを見ていきま
しょう。

ビジネスモデルと市場構造の激変

　エージェンティックAIの登場により、金
融業界はインターネット出現以来の大規
模な再編を迫られることとなるでしょう。
　即座に影響が出るのは、「Do It For Me
（代行）」型のサービス領域、すなわち顧
客が業務をAIに委ねられる部分です 。
エージェンティックAIの時代、消費者はそ
れぞれ自分専用のAI金融エージェントを
持つようになるかもしれません。最適な
保険を探し、請求書を管理し、複数口座
間で貯蓄を最適化し、さらには住宅ロー
ンの金利交渉までを行ってくれるような
存在です。銀行や保険会社は、もはや人
間に直接マーケティングを行うのではな
く、AI金融エージェントにサービスを訴求
するようになるかもしれません。AIが市
場を俯瞰し、個人に最適なサービスを瞬
時に見つけられるようになれば、金融機
関の乗り換えはほとんど障壁のないも
のとなり、競争が一層激化するでしょう。
スタートアップや、テクノロジーに精通し
た新興企業がエージェンティックAIを活
用して既存の銀行に挑むことで、競争が
さらに加速するという業界予測もありま
す。金融機関は人間だけでなく、アルゴリ
ズムにとっても魅力的なサービスを考え
なければならなくなるでしょう。
　市場構造も一変しそうです。自律型の
取引エージェントが普及すれば、情報処
理の効率が高まる一方、多くのエージェ
ントが同じシグナルに一斉に反応するこ
とで、価格変動（ボラティリティ）が増す

可能性もあります。市場取引への参入障
壁が下がり、かつては専門のトレーダー
チームを必要とした複雑な戦略を、小規
模な企業やAIアドバイザーを活用する個
人でも実行できるようになります。こうし
て金融の高度な領域が民主化され、プロ
と個人投資家の境界はますます曖昧に
なっていくでしょう。
　しかし同時に、新たな形のシステミック
リスク（金融システム全体に影響するリ
スク）が生じる可能性もあります。たとえ
ば、同じようなデータや戦略をインプット
された多数のAIエージェントが一挙に動
けば、群集行動が起こり、市場は急激な
変動を迎えるでしょう。アルゴリズムが機
械の速度で取引を行うことで、フラッシュ
イベント（急激な価格変動）が発生し、市
場が不安定になるかもしれません。こう
した事態に備え、市場インフラには新た
な安全策が求められます。

金融機関の業務にもたらす変化

　エージェンティックAIの普及は、金融
機関の業務構造にも大きな変化をもた
らすでしょう。これまで外部委託や若手ス
タッフが担っていた業務の多くが、AIエー
ジェントに置き換えられる可能性があり
ます。 
　最も早く影響を受けると専門家に予
測されている分野は、データ処理やルー
ルベースの分析が中心となる領域、すな
わちコンサルティング、会計、監査などで
す。銀行業務においても、AIエージェント

金融機関のリスク管理は、技術的な信頼性やセキュ
リティだけでなく、倫理的な統制と人による説明責
任を組み込んだ「社会技術的」な枠組みへと進化し
ていく必要があるのです。
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が口座開設からリスク管理に至るまでの
業務を学習しながら効率化することで、
より無駄のないサービス提供が可能とな
ります。金融機関は、人材戦略の見直し
を余儀なくされるでしょう。定型業務をAI
が担うようになれば、人間の役割は、全
体の俯瞰、戦略の立案、そして例外対応
といった、より高度な判断業務へとシフト
していきます。金融業界における働き方
そのものが大きく変わり、従業員の再教
育や、人間とAIがシームレスに協働でき
る業務プロセスの再設計に向けた戦略
が必要となるでしょう。
　エージェンティックAIの登場により、参
入障壁が下がる領域もあります。少人数
のフィンテック企業も、AIエージェントを
活用することでスケーラブルなサービス
提供が可能になります。一方、大企業が
高品質なデータと強力な計算資源をも
とにAIを大規模運用することで、統合が
進む分野もあるでしょう。
　よって市場は、先進的なAI活用型ス
タートアップと、膨大なデータ資源を持つ
大手金融機関やテック企業に二極化し、
中堅規模のプレイヤーが競争圧力にさら
されることになるかもしれません。こうし
た構造変化に対し、行政にはAI技術の過
度な集中やデジタル独占を防ぎ、健全な
競争環境を維持するための監視が求め
られます。

リスクパラダイムの再考：
信頼、透明性、新たな脅威

　金融システムは信頼と信用の上に成り
立っており、それは企業が使用するツー
ルやモデルへの信頼にも及びます。英国
金融行動規制機構（FCA）は業界専門家
との対話から、「信頼こそAIを受け入れる
ための本質的な要件である」との見解を
示しており、 安全かつ責任あるAIの運用
を通じて、その信頼を築いていくべきと結
論づけました。顧客や市場の信用を得ら
れないことにはAIの導入は進まず、エー
ジェンティックAIの利点が十分に活かさ
れることもありません。
　信用は、透明性と説明可能性の上に成
り立ちます。しかし、エージェンティックAI
は複雑な機械学習モデルに基づいて構
築されることが多く、その意思決定プロ
セスがブラックボックス化することもめず

らしくありません。開発者でさえその判断
の根拠を完全に説明できないケースもあ
ります。これは単なる技術的な課題にと
どまらず、説明責任や公平性といった根
本的な問題に直結します。金融機関の責
任者は、AIがどのようにして重要な意思
決定――融資の可否、詐欺の検出、取引
の実行など――を行っているのかを、明
確に把握し、説明できる体制を整える必
要があります。
　説明可能性がなければ、何か問題が
発生した場合、誰が、あるいは何が責任
を負うのでしょうか？説明不可能なアル
ゴリズムの意思決定は、偏見を隠してい
たり、さらには増幅させたりする恐れが
あります。たとえば過去の偏ったデータを
学習したAIが、信用審査や保険の引受に
おいて特定の顧客層を体系的に不利に
扱ってしまう可能性があります。偏見をさ
らに強めてしまうことさえあるでしょう。
　こうしたリスクに対処するため、企業は
AIによる意思決定の妥当性や公正性を
確保する必要があります。そのためには
判断プロセスを厳密に検証し、継続的に
監視する体制を整えることが求められま
す。AIは自己学習を通じて常に進化する
ため、リスクも固定的ではなく、動的に変
化します。「モデルリスク管理」という概念
は、これまで以上に重要性を増している
のです。
　新たな運用上のリスクとセキュリティ
上のリスクも迫っています。AIは自律的
に行動するからこそ、予測不能な形で誤
作動を起こす可能性があります。たとえ
ば取引アルゴリズムが有害な戦略を「学

習」したり、問題のない取引をコンプライ
アンスボットが誤って停止してしまうかも
しれません。そうした影響は、広範囲に及
ぶ可能性があります。 
　サイバーセキュリティの観点も、極めて
重要です。AIシステムは個人情報を含む
膨大なデータを扱うため、悪意ある攻撃
者によってその自律性が悪用される可能
性があり、プライバシーの問題が生じま
す。各国金融規制当局は、AIエージェント
の急速な普及がセキュリティリスクを増
幅・拡散させ、あらゆる組織に新たな脅
威をもたらすと警鐘を鳴らしています。AI
システムが詐欺やサイバー攻撃の温床と
ならないよう、企業は防御体制と監視機
能を強化することが不可欠です。AIエー
ジェント自体が、巧妙なディープフェイク
やデータ汚染によって操作されてしまう
可能性も否定できません。 
　金融業界のリスク管理は、こうしたAI
特有の脆弱性を含んだものへと進化し
ていかなければなりません。とりわけ今、
これらのリスクが金融システム全体に波
及する可能性への懸念も高まりつつあ
ります。ある大手テック企業が提供する
AIモデルに、多くの金融機関が依存する
ようになれば、ひとつの欠陥や誤ったロ
ジックが広範囲に影響を及ぼすシステ
ミックショックを引き起こすリスクが高ま
ります。複数のAIエージェントが特定の
銘柄を一斉に売るというような群集行動
をとることで、市場のボラティリティが増
大する恐れや、エージェント同士が高速
で相互作用することで、流動性の枯渇や
フラッシュクラッシュ（瞬間的な暴落）が

AIが誤った判断を下した場合も、人間の担当者
が同じことをした場合と同様に、監督責任者が
責任を問われます。
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頻発し、原因の特定や対応が困難になる
恐れもあります。
　こうした事態に備え、企業や行政には、
AIの市場環境に即した新たなストレステ
ストや安全策を整備することが求められ
ます。たとえば極端な状況下でのAIエー
ジェントの行動を想定したシナリオ分析
や、AIの異常を検知して発動するサーキッ
トブレーカー（緊急停止機構）の導入な
どが考えられます。
　最後に忘れてはならないのが、倫理と
消費者保護の視点です。AIエージェント
が顧客と直接やりとりする場面では、利
用者の最善の利益に沿った行動が求め
られます。たとえば、退職後の資産運用
を担うAI投資アドバイザーを想像してみ
てください。AIがリスクを過度に評価した
り、不適切な商品を案内したりしていな
いかは、誰が確認するのでしょう。融資や
保険の審査で、AIが意図せず差別的な判
断を下していないかは、誰が保証するの
でしょう。 
　こうした問いから見えてくるのは、やは
り「人間による監督」が不可欠であるとい
うことです。エージェンティックAIは、人
間の判断を完全に代替できるものではな
く、あくまで補完するものです。特に倫理
や価値判断が問われる領域では、人間の
責任と判断力を組み込んだ運用が求め
られます。したがって、金融機関のリスク
管理は、技術的な信頼性やセキュリティ
だけでなく、倫理的な統制と人による説
明責任を組み込んだ「社会技術的」な枠
組みへと進化していく必要があるのです。 

金融規制の枠組みに広がる
再構築の動き

　エージェンティックAIの登場は、産業界
の競争環境を一変させるだけでなく、世
界各国の既存の規制枠組みにも大きな
試練をもたらしています。EUでは、AIに特
化した新たなルールの導入が進められて
います。近く施行される「EU AI法」は、高
リスクなAIシステムに対して、透明性の
確保、リスク評価、人間による監督などを
義務づけるものです。AIの判断に対する
人的・法的責任を明確にする条項も盛り
込まれており、AIの大規模展開に先立ち
最低限の基準を明示するという、ルール
主導の姿勢がうかがえます。 
　一方、米国の規制当局はこれまで、セ
クター別かつ原則に基づいた方法を選
んできました。既存の法律（差別禁止法
や証券法など）に依拠し、米国国立標準
技術研究所（NIST）のAIリスク管理ガイド
ラインなどのフレームワークと組み合わ
せています。
　国際的な動きも加速しています。金融
安定理事会 （FSB）や証券監督者国際機
構（IOSCO）などの国際機関は、AIのシス
テミックリスクを調査しており、今後、国
際的な指針が策定される可能性もあり
ます。さらに、国際通貨基金（IMF）は「自
動化税」という新たな概念を提案してお
り、AIによる社会的変化への適応を支援
する財政政策の役割にも、注目が集まっ
ています。こうした状況で明らかになりつ
つあるのは、国際的な協調と国を越えた
知見の共有が不可欠であるということで

す。AIエージェントは国境や業界を越え
て活動するため、各国の制度設計が連携
しなければ、重大なリスクを見逃す可能
性があると懸念されています。
　英国は、AI規制に関して独自の方針を
打ち出しています。AIに特化した新法の
制定を急ぐのではなく、 既存の規制がAI
にどのように適用されるかを整理・明示
することに重点を置いているのです。筆
者が最近登壇したグローバル・フィンテッ
ク・サミットでも、FCAは「AI専用の規制
は現時点では不要である」との見解を示
しました。FCAは「上級管理者認証制度 
（SMCR）」や「消費者義務」など既存の
制度が、AIによる業務にも適用可能であ
ると考えています。この考えにおいては、
AIが誤った判断を下した場合も、人間の
担当者が同じことをした場合と同様に、
監督責任者がSMCRのもと責任を問われ
ることになります。新たな規則を次々と
制定しては見直すのではなく、既存の枠
組みの中で、AIモデルの管理、結果の検
証、顧客データの保護など、企業が取る
べき対応を明確にすることに注力してい
るのです。
　行政の規制手法も、進化を遂げつつあ
ります。急速に進化するAI技術に対応す
るには、産業界や学術界との連携が不可
欠だという認識が、行政の現場にも浸透
し始めています。AIに関する制度設計で
は、実証実験や学術的知見の活用、社会
実装に向けた技術的な検討が欠かせず、 
FCAはこうした分野でも先進的な取り組
みを展開しています。 
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英国の戦略的アプローチ
（AIラボと実証実験支援） 

　FCAはAI規制において 「オープンイノ
ベーション」の考え方を取り入れていま
す。これは、業界の専門家と協働し、管理
された環境下で新たなアイデアを試行し
ながら、実践を通じて学び、規制のあり方
を柔軟に模索していくアプローチです。
　戦略の柱となっているのが、24年後半
にイノベーションハブの一部として立ち
上げられた「AIラボ」です。物理的な施設
ではなく、FCAのイノベーション支援にAI
特化の視点を加えるプログラムで、英国
の金融市場におけるAIの安全かつ責任
ある活用を促進するとともに、FCA自身
がAIのリスクと可能性を実践的に理解す
ることも目的としています。いわば、FCA
と金融機関やテック企業との橋渡し役。
データサイエンティスト、フィンテック企
業、銀行、学術関係者を集め、AIソリュー
ションの実証実験を通じて、将来の規制
政策に資する知見を蓄積しています。
　AIラボはイベントなどの取り組みも展
開しており、 招待企業にAI活用の新たな
事例を発表してもらう企画「AIスポットラ
イト・プログラム」もそのひとつです。FCA
や関係者にとっては、最先端のAI技術を
垣間見る機会です。また、25年初頭には
「AIスプリント」と呼ばれる大規模なワー
クショップ／ハッカソンが開催され、300
人以上の専門家が、AIが金融業界にもた
らす影響について議論。AIにおける信頼
性と透明性の重要性が改めて浮き彫りと
なりました。FCAは、この議論の要点をま

とめた報告書を公表していますが、その
中で今後の重点施策として挙げられたAI
ラボの拡充、「スーパーチャージド・サンド
ボックス（実証実験支援制度）」の立ち上
げ、そして実証運用に関する提案文書の
発行は、いずれも25年の上半期中に実現
されています。
　スーパーチャージド・サンドボックス
は、FCAのデジタルサンドボックスの考え
方を進化させたもので、25年６月のロン
ドンテックウィークで導入されました。AI
サンドボックスでは、参加企業がFCAと連
携しながら、高い計算能力や豊富なデー
タセット、AI特化の評価ツールを備えた
安全な実証環境で、AIモデルの検証を
行うことができます。たとえば、模擬市場
データを用いた取引アルゴリズムのテス
トや、架空のポートフォリオを使った信用
スコアの評価などが可能です。
　FCAはこの制度を通じて、短期集中型
の技術開発イベント（テックスプリント）や
パイロットプログラムを実施し、企業が新
たな形で協働・実験できる場を提供する
としています。制度の利用はスタートアッ
プに限られているわけではなく、一定の
条件（例：AI導入後のモニタリング体制
の整備など）を満たせば、既存の金融機
関や大手テック企業も参加可能です。取
り組みには二つの目的があります。ひと
つはイノベーションを加速すること（企業
がAI製品をより迅速かつ安心して市場に
投入できるよう支援すること）、もうひと
つは企業とFCAが協働することで、責任
あるAI活用とは何か、実践的な知見を蓄
積・共有することです。 

　AIラボやサンドボックスのような取り組
みを通じて、FCAは「実践を通じた学習」
を進めています。リアルタイムで企業を
監督し、得られた知見に基づいて規制の
アプローチを柔軟に調整するという姿勢
は、AIの進化スピードを踏まえると極め
て重要です。規制とは単にルールを定め
るだけでなく、実験と協働を通じてダイナ
ミックに進化できるものだ、ということを
体現しています。
　シンガポールやカナダでも、同様の目
的でイノベーションハブや実証実験場
の立ち上げが進められています。しかし
英国のアプローチは、AIの視点を既存の
「成果重視型規制」の枠組みに組み込も
うとしている点で際立っています。成功す
れば、AI時代におけるイノベーションとリ
スクのバランスをとるモデルケースとな
るでしょう。

エージェンティックAIは
ハイリスク・ハイリターン

　エージェンティックAIは、金融業界に極
めて大きなリスクとリターンをもたらしま
す。その可能性は、まさに変革的です。
　エージェンティックAIは、金融相談を
低コストで個人向けに提供、ソリューショ
ンを自動化し、金融システムの利用者獲
得に貢献します。数十億ドル規模の業務
コスト削減を実現し、決済からコンプライ
アンスに至るまでの、業務上の非効率や
手間を解消します。個人の状況に合わせ
てリアルタイムで最適化される投資戦略
や金融商品の提案といった、きめ細かく

AIは利用者の成果とシステムの安定性を同時
に向上させる「プラスサム・ゲーム」であると、
市場参加者は確信するでしょう。
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パーソナライズされたサービスは、顧客
に新たな価値を提供するでしょう。
　この変革をうまくかじ取りし「成功」に
導けば、金融はかつてなく包括的で効率
的、ダイナミックな姿に生まれ変わりま
す。その先の世界では、AIエージェントが
キャッシュフローをリアルタイムに評価
することで、小さな事業者も最適な額の
融資を即座に受けることができます。AI
システムがネットワーク全体の取引を監
視し、不正行為は始まった瞬間に検知・
阻止されます。企業と行政がともに強固
なガバナンスを発揮し、顧客はAIアドバ
イザーが自分の利益のために行動する
と信頼し、行政は必要に応じて市場に介
入するツールを保有する――そんなシナ
リオが実現すれば、 AI主導の金融は非常
に信頼性の高いものとなります。AIは利
用者の成果とシステムの安定性を同時
に向上させる「プラスサム・ゲーム」であ
ると、市場参加者は確信するでしょう。つ
まり、すべてが正しく進めば、エージェン
ティックAIは「自動運転の金融革命」とも
いえる豊かな新時代を切り開くのです。
　しかし、失敗した場合のリスクも同様
に深刻です。適切な監視なしにAIへ過度
に依存すると、信頼が損なわれ、システム
が不安定化する恐れがあります。
　最悪のシナリオは、制御不十分なAI
エージェントが差別的な判断を下すこ
とです。たとえば特定の属性を持つ人々
や、社会的に弱い立場にある人々への融
資を不当に拒否するといった事態が起こ
り、金融の公平性に対する信頼が大きく
損なわれる恐れがあります。自律的な取
引ボットの制御が不十分であれば、AIに
よる売り注文が連鎖的に発生し、世界の
金融システムに波及するフラッシュクラッ
シュを引き起こす可能性もあります。企
業がAIを無責任に導入したことで、顧客
に被害が生じれば、業界の評判が数十年
分後退する事態となるかもしれません。
また、多くの金融機関が盲目的に同じAI
技術に依存すれば、システミックリスクも
現実のものとなります。たとえば、広く使
われているAIプラットフォームにバグやサ
イバー攻撃が発生すれば、複数の銀行で
サービス一斉停止という事態が起きてし
まうでしょう。 
　移行段階におけるこのような誤りは、
単なる経済損失にとどまらず、イノベー

ション全体に冷や水を浴びせることにも
なりかねません。大きな失敗が重なれ
ば、AIの可能性に対する信頼が失われ、
数年にわたって前向きな進展が妨げられ
る、という事態にもなり得ます。金融機関
は「お金をAIに任せて本当に大丈夫なの
か？」というそもそも論に立ち返ることと
なり、行政もまた、前向きで支援的なアプ
ローチから罰則的な対応に転じてしまう
でしょう。
　このような未来の分かれ道は、まさに
今、私たちが取る行動にかかっています。
先ほどのようなリスクシナリオは、今こそ
民間企業と行政が一丸となって、未来の
方向性を積極的に定めていかなければ
ならないことを示しています。金融市場
の将来の安定性と健全性は、今この瞬間
にAIエージェントの台頭をどう管理する
かにかかっていると言っても過言ではあ
りません。問題が起きてから慌てて対応
するのではなく、今のうちにリスクを予測
し、適切な安全策を講じておく必要があ
ります。
　エージェンティックAIの可能性は計
り知れず、課題も同様に大きくあります
が、ある専門家はこのように述べていま
す。「ひとつだけ確かなことがある。金融
サービスにおけるエージェンティックAI
の時代はすでに始まっており、今こそ行
動すべきなのだ」と。

エージェンティックAIの時代を
切り抜ける ――成功か危機か

　金融業界はエージェンティックAI時
代の岐路に立っています。一方の道の先

には、AIエージェントが効率・インクルー
ジョン・イノベーションを牽引し、金融の
黄金時代を築く未来が、もう一方には未
制御のAIが金融の根幹である「信用」を
損ない、失敗と危機が連鎖する世界が待
ち受けています。民間、行政いずれにお
いても、リーダーが果たすべき役割とは、
前者の未来へ人々を導き、後者を回避す
ることです。そのために必要なのが、自律
型AIがもたらすゲームチェンジの可能性
を受け入れる「ビジョン」、強固な安全策
とガバナンスを構築する 「厳密さ」、そし
てAIの影響についてまだ知られていない
ことを学び、柔軟に軌道修正する「謙虚
さ」です。
　金融の世界は、これまでにも大きな技
術的革新を乗り越えてきました。しかしこ
れまでに経験した変革と大きく違うのは、
エージェンティックAIが、 リアルタイムで
私たちの代理として、また協働者として
行動する技術であるということです。「協
働者」であり「リスク要因」であるという二
面性こそが、今私たちが向き合う最も重
要なイノベーションたる所以でもありま
す。 先ほど紹介した英国の事例などの、
国際的な知見を活かし、グローバルな
視点とローカルな実証を組み合わせた
アプローチを採ることで、金融業界での
エージェンティックAI利用は、一歩ずつ成
功へと近づいていくことでしょう。
　かつてないリスクと責任が、今まさに
私たちに突きつけられています。エー
ジェンティックAIは、すでに存在していま
す。ですから今こそが、すべての人の利益
のためにAIを活かす道を選ぶときなので
す。（25年9月記事） 
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　実現を間近に控えるAIネイティブ政府
の構築は、何世紀も前からあるような古
い官僚機構に、いくつかのアルゴリズム
を移植しようというものではありません。
インテリジェンスや適応性、AIエージェン
トを軸として、政府そのものをゼロから
作り直そうという取り組みです。
　AIネイティブ政府とは「感知・判断・実
行といったあらゆる機能が、データに基
づきリアルタイムに連動する政府」を指し
ます。具体的には、街中のセンサーが集
めた最新の情報を、政府全体で共有でき
る統合データ基盤に取り込み、各分野に
特化した自律型エージェントがそのデー
タからパターンを読み解き、必要に応じ
て政策が自動的に調整される――そん
な姿の政府です。

　アブダビでは、政府の統合型デジタル
サービスプラットフォームであるTAMMの
構築を通じて、この変革に向けた基盤が
すでに完成しています。世界屈指の先進
的な公共サービス提供システムである
TAMMには、さまざまな政府組織が提供
する900種類以上のサービスが組み込ま
れており、利用者ごとにパーソナライズさ
れた先回り型の支援を提供するAI搭載
仮想エージェントが実装されています。
つまり行政サービスは、これによって事
後対応型から、予測的なデータ駆動型に
移行します。
　この記事では、AIネイティブ政府の構
築について、その構想段階から実行に至
るまでの道程を紹介します。前半では、
テクノロジーによるパラダイムシフト、倫

未来への道筋：世界初のAIネイティブ政府
から企業が学べること

サレハ・ヤヒヤ・ハメド
（Saleh Yahya Hamed）

アブダビ政府機構強化局政府インフラスト
ラクチャー担当エグゼクティブディレクター

アブダビ政府にて、主権クラウド・システム
の統合をはじめ、政府インフラやデジタル
サービスを変革する数々の重要プロジェク
トを率いる。以前はエミレーツ原子力公社
で、IT、人事、施設管理など主要な管理部門
で指導的な役職を歴任。バラカ原子力発電
所の安定運営においても、中心的な役割を
果たした。

Summary

現在、世界各国の政府でAIの試験運用が行われていますが、そのほとんどが断片的な取り組みに
とどまっています。一方、アブダビでは「AIネイティブ政府の構築」という、より急進的なビジョンを
掲げ、インテリジェンスを中心に据えたシステムをゼロから構築しようとしています。取り組みの
内容と、民間企業への応用可能性について紹介します。

Key Points

・	AI前提で部分最適でなく全体刷新を目指す
・	全体を統合的に監督するメタガバナンスが重要
・	ソブリンエージェントが信頼を守る
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理・法制度上のガードレールの整備、公
共サービスの効率向上、サイバーセキュ
リティの強化、意思決定の高度化といっ
た論点を整理します。次に、銀行、医療、
物流、教育、製造の各分野を取り上げ、AI
ネイティブ政府の原則が民間企業にはど
のような変革をもたらし得るかを見てい
きます。最後に、現実的なタイムラインを
示したうえで、官民問わずあらゆるリー
ダーが次にすべきことについてお伝えし
ます。

1. テクノロジー活用の
パラダイムシフトを起こす

　政府を神経系にたとえて考えてみま
しょう。IoTデバイス、市民向けポータル、
ドローン、衛星、エンタープライズソフト
ウェアを感覚器官、データプラットフォー
ムを神経経路として考えます。各分野に
特化したAIエージェントは、この神経系の
「脳の中枢」に位置し、生の信号を予測
や推奨、自動化されたアクションに変換
します。これがうまく機能すれば、政府職
員は、四半期レポートの完成を何ヶ月も
待つ必要がなくなります。交通渋滞の発
生状況や病床利用率、学校の出席状況
の変化といった情報を、リアルタイムに政
府のダッシュボードで確認できるように
なるからです。

　この実現には、次の3つの柱が必要と
なります。

①エージェンティックアーキテクチャー
　政府は従来のような一枚岩のITシステ
ムではなく、多数の“主権型AIエージェン
ト”を群として展開します。あるエージェ
ントはエネルギー網を最適化し、別の
エージェントは公共交通の運行を調整
し、また別のエージェントは農作物の生
育状況を監視します。それぞれの専門領
域で機能するエージェントが、相互に連
携し、設定された閾値を超えた場合にの
み、対応を人へ引き継ぎます。

②データ主権
　これらのAIエージェントの重要な原動

力となるデータは、国の法律や社会的価
値に沿ったものでなければなりません。
ソブリンクラウド、強力な暗号化、連合学
習を駆使することで、機密データを海外
サーバーにコピーしたり、外部に閲覧さ
れたりすることなく、AIアルゴリズムを高
度化できます。

③倫理的インフラ
　AIの判断や運用に関する基本原則を
定め、公平性や説明責任を確保するとと
もに、判断について問題がある場合には
確認・見直しを求める仕組みを整備しま
す。さらに個々のエージェントの監査、お
よびレッドチーム（セキュリティ対策の有
効性を検証するために擬似攻撃を仕掛
けるチーム） による想定ケースの検証を
継続的に行い、偏った判断や不正な操作
が起きないよう常にチェックします。

　これらが実現すると、政府はよりアジャ
イルで、継続的に学習し進化し続ける“生
きた組織”へと変わっていきます。社会の
ニーズをいち早く察知し、必要なリソース
を状況に応じて柔軟に配分し、人間の意
図をきちんと反映しながらも、機械のス
ピードで対応できる、そんな政府ができる
のです。

2. 政府の枠組みを再構成する

　テクノロジーだけでは、政府と社会の
関係性そのものを作り変えることはでき
ません。政府は、従来の硬直した階層構
造から脱却し、より上位の視点から全体
を統合的に監督する「メタガバナンス」の
視点を持つ必要があります。そこでは、AI
が人に代わって多くの業務を担い、人が
全体を監督します。そのような新しい姿
の政府には、3つの新しい役割が生まれ
ます。

・ ポリシー管理者
　規則を事細かく管理するのではなく、
目標や優先順位、そして大枠のガイドラ
インを定める役割です。「どの方向に進む
べきか」を示し、AIエージェントが、倫理
の範囲内で最適な経路を自律的に見つ
けられるよう管理します。

・ エージェント監査官
　自律型システムを継続的にストレステ
ストするための、検証手法やシナリオ、模
擬データを設計する役割です。結果が常
に公平で、法に沿い、信頼性を保っている
かをチェックします。

・ メタ立法者
　固定的な法律ではなく、状況に応じて
進化する、柔軟な原則ベースのルール

データプラットフォームを神経経路として考えます。
各分野に特化したAIエージェントは、この神経系の

「脳の中枢」。シグナルを予測や推奨、自動化された
アクションに変換します。
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を設計します。そのルールとは、テクノロ
ジーの変化や新たな能力に合わせて更
新される 「生きたガイドライン」のような
ものです。

　これらの役割を導入することで、政府
は官僚的な指揮統制構造から脱却し、協
調的で適応性の高い組織へと生まれ変
わります。そこではエージェント同士が安
全なAPIを介してデータを共有し、部門ご
とに異なっていたデータ基準は標準化さ
れ、AIの運用は分野横断的な倫理委員会
の管理下に置かれます。市民に対する透
明性も高まります。住宅ローンや奨学金、
ライセンスの申請がなぜ承認もしくは却
下されたのか、理由が確認できるように
なり、デジタル、対人いずれの窓口からも
異議申し立てができるようになります。政
府は、一般市民への説明責任を果たしな
がら、スタートアップ企業のような機敏性
を手に入れることができるのです。

3. 公共サービスの効率を高める

　AIネイティブ政府の構築による最大の
メリットは、事後対応型のサービスからプ
ロアクティブなサービスへの飛躍です。

具体的にはどういうことか、3つのケース
で見てみましょう。

・ 予測医療
　AIエージェントは、ウェアラブルデバイ
ス、医薬品の売上、環境センサーなどの
データに基づき、病院に患者が殺到する
前に感染症の流行を検知します。エー
ジェントは医療スタッフの再配置を行い、
抗ウイルス薬の在庫を確保し、感染リス
クの高い市民には通知を送信します。
・ リアルタイムの都市計画
　デジタルツインを使用して、交通やエ
ネルギーの利用状況、気候の変化などを
区域ごとにシミュレーションします。歩行
者が少ない時間帯には、街路灯を減光し
て電力を節約し、高速道路での事故渋滞
発生時には、迅速にバスの経路を変更し
ます。
・ ダイナミックな社会支援
　収入や物価、住宅関連のデータをもと
に、補助金を毎月調整し、生活費の急な
負担増から低所得世帯を守ります。

　アブダビのTAMMプラットフォームは、
このようなビジョンを実現しつつありま
す。会話型AIや予測的プロンプト、シーム

レスなオンライン手続きによって、外国人
居住者を含む市民は、ライセンス更新や
給付金申請などの行政サービスを、いつ
でも個別最適化された形で受けられま
す。TAMMではサービス品質指標の目標
値を95%に設定して統合型AIエージェン
トを稼働させており、AIネイティブ政府が
実現できる公共サービスの設計図として
の役割をすでに果たしています。
　書類の分類や申請書のチェック、適格
性の審査をAIで自動化することで、市民
の待ち時間は短縮され、職員はペーパー
ワークから解放されます。人間の職員は、
ファイルの整理という単純作業に追われ
るかわりに、例外処理や複雑な交渉、対
面でのアドバイスに専念できるようにな
ります。地域住民もまた、サービスを円
滑に利用できるようになります。政府は、
限られた資源を必要なところに的確に
配分し、予算を効率よく使えるようになり
ます。

4. サイバーセキュリティに
与える影響

　AIネイティブ政府が実現すると、攻撃
対象領域の拡大と縮小が同時に起こり

真の変革は、意思決定の
高度化によってもたらさ
れます。
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ます。AIネイティブ政府には、デバイスや
自動処理プロセスの増加に伴って、侵入
ポイントが増加するという側面もありま
す。一方で、判断や処理が一ヶ所に集中
せず各所に分散されるため、ひとつの障
害が全体停止につながるリスクは小さく
なります。問題が起きた端末やシステム
だけを切り離し、ネットワーク全体への
影響を抑えることも可能です。
　各国政府は、3層構造の防御策の導入
を進めています。

・ AIから防御するためのAI
　機械学習モデルを使用してログやネッ
トワークフローを監視することにより、悪
意のある動作をリアルタイムで検出し、IT
資産を自動的に隔離します。

・ データ主権を保つ
　政府は、機密データを国内管理のデー
タセンター内に保持し、外部に持ち出さ
ないようにします。ネットワーク上でやり
とりするのは、暗号化された更新情報に
限られます。これにより、データ流出や、
将来の量子計算による暗号解読のリスク
が抑えられます。

・ デジタルエアギャップ
　原子力発電所への指令や国民の登録
ID管理などの最重要の処理は、物理的に
隔離されたハードウェア上で実行され、
一方向にのみデータを送信するデータダ
イオードを介して更新されます。

　サイバーチームは、こうした処理を標
的にした攻撃を想定し、悪意あるデータ
を注入して耐性を試す、ゼロトラストの
原則に基づいてエージェント同士に身元
や権限を相互確認させるといったシミュ
レーションを実施します。AIは攻撃を防
ぐ手段になると同時に、攻撃対象にもな
るため、政府が市民の信頼を獲得するに
は、サイバーセキュリティ対策を継続的
かつ自動的に実行し、敵対者とのゲーム
に勝たなければなりません。

5. 人間とAIの協力関係で
意思決定力を向上させる

　真の変革は、意思決定の高度化によっ
てもたらされます。リーダーは、シミュ
レーションや将来シナリオの検討、試験
を通じて、実行前の施策案を多面的に検

証できるようになります。政府・内閣はAI
を活用することで、たとえば燃料税の引
き上げや鉄道補助金の拡大が、財政、社
会、環境に与える影響を分析し、都市別・
所得階層別・CO2排出量別に細分化した
予測を得ることができます。
　また、AIは隠れた相関関係も見つける
ことができます。たとえば、零細企業の債
務不履行と学校中退率との関係を明ら
かにすることで、総合的な介入を促すこ
とが可能となります。AIは、人間の判断力
を衰えさせるものではなく、高めるもので
す。AI導入後も、政府の職員は、二律背反
の問題や施策の価値、国民感情に向き合
い続けなければなりません。しかし、AIを
活用することで、結果をより明確に理解
できるようになります。
　方向性や倫理・感情面については人間
が引き受け、スピードや規模、精度につい
ては機械の強みを生かす。そうすること
で、人間とAIとの間には最高の協力関係
が築かれます。人間とAIが協力し合うこ
とで、従来の表計算ソフトよりもはるかに
複雑な課題に対処できる「能力拡張型国
家」を形づくることができるのです。

6. 人間を保護する
ソブリンエージェント

　AIがハンドルを握ったとき、乗客を保護
するのは誰でしょう。そこで登場するのが、
「ソブリンエージェント」。個人や組織に
代わって外部とのやりとりを担う、永続的
で忠実な「デジタル職員」です。たとえば
中小企業経営者に対しては、エージェン
トがこんなことをサポートできます。

・営業許可やライセンス更新の手続きを
自動で下書きする
・法令順守に必要な要件を確認する
・利用可能な税制優遇措置を継続的に
チェックする
・不審な取引をリアルタイムで検知して
知らせる

　重要なポイントは、エージェントが購
買履歴や、どの情報を誰と共有するか、
どのような判断を許容するかといった本
人の意向を、行政システムではなく本人
側で保持・管理することです。政府のシス
テムからデータを要求された場合、エー
ジェントはシームレスな連携をしつつも、
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必要なデータのみを共有しプライバシー
を保護します。ソブリンエージェントは、
自動化プロセスという海で、人間を支え
る役割を果たします。ソブリンエージェン
トの存在があれば、市民がAIを制御不能
なものとして恐れる必要は薄れ、AIネイ
ティブ政府の正当性を支える基盤となる
でしょう。

7. 試験運用から
大規模展開までのタイムライン

＜次の3～5年＞
―	交通、エネルギー、緊急事態などそれ
ぞれの分野を担うエージェントとセン
サー網を組み合わせ、小さな都市で試
験運用プロジェクトを実施します。

―	政府の各部門にチャットボットとプロ
セス自動化ツールを導入し、サービス
を滞りなく提供できるようにします。

―	AI倫理に関する国家的なフレームワー
クとデータ共有の標準化を定着させ
ます。

＜10年以内＞
―	分野横断でデータを連携させ、政策の
効果を事前に見積もる仕組みが普及
します。

―	人間の監督下で、定型業務（ライセン
スの付与、各種申請の承認、給付金の
支払い）をソブリンエージェントが行う
ようになります。

―	機密データをオンプレミスに保持した

まま、連合学習のもと、共通のAIを継
続的に改善できるようになります。

＜2035年以降＞
―	ほとんどの定型的な公共サービスが、
自律処理されるようになります。

―	人間の職員は、外交、危機対応、そして
長期的な視野に立った戦略づくりに専
念します。

―	市民の意見を継続的に反映する仕組
みが整い、アルゴリズムの優先順位に
も、ほぼリアルタイムで市民の意思が
反映されるようになります。

　進化のペースは国によって異なるで
しょう。しかし、方向性は明確です。どの国

の政府も、ペーパーワークを手作業で行
う組織からデータ駆動型の組織へと向
かっていくことは、間違いありません。

8. 民間企業に応用すると
どうなるか

　AIネイティブの原則（エージェント型シ
ステム、データ主権、倫理面の監視）は、
政府に限った話ではありません。さまざ
まな業界においても、新たな運用モデル
基盤を築くことができます。

金融
　銀行はすでに、不正検知やローン審査
にAIを活用しています。さらに「ソブリン
エージェント」の発想を取り入れれば、
手数料の交渉や支出の管理、信用リスク
の早期察知まで担う“個人向け金融コー
チ”へと発展させることもできます。くわ
えて、公共部門で進んでいるエージェン
ト監査や説明可能なモデルの考え方を
採り入れれば、厳しい規制にも対応しや
すくなり、誤判定やバイアスが問題になっ
た際にも信頼を維持しやすくなります。

医療
　病院は、患者ひとりひとりを「独立した
意思決定主体」として扱うことができる
ようになります。ウェアラブルデバイスか
ら送られる心拍や血圧といった健康デー
タは、診断エージェントに連携され連合
学習の仕組みを通じて、プライバシーを
守りながら病気の予測モデルを継続的

AIネイティブの原則は、あらゆる組織に等しく適用すること
ができます。データ、自律的な仕組み、倫理的な統制をどう
設計し、組み合わせるべきかを示す基本的原則だからです。
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に高めていきます。ここで重要なのが、公
共部門のガバナンスから得られる教訓で
す。AIによる診断の正確性や公平性を確
保するためには、独立した審査機関がモ
デルの判断を検証し、どの患者にも偏り
なく医療が提供されているか監督しなけ
ればなりません。

物流・製造
　AI駆動型のサプライチェーンでは、デ
ジタルツインを活用して都市の状況を把
握します。AIエージェントを使用して、渋
滞時の配送経路の変更や生産量の調整、
エネルギー消費量の管理などを行うほ
か、監査、トレーサビリティ、シナリオ検討
などの倫理インフラ機能を使用して、スト
や悪天候、サイバー攻撃などの脅威から
の回復力を確保します。

教育
　AI教師がひとりひとりに合わせた学習
計画を策定、学校運営エージェントが入
学者数の予測や予算の最適化を実施し
ます。教育省のポリシー管理者は倫理ガ
イドラインを整備し、生徒のデータ保護、
成績評価アルゴリズムの透明性の確保を
図るとともに、能力評価にバイアスがか
かることを回避します。

組織のリーダーが今すべきこと

1. みんなで目指す「北極星」を描く
　「摩擦ゼロの行政サービス」「予測し、
病気を未然に防ぐ医療」など、AIで実現し

たい未来を、理念に沿った大胆な言葉で
明確に表現する。

2. データ基盤を築く
　統合された主権型データインフラに
投資し、明確なガバナンスルールを整備
する。

3. 倫理的な監督体制をつくる
　独立した審査委員会を設置し、基準を
公開し、継続的な監査を実施する。

4. 人材に投資する
　従業員をAIと協働できるようにスキル
アップさせるとともに、データサイエン
ス、倫理、サイバーセキュリティの専門家
を組織に据える。

5. 小さく始め、大きく伸ばす
　AIエージェントを特定の領域で試行
し、成果を測定・改善しながらスケールさ
せる。

　業界にかかわらず、エージェント型
アーキテクチャー、データ主権、倫理イ
ンフラを適切に使いこなせるようになっ
た企業は、競合他社に打ち勝つことが
できるでしょう。適応力を備え、信頼に足
るAIネイティブ政府を実現するための原
則は、民間企業にもそのまま適用できま
す。企業リーダーはこの原則を用いて、
個々人の顧客対応スキルを向上させ、リ
スクをより効果的に管理し、自信を持っ
てイノベーションを起こすことができるで

しょう。
　私たちが目指すのは、過去の官僚機
構の自動化ではありません。未来の政府
を、新たに生み出そうとしています。国家
が機械の知性と人間の価値の融合を実
現すれば、世界史上のどの政府よりも公
正で、回復力が高く、アジャイルな政府が
誕生するでしょう。そして、AIネイティブの
原則は、あらゆる組織に等しく適用するこ
とができます。データ、自律的な仕組み、
倫理的な統制をどう設計し、組み合わせ
るべきかを示すベーシックな原則だから
です。
　目の前にある断崖絶壁の向こうには、
輝かしい未来が待っています。住み慣れ
た心地よい場所に戻るのか、それとも目
を開き、社会という布地にインテリジェン
スという糸が織り込まれた新たな時代
へ、安全を確保しつつ飛び込むのか。今
こそ決断のときです。
　私たちの手には、未来の設計図があり
ます。政府も企業CEOも、規制当局も科
学技術者も、ただツールを構築するだけ
でなく、それを運用して新たな価値を生
み出すために手を取り合って協力すべき
です。設計図はすでに手の中にある今、
必要なのは、行動を起こすための強い意
思です。（2025年6月記事） 
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